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I n d e x
編 集 方 針

カシオは、1999年から「環境報告書」

の発行を開始しました。2004年に社

会的・経済的側面を加えて「環境経

営報告書」とし、2005年には、「CSR

報告書」として内容の充実に努めま

した。2006年には、さらに「コーポレ

ートレポート」に改め、「会社案内」と

一体化し、冊子版に詳細情報を加

えたWeb版を発行することにより、

多くの情報をわかりやすく、各ステー

クホルダー※に情報開示を行います。

●すべてのステークホルダー※を対

象読者とし、カシオ製品をご愛用

いただく一般のお客様にも読んで

いただけるよう、わかりやすい記

述・表現を心掛けています。

●本レポートの文中では、カシオグ

ループを「カシオ」、カシオ計算機

株式会社を「カシオ計算機」として

区分して表記しています。

●色覚特性をお持ちの方にも読ん

でいただけるよう配慮し、グラフや

図などについてバリアフリーデザ

インを心掛けています。

※ステークホルダー：

お客様、取引先、投資家、株主、従業員、

地域住民、NGO、NPO、マスコミ、金融

機関、研究者、行政などを指します。

発行日 2006年10月
●前回報告書発行
（CSR報告書 2005）2005年8月

「将来に関する予測・計画について」

本レポートに掲載されているカシオ計算

機（株）とカシオグループの将来の予測

や計画に関する記述は現時点で入手

された情報に基づき判断したものであ

り潜在的なリスクや不確実性が含ま

れ、事業活動の結果が、これらの予測

とは異なることがあります。
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I n t r o d u c t i o n

「理想的な機能を持つ計算機を、自らの手でつくりたい」。

樫尾四兄弟は、歯車を用いて計算をする機械式計算機しかなかった時代に

電気回路だけで計算を行う計算機の開発に着手し、

1957年、世界初の小型純電気式計算機「14-A」を開発して

カシオ計算機を設立しました。

以来、カシオはデジタル技術を用いて、時計、楽器、映像機器など、

次々に新しい分野を開拓し、斬新な製品を送り出してきました。

誰もが必要としていながらも、満たされていない「普遍的な必要」を求め、

それまでの常識にとらわれない発想によってカシオは

独創的な製品を開発し、便利さや楽しさの提供、

市場の創造、文化の発展などを通じて、

社会に貢献することを目指しています。

この「創造貢献」の考え方を企業理念に掲げ、

製品の開発による社会貢献を会社の

第一の責務としながら、カシオの全ての従業員は

自らの携わる活動すべてにおいて社会貢献を自らの使命と考え、

社会とともに発展することを

目指してまいります。

「創造 貢献」をモットーに、
私たちは社会とともに発展し続けます。
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創業以来の不変の理念である
「創造 貢献」の意味を問い続け、
ＣＳＲ経営を深化させてまいります。

カシオの経営理念は「創造 貢献」です。これはカシオ

計算機という会社が、機械式計算機が主流であった時

代に、小型純電気式計算機の発明により創業したこと

に由来します。それ以来私達は「世の中に無い独創的

なモノづくりを通じて、人々の暮らしを豊かにすることで

社会に貢献する」ことを使命としてきました。

そのためには、人々の気づかなかった潜在的なニー

ズを掘り起こし、それを独創的でありながら身近な製品

やサービスとして提供しなければなりません。そしてさら

には、技術や製品やサービスを提供するだけに止まらず、

私達はこのことを通じて「新しい生活や文化を創造する」

ことを常に見据えてきました。

その意味で、この「創造 貢献」という四文字は、どん

なに時代が変わっても決して変わることのない、カシオ

の存在意義を明確に示した経営理念であるといえます。

これからもカシオが社会に役立ち人々に喜びと感動を

提供する企業であり、持続可能な地球社会の一員とし

て存続するために、私達は常にこの「創造貢献」の意味

を問い続けて行かなければなりません。

一方、わが国において2004年は「ＣＳＲ元年」と言わ

れ、多くの企業で様々な取り組みを始めた他、いろい

ろな団体でＣＳＲについての定義がなされました。しかし

ながら、それぞれの団体の視点によって、ＣＳＲの範囲や

企業に期待する役割が異なることから、その定義は必

ずしも統一的なものではありません。

カシオにおいては、2004年にＣＳＲ推進室を設置する

とともに、取締役と監査役で構成するＣＳＲ委員会を立

上げ、ＣＳＲに関する各種テーマを審議する体制を整え

ました。また、同年には1999年より発行している「環境

報告書」に社会との関わりについての記述を加え、「環

境経営報告書」として開示内容を拡大しました。

以来、コンプライアンス体制の強化、プライバシーマ

ークの取得、国内主要事業所でのゼロエミッション達

成、環境法規制への対応、ＣＳＲ調達の推進、ＣＳＲ報告

書の発行等々、幅広くＣＳＲ活動を推進してきました。

しかし、企業に対する社会からの期待や要請がますま

す強くなっている今日、経営の透明性と公正性を確保し、

企業価値の向上を図るためには、改めて「創造 貢献」と

いう創業の原点に立ち返り、事業活動とＣＳＲ活動を同

一線上に位置づけて推進しなければなりません。

そこで私達はＣＳＲのさまざまな側面に対し、以下に

掲げるコミットメントを誠実に遂行することにより、ＣＳＲ

経営を推進してまいります。

●創業以来脈々と続く不変の理念である「創造貢献」を

実現するために、カシオ創造憲章とカシオ行動指針を

順守します。

●グローバルサプライチェーンの全てにおいて、関連

「創造貢献」を理念として

CSR活動の取り組み

CSR経営の推進のために
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代表取締役社長

T o p  C o m m i t m e n t

法規等を順守するとともに、内部統制体制を構築し、

実効性のあるコンプライアンスとリスクマネジメントを

機能させ、企業価値の向上に努めます。

●本来の事業活動を通じて、地球社会のさまざまな問題

解決のために新しい価値の提案を継続的に実施します。

●製品やサービスの創出プロセスにおける省エネルギー、

省資源、エコ効率の統合に配慮した環境イノベーション

を一貫して実施します。

●非財務情報についてもすべてのステークホルダーに

分かりやすく開示し、相互コミュニケーションを活発化

することにより、さらなる経営の透明性を追求します。

また、今回発行する「コーポレートレポート」を、カシオ

とステークホルダーの方々をつなぐ重要なコミュニケー

ションツールと位置づけています。

カシオでは、従来は「会社案内」と「ＣＳＲ報告書」を

別々に発行していましたが、それぞれの読者に、より

カシオを知っていただくことを目的として、両者を一体化

した「コーポレートレポート」として発行することとしました。

また、冊子ではご紹介しきれない詳細な情報について

は、Ｗｅｂ上に開示することとしましたので、併せてご覧

いただければ幸甚です。

今後ともＣＳＲ経営を推進し、深化させていく所存です

ので、皆様方の忌憚のないご意見をお聞かせいただけ

ますようお願い申し上げます。
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カシオの歴史

トランジスタを採用した電子式卓上計算機「001」発売

電子式卓上計算機を海外に初輸出

東京証券取引所第二部に株式上場

世界初のパーソナル電卓「カシオミニ」発売
東京証券取引所第一部に指定替え

デジタル時計「カシオトロン」を発売し
時計事業に参入

電子式金銭登録機発売

時計用液晶パネル生産開始

日本語オフィスコンピューター
「Σ-S8700シリーズ」発売

電子楽器「カシオトーン」発売

電子辞書１号機「TR-2000」発売
ソーラー電卓「SL-801」発売

耐衝撃腕時計「G-SHOCK」１号機発売
ポケット液晶テレビ「TV-10」発売

液晶シャッター式ページ
プリンタ１号機発売

超薄型デジタルウオッチ「ペラ」発売

能力主義に基づく資格制度を導入、教育研修制度を整備

「品質のカシオ」を掲げ、不良撲滅(NCZD)運動をスタート

「相互信頼、相互理解」を基本としたカシオ労働組合を結成

「相互親和」を基に全国文具卸店と
「カシオエイト会」を創立

計算機の発展に寄与したとして、
内閣総理大臣から褒状を授与される

第1回「カシオワールドオープン
ゴルフトーナメント」開催

一般消費者からの問い合わせに
対応する専用窓口（消費者課）を設置

「カシオ科学振興財団」を設立

「全社品質高揚運動」スタート

カシオは、独創的なモノづくりによる社会への貢献を基本に、
ステークホルダーとのより良い関係づくりを追求してきました。

1964

1965

1966

1967

1969

1970

1971

1972

1974

1976

1977

1978

1979

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

事業活動 CSR活動

世界初の小型純電気式計算機「14-A」を商品化、
カシオ計算機株式会社を設立

1957

カシオミニ

カシオトーン

TR-2000

カシオトロン

カシオエイト会

褒状

全社品質高揚運動

カシオ科学振興財団

第1回カシオワールドオープン

G-SHOCK
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カシオの歴史

ユーザープログラム不要の事務用情報処理装置
「ADPS R1」発売

ラベル印刷機「ネームランド」発売

腕時計型血圧計「BP-100」発売

世界初の液晶モニター付きデジタルカメラ
「QV-10」発売

電波クロック「DQD-10」発売

世界初のGPS機能内蔵ウオッチ発売
耐水・耐衝撃機能を備えたcdmaOne対応携帯電話

「C303CA」発売

指紋認証アルゴリズム「VeriPatTM」開発

ソーラー駆動の電波ウオッチ
「WVA-300D/300K」を発売

携帯機器向け小型高性能燃料電池の
研究開発に成功

au初のカメラ付きGPS携帯電話を
KDDIに納入

世界最薄のウェアラブルカードカメラ
「EXILIM」発売

モバイル機器向け指紋
認証デバイスを開発

データプロジェクター市場に参入

日立製作所と合弁で携帯電話開発会社
「(株)カシオ日立モバイルコミュニケーションズ」を設立

(株)ルネサス テクノロジと半導体実装技術で提携
台湾のハンスター社と液晶事業で提携

1989

1991

1992

1993

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

事業活動 CSR活動

「消費者課」を「お客様相談室」に名称変更し、
全国各地区に新設

環境保全委員会を発足

「カシオ環境憲章」「カシオ環境ボランタリープラン」を制定
特定フロン、1,1,1-トリクロロエタン使用廃止

カシオホームページに環境への取り組みを掲載
山形カシオでISO14001認証取得

韓国カシオでISO14001認証取得
「カシオ倫理行動規範」を制定

カシオグループ環境行動目標「クリーン＆グリーン21」制定
グリーン調達ガイドライン制定
法人向け電子文具のテープカートリッジ回収を開始
執行役員制度を導入
「環境報告書1999」を発行
「エコプロダクツ1999」へ出展

国内生産拠点およびカシオ計算機4事業所で
ISO14001認証取得完了

カシオグリーンプロダクツ30（C.G.P.30）を開始
二次電池（充電式電池）のリサイクルを開始

甲府カシオ（本社および一宮）、
カシオマイクロニクス（山梨）の3事業所で
ゼロエミッション（埋立率1%未満）達成
法人向け使用済みパソコンおよび情報処理機器の回収・
リサイクルを開始
高知カシオがエネルギー管理優良工場（電気部門）
資源エネルギー庁長官賞受賞

「カシオ創造憲章」を制定
「カシオ倫理行動規範」を改訂
「カシオ行動指針」を制定
家庭系使用済みパソコンの回収を開始

「CSR推進室」「CSR委員会」発足
「環境報告書」を改め「環境経営報告書2004」を発行

「環境経営報告書」を改め「CSR報告書2005」を発行
カシオ計算機とカシオリースが
プライバシーマークの認証を取得
欧州向け全製品のRoHS指令対応を完了

「CSR報告書」「会社案内」を一体化して「コーポレートレポート
2006」を発行
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QV-10

EXILIM

au向けカメラ付き
GPS携帯電話
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デバイスその他事業

カシオグループの事業概要
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カシオグループの事業

エレクトロニクス機器事業

エレクトロニクスとデバイスの両事業で、
“小型・軽量・薄型・省電力”製品を創造し
グローバル市場へ提供しています。

部門別売上高構成比
（2005年度）

コンシューマ部門
電卓、電子文具、電子辞書、
デジタルカメラ、電子楽器

MNS部門
携帯電話、ハンディターミナル

情報機器部門
電子レジスター（POS含む）、
オフィスコンピューター、
ページプリンタ、データプロジェクター

時計部門
デジタルウオッチ、アナログウオッチ、
クロック

その他
主要製品：ファクトリーオートメーション、

金型など

デバイス部門
LCD、BUMP受託加工、TCP組立・
テスト受託加工、キャリアテープ

カシオグループは、カシオ計算機と連結子会社56

社および持分法適用会社4社（2006年3月現在）に

より構成され、「エレクトロニクス機器事業」と「デバ

イスその他事業」を展開しています。「エレクトロニク

ス機器事業」は、コンシューマ、時計、MNS（モバイ

ル・ネットワーク・ソリューション）、情報機器の4部

門、「デバイスその他事業」は、デバイス、その他の2

部門により構成され、それぞれが開発・生産から販

売・サービスにわたる事業活動を推進しています。

デジタルカメラ

電子辞書

ハンディターミナル

ソーラー電波ウオッチ

携帯電話

電子レジスター

ページプリンタ

COF

TFT液晶モジュール

コンシューマ部門   
36.8%

時計部門 
12.3%  

MNS部門 
24.1%  

情報機器部門 
8.4%  

デバイス部門 
12.7% 

その他部門  
5.7%  

エレクトロニクス 
機器事業  81.6%

デバイス 
その他事業  
18.4%

 

 

 

 

 

 

チップマウンタ
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スタイリッシュな薄型コンパクトボディで1000万画素

を実現したデジタルカメラ。大画面2.8型の高輝度ワイド

液晶で、迫力ある画像表示や見やすい情報表示レイアウ

トなど、モニターの使い勝手をさらに進化させました。

デジタルカメラ EX-Z1000

電子辞書　エクスワード　
XD-ST4800

高品位な音質と自然な鍵盤

タッチなど、ピアノ本来の表

現力を重視しながら、小

型・軽量のスタイリッシュな

新スタイルと手頃な価格を

実現した電子ピアノ。自分

の部屋に置いて気軽に演奏

を楽しめます。

電子楽器 プリヴィア　PX-110

2005年度に販売した電子辞書全体に収録されている辞書を紙媒体に置き換えた場合、総重量は26,221トンとなります。

紙50kgを立ち木1本分として換算すれば、26,221トン÷50kgで、約52万本の削減効果となります。

辞書の電子化で森林資源の消費を節減

多教科の学習に役立つ50コンテンツ

を収録した、高校生向けの音声電子

辞書。大学入試センター試験の英語

リスニングテスト対策用教材をはじ

め11コンテンツでは、ネイティブス

ピーカーの正確な発音を聞いて学ぶ

ことができます。

山英男先生（立命館大学教授）の監

修による、業界初の「百ます計算」対

応電卓。四則演算をそれぞれ100問

を繰り返すことで、子供は「基礎計算

力」の強化と「積極的な学習習慣」の習

得を、大人は「徹底反復」により脳を積

極的に使う習慣をつけ「脳の活性化」

を目指すことができます。

電卓　EN-100/EN-200

毎日の生活を便利に

楽しくするため、

カシオは幅広い製品を

送り出しています。

業務用や教育用などの

幅広い用途に対応する電卓、

初心者でも簡単に演奏を

マスターできる電子楽器。

カメラの代名詞となった

デジタルカメラや

電子辞書についても、

業界をリードする新製品を

絶えず開発しています。

環境保全 
への取り組み 

コンシューマ部門

もっと便利に、
もっと楽しく。
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光ある限り、時刻調整なしに動き続けるソーラー電波ウオッチ。蛍光灯のわずかな光でも

発電する小型ソーラーパネルと、大容量二次電池の組み合わせによる「タフソーラー」を

搭載し、さらに先端技術による省電力LSIや、暗所に長時間放置すると表示を消して節電

するパワーセービング機能を併用することで、光のない場所でも長時間の駆動を実現。自

然のエネルギーだけで動く究極のメンテナンスフリーウオッチを実現しました。

ソーラー駆動による究極の時計

さまざまな革新を時計市場で

実現してきたカシオの時計。

構造・性能・機能・デザイン・素材

それぞれに最新技術を取り込むことで

進化を続けてきました。

時刻情報を載せた標準電波を受信し、

ソーラーで駆動。

常に正確な時刻を表示するとともに、

光がある限り動き続ける。

時計としてのひとつの完成形ともいえる

「ソーラー電波」。

しかし、カシオの進化はここで止まりません。

さらに独自の技術と発想をプラスして、

今後も新たな領域へ進化を続けます。

世界5局(日本2局・アメリカ・イギリス・ドイツ)の標

準電波に対応し、大容量ソーラーシステム“タフソー

ラー”を搭載した“G-SHOCK”です。メタル素材を

用いた小型・薄型のケースとメタルバンドを組み合

わせることで、シンプルで洗練されたラウンドフォル

ムを実現。カジュアルシーンはもちろん、ジャケット

やスーツなどのオンタイムもスマートに演出するデザ

インに仕上げました。

高度な機能性とヨーロッパ由来のス

ポーティデザインを併せ持つ、フルメ

タルケースのソーラー電波ウオッチ

「OCEANUS」。世界5局の標準電波に

対応するとともに、多針・薄型モジュー

ルを採用し、クロノグラフ計測、タイド

グラフなど多彩な機能を満載しました。

上品でシンプルな装いを施した、フルメタルケースの

女性向けソーラー電波ウオッチ「LILANA」。美しい多

針フェイスの採用に加えて、裏側に流麗なアラベスク

模様を型押しした牛皮バンドや、光の方向で輝き方

が変化する15面カットベゼルなど、細部まで丁寧に

作りこんで、エレガントな腕時計に仕上げています。

G-SHOCK GW-810D

LILANA LNA-100LJ
OCEANUS OCW-M700TDJ

進化し続ける
「ソーラー電波」

時計部門

環境保全 
への取り組み 

カシオグループの事業概要
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独自の設計思想により、高い基本性能を持つタフネスボディに最新のテクノロジ－を搭載しながらIPX7（旧JIS保護等

級7）相当※の耐水性と耐衝撃性を実現したW42CA。環境にも配慮した欧州有害物質規制「RoHS指令」にも適合し、

いつまでも使える様に長寿命化を実現しました。

※IPX7（旧JIS保護等級7）相当：常温で水道水、かつ静水の水深1mの水槽に静かに電話機本体を沈めた状態で約30分間、水底に放置しても
本体内部に浸水せず、電話機としての性能を保ちます。

RoHS指令に適合

環境保全 
への取り組み 
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好きな時に、
どんな所でも。

時間や場所を問わず、

ビジネスや生活に

快適な環境を提供するのが

カシオの「モバイル・ネットワーク・

ソリューション」です。

コンパクトなボディに

先進的機能を載せた携帯電話、

そして、多様なビジネスニーズに

応えるモバイル端末を核とした

ソリューションの提供により、

モバイル社会の実現に

貢献しています。

優れた耐水・耐衝撃性能を持ちなが

ら、最新の通信サービスを活用でき

るCDMA1X WINに初めて対応し

たタフネスケータイ。2.1メガのカ

メラや50MBのデータフォルダを

搭載し、外部メモリにも対応。モバ

イル辞典内蔵。

スリムボディに2.6インチワイド液晶と2.1メガピクセルのカメラを

搭載したCDMA1X WIN対応の携帯電話。最新の通信サービスに

対応し、音楽機能も充実。PC向けウェブサイトの閲覧や「おサイフ

ケータイ®」「モバイルSuica」にも対応。

PDAの機動性とハンディタ

ーミナルの機能性を兼ね備

えた業務用携帯情報端末。

店舗支援ソリューション

「Excellent Store®」と組

み合わせて運用すること

で、情報伝達から提携業務

までを一台で行うことが可

能で、情報活用による店舗

内の総合的な生産性を高

め、業務マネジメントの標

準化に貢献します。

G'zOne 
W42CA

W41CA

DT-5200

MNS部門

カシオグループの事業概要
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ページプリンタでは、消耗品であるトナーカートリッジの循環利用を実現した完全回収システム「回収協力トナー」の

採用により、回収／リサイクルを効率的に行うことで低価格のランニングコストを実現しました。有害物質規制「RoHS

指令」、「エコマーク」、「国際エネルギースタープログラム」、グリーン購入法で定める「特定調達物品等」など各種の

環境規格に適合しています。

効率的リサイクルシステムにより低ランニングコスト実現

環境保全 
への取り組み 

情報機器部門

カシオ独自のハードウェアをベースに、

企業に向けた独創的な

ソリューションを提供しています。

多彩なドキュメントの

カラー化を実現するページプリンタ、

金融機関の事務処理効率化を

サポートするシステム、

多彩な店舗形態に対応する

電子レジスター、人事戦略を支援する

「アドプス人事統合システム」など、

各業務に精通した

プロフェッショナルの方々から

高い評価と信頼を得ています。

薄くコンパクトなA4サイズの入力部（レジスター本体）とドロアーを別々

に設置できる分離設計を採用し、店舗の雰囲気に合わせてインテリア感覚

で設置できるデザインレジスターです。医療関連業や飲食業での使用を考

慮し、抗菌加工処理を施したキーボードを採用しました。

カラー毎分24枚・モノクロ毎分30枚の高速印刷と超微細

トナーによる高精細印刷に加えて、個人認証印刷など印刷

セキュリティ機能の搭載や、印刷コストや環境負荷の低減

に貢献するトナーカートリッジの完全回収システムを採用

したコンパクトボディのカラーページプリンタです。

人事部門の事務作業の効率化を支援す

るパッケージの拡充により業務適合率

95%を実現するとともに、社内FAや

人材公募など、13種類の人材育成制度

をプログラム化した「HR-Library」を

採用し、企業の戦略的な人材育成を支

援する人事給与システムです。

TE-300

ADPS人事統合
システム7

ページプリンタ N3500

効率を高める
確かな信頼性。

カシオグループの事業概要
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最先端の製品は、

電子部品の進化に

支えられています。

人と機器の

インターフェイスとして

欠かせない液晶パネルでは

携帯機器向けの中小型に

特化した事業を展開しており、

TN、STNからTFTまで

幅広いラインアップを

揃えています。

また、グループ会社の

カシオマイクロニクスで

行っているBUMP加工や

COFなどの実装事業も、

多くのお客様に

ご活用いただいています。

HAST(Hyper Amorphous Silicon TFT）は、COG技術をベースにTFTア

レイの低抵抗配線・高開口率や多ピンスリムLSIなどの技術開発により、ア

モルファスシリコンで写真画質を実現した、カシオオリジナルの高精細液晶

です。その画面の美しさから、携帯電話やデジタルカメラなど、モバイル製

品のディスプレイに幅広く採用されています。

高密度実装に不可欠なLSIへの

微細電極形成技術です。LSIウ

エハーの端子に、金やはんだで

突起電極を形成します。携帯電

話などの最先端機器の回路には

不可欠な技術です。

BUMP

TFT液晶モジュール

液晶駆動用LSIを実装するためのテープ状の

基板です。従来技術に比べ、薄く、折り曲げ

特性に優れたフィルムを使用しているため、

液晶画面を大きく設計することができます。

また、配線がベースフィルムに固定された構

造のため微細加工に優れ、LSIのファインピッ

チ化の流れの中で需要が急増しています。

COF

最先端を支える力。

ウエハー状態のままで、銅の再配線形成、

電極端子形成と樹脂封止を行い、チップ

と同じパッケージサイズを低コストで実

現する最先端のLSI小型化技術です。携

帯電話やデジタルカメラなど、実装スペ

ースが限られるモバイル製品のさらなる

小型・薄型化が可能となります。

WLP（Wafer Level Package）

デバイス部門・その他部門

TFT液晶製造工程で使用するクリーニングガスに従来NF3を使用していましたが、地球温暖化への影響が1／2500にな

るCOF2を業界で初採用し全面切換えしました。また、鉛フリーBUMPを筆頭にRoHS指令による有害化学物質を含有

しない製品の対応は完了しています。

製造工程での地球温暖化効果を大幅低減

環境保全 
への取り組み 

カシオグループの事業概要
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カシオの特長と強み

斬新な商品を実現するコンセプト開発とコア技術

独創性と技術力で、社会とともに発展し続ける
カシオは、誰にとっても必要でありながら従来になかった独創的商品を開発すること
で世の中に貢献し、ステークホルダーの皆様とともに発展を目指します。

カシオの商品企画の原動力は、人まねをしない、常に原点に立

った商品開発の姿勢です。まだ世の中に現れていなくても、誰にと

っても必要だと考えられるものが、まだこの世には無尽蔵にありま

す。そうした潜在的な需要に気づき、現実の製品にすることによっ

て、新しい市場や文化が生まれ、周辺産業の発展にも繋がります。

独創的なアイデアを実現させるのは、日頃の研究開発による技

術の蓄積です。カシオは創業時から培ったデジタル回路のノウハウ

を活かし、LSIの設計を自社で行い、小型・高性能・低消費電力の

回路を実現。デジタルカメラ用画像処理回路「EXILIMエンジン」

などに活かしています。1978年より生産を開始した液晶ディスプレ

イは中小型に特化した開発を行い、自社製品の他、幅広く外販も

行っています。また、フィルム状回路基板やCOG（Chip On

Glass）などの高密度実装技術、「G-SHOCK」に代表される防水・

耐衝撃技術などが、独創性の高い商品企画を実現させています。

高性能画像処理
モジュール
「EXILIMエンジン」

中小型高精細
TFT液晶ディスプレイ

電波受信技術

フィルム状回路基板(COF)

防水・耐衝撃技術
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カシオは市場でトップシェアを獲得し、安定的な収益を得てい

る事業を「基盤事業」、マーケットが今後世界的に拡大していくこ

とが見込まれる反面、参入企業数も多く競争が激化している事

業を「発展事業」と位置づけています。「基盤事業」で安定的利益

を獲得しながら「発展事業」の売上高・営業利益を拡大させ、成

長性と収益性を安定的に確保できる経営を推進しています。

商品開発においては、全社を挙げて原価率の低減に取り組ん

でいます。設計段階から工夫をすることによって部品点数を削減

し、また共通プラットフォームを用いることにより無駄を省き、より

迅速な開発を実現しています。

2つの事業基盤による収益性と発展性の両立

売上高の推移（単位：百万円） 営業利益率の推移（単位：％） 株価の推移（最高値　単位：円）

持続的な成長による発展
発展事業を中心に売上高の拡大が続い
ており、2006年度には6,200億円を
達成する計画です。

営業利益率を重視
経営指標では営業利益率を最も重視
しています。
2006年度には8.1%の達成を目標
とし、さらに10%を目指して努力し
てまいります。

資本の有効活用による
社会への貢献
株主の皆様からお預かりした資本を、将
来性ある新たな事業分野に投入していく
ことで、新しい技術や市場の発展に貢献
します。そして得られた利潤を株主の皆
様に還元することで、豊かな社会づくりに
貢献します。

達成計画　2006年度

6,200億円
達成計画　2006年度

8.1％

携帯電話

TFT液晶ディスプレイ

電子辞書 時　計

電波時計

ほか、電子楽器、システム機器など

発展事業

営業利益率：5.7% 

売上高：3,182億円

（前期比＋6.7%）

基盤事業

営業利益率：11.8% 

売上高：2,621億円

（前期比＋0.5%）

日本市場シェア1位
（50％以上）※

全世界出荷　3,500万個
全世界出荷

240万個
世界市場シェア1位

全世界出荷

460万台

世界のデジタルカメラの

3割に搭載　

デジタル
カメラ

「W41CA」が単独機種として
全キャリアを通じて
連続13週

販売ランキング

1位を獲得※

（2006年2月6日～5月7日）

数値は2005年度

※3,000店を超える家電量販店での販売実績を集計するGfK Japan 調べ

（カシオ調べ）

（カシオ調べ）
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カシオは、いつも未来に向けて「あるべき姿」を

「考え、考えぬいて描くこと」を、とても大切にしています。

カシオは、いつも「何のために」「誰のために」

「何がどれほど良くなる」という問いを、とても大切にしています。

そして、そのアプローチに「独創性」はあるか？　

ひたむきな「持続性」はあるか？　

結果において「感動」はもたらされたか？

「新しい文化」を創生する価値の提案となっているか？

これらのテーマについて、自分たちに問いかけを行い、

その歩みと結果をステークホルダーの皆様にわかりやすく伝えるために、

私たちの取り組みをご紹介します。

■ 自然界の物質から人と環境にやさしいエネルギーを創る…………P16

■「ものづくり」に人間の巧みな知恵のメカニズムを活かす…………P17,18

■ 将来を担う子供たちに「生きる力」を学ぶ場を提供する…………P19,20

■ 温室効果ガスの削減にカシオグループを挙げて推進……………… P21

■ 欧州の環境関連法規を順守する………………………………………P22

CSRハイライトCSRハイライトCSRハイライト
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カシオでは、真のモバイル社会を実現

するため、アルコールから電気エネルギー

を取り出す「マイクロ燃料電池」の開発に

取り組んでいます。

この研究は世界的規模で激しい開発競

争が続いており、さまざまな技術方式が

提案されていますが、カシオが開発した技

術は「改質型マイクロ燃料電池」と呼び、

今後の携帯機器に要求される環境特性・

高エネルギー特性を両立する技術です。

原理としては、アルコールの一種である

メタノールから水素を取り出した後に、この

水素から電気エネルギーへと変換する複

雑なものです。（図１）

この技術は、原理そのものは古くから知

られていたにも関わらず、その実現は不可

能と学会でいわれ続けていました。

その中でも最も難易度が高いといわれて

きた、メタノールから水素を取り出す「マイク

ロ改質器」（写真１右）については、カシオ

が長年培ったコア・コンピタンスである半導

体加工技術を駆使し、最先端のナノ触媒・

化学反応技術と融合する事で、マイクロ改

質器モジュールの開発に成功しています。

2006年春に公開した最新モジュールで

は、水素の製造と排気の無害化を行う3つ

の化学反応器やヒーター・温度センサーな

どを１チップに統合し、6秒間の高速起動を

実現。さらに内部で約280℃の高温を保ち

ながら外表面温度を40℃に抑える断熱パッ

ケージを備え、実際に携帯機器に組み込め

る仕様としています。

水素から電気エネルギーを取り出す「発

電セルスタック」（写真１左）は、セパレーター

とMEA（Membrane Electrode Assembly、

膜・電極接合体）か

らなる発電セルを20

枚重ねた積層（スタ

ック）構造になってい

ます。

カシオのコア・コ

ンピタンスである防水・タフネス技術を駆使

して高密度部材実装を行い、さらにマイク

ロ改質器にて生成される水素ガスの特性

に合わせたガス流路の最適化、一酸化炭

素に対するMEAの耐性改善などの技術を

集約して、体積22p（縦65×横18×高さ

19a）のサイズで19.4Wの定格出力を実

現しています。体積あたりの定格出力（体

積出力密度）では、携帯機器用で世界最

高となる882W/r※を達成しました。

このマイクロ改質器モジュールと発電セ

ルスタックの組み合わせにより、小型・高

出力を両立する携帯機器用の燃料電池が

実現可能になりました。アルコールカートリ

ッジ（写真２右）を含めて現在のリチウムイ

オン充電池と同体積とした場合、約4倍の

長時間、ノートPCを駆動できます。

今後は周辺部品や

回路などの整備を進

め、2007年度をめどに

性能評価用サンプルを

出荷開始する予定で

あり、実用化に向けて

開発を進めていきます。

アルコール 
カートリッジ 

マイクロ 
改質器 

発電 
セル 

燃料 水素 
H2

空気中の 
酸素O2

電気 

H2O、CO2（排出物） 

図1 原理

写真1
左：発電セルスタック
右：マイクロ改質器

カシオ計算機
要素技術統轄部

塩
しお

谷
や

雅
まさ

治
はる

「そこにあるのに気づかない事」
埋もれていた普遍的な必要を、
具現化します。

電池技術は100年余りの歴史を持つ素晴らしい技術ですが、欠点も

潜在しています。ご家庭で乾電池のゴミを出す時に、「面倒だなぁ。燃

やせるゴミと一緒に捨てられたら良いのになぁ」と感じた事はありませ

んか。慣れとは恐ろしいもので、普遍的な欠点をいつしか忘れ、私たち

は携帯電子機器に採用し続けてきたのです。

そんな反省から、1998年、既成の枠にとらわれない新しい電池技術

の検討を始めました。

ちょうど、環境問題への関心が世界的に高まりをみせていた時期

であり、携帯電子機器の製造販売に関してもより一層の配慮が求めら

れる時代が到来すると判断したのです。解決する手法を追い求め、物

理・化学の原理原則に立ち返って、全てを洗い直しました。

結果として辿り着いたのが「燃料電池」という技術でした。捨てやす

いペットボトル（写真２右）に燃料（アルコールなど）を充填し、燃料を消

費しながら電気を発電して携帯電子機器を動かすシステムです。使い

終わったボトルは通常のペットボトルと同様に廃棄できますし、その後

のリサイクルも簡単に済みます。

身近であるからこそ気づかない必要性、それこそが普遍的な必要で

あり、これを具現化する事で私達は社会貢献していきます。今後もさらな

る技術開発を深め、環境との調和を目指して実用化していきます。

自然界の物質から人と環境にやさしいエネルギーを創る

研究開発 「次世代燃料電池の研究開発」

カシオ独自の技術
「改質型マイクロ燃料電池」

※Ｗ/r：体積１リットルあたりの電気出力（ワット）を表

す単位で、小型化の指標となります。

マイクロ改質器モジュールの開発

発電セルスタックの開発

小型・高出力の燃料電池の実用化

写真２
左：従来の乾電池
右：アルコールカート
リッジ（ペットボトル）
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山形カシオでは携帯電話端末や「G-

SHOCK」などの腕時計やデジタルカメラ

などの生産と、それらのプラスチックの金

型製作・成形、また電子部品実装装置の

チップマウンターの開発・販売などを行っ

ています。

その中でプラスチックの金型製作・成形

を行っている部門（部品事業部）が、「成

形・金型工場のデジタルネットワークシス

テム」によって、2005年「日経ものづくり大

賞」を受賞しました。

その受賞理由は次のとおりでした。

新製品の入れ替わりが早い携帯電話

やデジタルカメラなどの樹脂部品の製造

を、金型製作から成形まで一貫して行い、

短期集中生産に対応するため、工程を徹

底してＩＴ武装し、金型製作のリードタイム

を大幅に短縮した。これにより「日本のも

のづくり」を進化させている。

●ＣＡＤ／ＣＡＭシステムや工作機械など

500台の機械やパソコンを全てネット

ワークで結び、パソコンは一人に一台

配備。

●金型ごとの工程の進捗状況は図面と一

緒にコンピューターで一括管理され、作

業スケジュールも全員がパソコンで共

有化している。金型工場には紙の図面

が一枚も見当たらない。

●成形工程では、金型の致命的な故障を

防ぐ「金型診断システム」を導入した。

これは稼働中の金型が発生する超音

波を一回の成形ごとに測定し、金型の

「体調」を点数化し、四十点以下になる

と成形機を止めて金型を修理し、短期

集中生産に与える影響を最小限にとど

める狙いがある。

この「成形・金型工場のデジタルネット

ワークシステム」によって、カシオの携帯電

話や腕時計などが短時間で開発から生産

へと繋がって市場に出ていきます。

現在、日本のモノづくりは海外との熾烈

な競争を行っています。山形カシオのこの

システムは日本の製造業の進むべき方向

性を示しており、また実践しているとして高

い評価を得、受賞に繋がりました。

それではこれらのシステムが具体的にど

の様なシステムなのかを説明します。

金型設計・データ作成
カシオの製品設計部門から携帯電話や

時計の3次元のデジタルデータを受け取る

と、このデータを使ってプラスチックの筐

体の金型を設計していきます。この時でき

あがった金型の設計データを使って、実際

に射出成形機で試作する際の金型内部

の樹脂の流れをコンピューター上でシミュ

レーションして、事前に問題点を見つけて

直していきます。

金型製作
こうしてできあがった金型の3次元設計

データを使って、マシニングセンター、放電

加工機などの工作機械で金型の生産工

程に入ります。3次元デジタルデータが

CAD／CAMのコンピューターからネット

ワークで繋がった工作機械に送られて行

き、作業者はコンピューターで確認するだ

けで工作機械が自動で金型の部品を加

工していきます。このような工程を経るため

に、間違いや問題がほとんど発生すること

なく金型ができあがっていきます。

また、これまで熟練者のみが行ってい

たミクロン単位の削りや磨き、微細な調整

の工程においてもデジタル化が進んでい

ます。削り、磨きをする作業者の全員の前

にはコンピューターのディスプレイが並び、

金型の部品が3次元で表示されています。

それらは何色かの色で色分けされており、

その色が作業者の担当する加工部分を示

しています。このような仕組みにより、こ

れまで熟練者が難解な図面を見ながら行

っていた業務をコンピューターが支援する

ことで、ある程度の経験を積んだ人なら熟

練者と同様の業務をこなせるようになって

きました。こうした技能者を支援するシス

テムが手作業の金型加工の精度や品質

を大きく高めています。

生産 「2005年 日経ものづくり大賞」を受賞

3DｰTIMON MOLDES MOLD２４ ＡＥシステム 

Unigraphics

NAPOシステム SNAPOシステム 

事前検討 

金型設計 金型製作 試作評価 

製造資料 

量産 

工程監視 治具設計 

生産検討 

測定プログラム 自動測定 

金型検収 品質管理 

治具製作 

製品設計 
仕様書 

成形品 
モデリング 

流動解析 成形CAM 成形監視 金型監視 

金型工程管理システム（金型図面レス） 

CAD-LINE SmartScorp

「成形・金型工場の
デジタルネットワークシステム」
について

成形・金型工場のデジタルネットワークシステム

金型外観図 金型内部入駒

CSRハイライト「モノづくり」に人間の巧みな智恵のメカニズムを活かす
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成形試作

このようにしてできあがった金型で行う

試作工程でも、最初の3次元データが活

躍します。過去15年間に及ぶ金型、成形

のデータベースと成形機、樹脂のデータ

ベースを組み合わせて最適な成形条件を

決定していくシステムがあり、そのシステム

に最初の3次元の設計データを送ってシ

ミュレーションすることで、ここでも最短時

間で最適条件が求められていきます。そし

てこれらのデータがさらに蓄積されて開発

リードタイムの短縮、品質改善、歩留まり

の向上に寄与していきます。

量産と監視
次にこれらの条件を使い金型は量産に

移行していきます。工場には約40台の射

出成形機が並び、約10秒ごとに成形され

た部品ができあがっていきます。これらの

射出成形機もすべてネットワークで結ば

れて、1個の部品ができる度に、その時の

加工実績データがコンピューターサー

バーに送られてきます。そして各機械の1

ショット、1ショットをコンピューターが監視

して、異常が起きればアラームを発生させ

たり、不良品が発生する可能性がでてくれ

ば機械を停止させます。このシステムによ

り不良品の流出を防止しています。

しかし、非常に速いスピードで金型を動

作させるために、これまでは金型の故障や

破損が起きていました。これらを防止する

ために開発したのが「金型診断システム」

です。これは金型に超音波の受信センサ

ーと解析装置をつけ、ショットごとに異常な

音波がでていないかをチェックして点数を

付けていく装置です。金型が故障したり、

破損したりする前に必ず兆候が現れます。

この兆候をコンピューターが見つけて知ら

せてくれるシステムです。故障する前にメ

ンテナンスすることで、ここ数年間、金型

の大きな破損はなくなりました。

成形工場で発生する膨大なデータを監

視しても、問題が発生した時にそれらをど

うやって作業者や管理者に伝えるかが問

題になってきます。1台の機械で1日に1万

個もの部品が生産されていきますので、問

題が発生したら瞬時に伝達する必要があ

ります。それを成形工場では担当者のトラ

ンシーバーと管理者のパソコンにそれぞれ

音声メールと通常メールでリアルタイムに

知らせる仕組みを作りました。担当者が工

場内の別の場所で別の作業をしていても、

直ちに異常発生の事態を把握できるよう

になっています。また金型工場では夜間や

休日は無人になるため、機械が無人で稼

働していますが、何かトラブルがあると工場

の管理者の携帯電話にメールが届きアラ

ームを知らせます。

山形カシオでは以上のように工場全体

をデジタルネットワークで結びさまざま

なデータを蓄積し、「日本で勝つモノづく

り」を目指してきました。これからもさらに

進歩を続けて、今度は「世界で勝つモノ

づくり」を実現する会社を目指していきた

いと思います。

山形カシオ

山形カシオ
部品事業部

黒
くろ

田
だ

利
とし

彦
ひこ

現場の人々の仕事を
いかに楽にするかを追求した
モノづくりにチャレンジします。

今回、部品事業部が進めるデジタルネットワークシステムの中で、２

次元図面や生産指示書等の加工情報を３次元データに集約し、必要

に応じ閲覧できる『金型生産の完全図面レスシステム』の開発を担当し

ました。

システム開発においては、実際に『現場で働く人々の仕事を如何に

楽にするか』を徹底して追求し進めています。金型の生産は図面があ

るのは当たり前で、さらに図面にも表せない作業を高度な技能者が見

抜いて対処する独特の文化があります。その源になる２次元図面の完

全廃止は、今まで培った加工ノウハウを根底から見直すという難しさも

ありました。

しかし、金型に携わる関係各位の情熱とチームワークに支えられ、何

とか乗り切る事ができたものと感謝しています。

図面の全くない工場で、パソコンを使い金型を組み上げる熟練者の

姿に、お客様からの驚きと感動の言葉をいただく事もありますが、何よ

りも実際に働いている仲間から感謝の声を聞くとき、今までの苦労が

全て報われる喜びを感じます。

国内の製造業はたいへん厳しい状況にありますが、今後とも新しい

モノづくりにチャレンジし事業拡大に貢献していきます。
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2004年2月からスタートした「一万人の工

場見学」はカシオの工場見学を通じて、子

供たちに『家族の絆』『科学の力』『夢の実

現』への気づきが【生きる力】へ結びつくよ

う、また併せて【思いやりの気持ちの大

切さ】を学んでいただく場を提供することを

目的に実施しています。

お父さん、お母さんの働く姿を目にする

ことで、家族の絆に気づき、また、学校・

家庭・地域社会・会社が繋がりを持ち支

えあっていることを学び、普段見ることの

ない最先端の製品づくりを見たり、実際に

製品の簡単な組立てを体験することで製

品の構造と機能を理解する。また、商品

の歴史をクローズアップする中から、身の

回りのさまざまな商品に科学技術発展の

歴史があることを学び、科学の素晴らしさ

に目覚める。そして、従業員の熱き語らい

を通じて、諦めないで一生懸命努力するこ

とにより、必ず夢が実現できることに気づ

く。さらにカシオの環境活動に触れること

で、地球環境を大切にする心を育む。カシ

オはこうした気づきの機会を提供すること

で、将来の社会を担う人材の育成に寄与

したいと考えています。

活動が2年目に入った2005年度には

「一万人の工場見学」の新しい活動の方

向性として、行政が主催する小中学生を

対象としたキャリア教育推進事業と学校教

育における総合学習の授業を絡めた工場

見学プログラムを実施いたしました。本プ

ログラムでは「カシオに提案！こんな電卓

いかがですか」と題し、カシオ計算機の主

力商品である電卓について子供たちがい

ろいろな視点から考えを練り、新しい電卓

のモデルを考え、企画書を作成し、実際

に商品企画を担当している従業員へ商品

企画プレゼンテーションを行いました。新

しい商品を考え出す努力と初対面の方に

自分の考えや商品の特長を理解してもらう

大変さを学び、「働く」とはどんなことなのか

を考え、仕事を通じて自己実現する喜び

への気づきへと繋げ、従来の「一万人の

工場見学」のコンセプトをさらに深く掘り下

げた内容を実施することができました。

このように2005年度は企業・行政・学

校が三位一体となった教育の場を提供す

ることができ、また「一万人の工場見学」を

通じて、行政や地域社会からカシオに期待

する声が高まっていることを感じています。

2005年度の甲府カシオでは6校を受け

入れ教職員を含めて計278名の見学者を

お迎えしました。また、2005年12月に東京

ビッグサイトにて開催された「エコプロダク

ツ2005」においても、カシオ計算機ブース

内にて「一万人の工場見学」の紹介と小

学生を対象とした「電卓の組立て体験」を

実施し、3日間で計124名の子供たちが参

加し活動を広げることができました。

2006年度は首都圏の学校の参加希望

もあり、さらに活動を拡大していきます。

現在、「一万人の工場見学」活動のカ

シオグループ内への展開を図るべく、積

極的な取り組みを進めています。地域へ

の生涯学習の一環として、カシオグループ

内での説明会を適宜開催し、生涯学習へ

の全従業員の意識づけに取り組み始めて

います。

この中で、複数の企業との共同活動を

通じて、地域の青少年の生涯学習を押し

進める計画も検討しています。

少子高齢化、核家族化、情報化等々、

青少年を取り巻く環境は大きく変化してき

ています。この様な環境下に在って、青少

年の育成への取り組みは今後、益々必要

となっていきます。カシオは一企業市民とし

て、青少年の育成を社会貢献の大きな柱

の一つとして位置づけ、将来に渡り取り組

んでいきます。

【生きる力】は、社会の現状を正しく知る

“認識”、知り得た事柄を真摯に実行する

“誠実さ”、そして、実行したことに対する

“責任”の三つの心がその礎となるものと

捉えています。首都圏の教育機関からの

ご参加の希望も複数いただいている中で、

本活動が青少年に【生きる力】を提供し、

将来の社会の発展・維持に貢献できるこ

とを願い、さらなる拡大を図っていきます。

甲府カシオ

工場見学風景

授業風景

グループ内説明会

社会貢献 「一万人の工場見学」

将来を担う子供たちに「生きる力」を学ぶ場を提供するCSRハイライト
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「一万人の工場見学」においては、ごみの

リサイクルの実態や省エネを考慮した食堂

を見てもらうこと等によって、環境保全に

取り組む事業所の実際の姿を体感しても

らい、電気、水、ゴミ等の子供たちが普段、

家庭や学校で行っている環境保全活動と

比較しながら、地球環境の保全へと考えを

広げていく活動を行っています。

また、カシオは「Ｋids ISO14000プログ

ラム」の活動にも共感し、２００４年度より

「一万人の工場見学」を利用して「Ｋids

ISO14000プログラム」を各小学校へ紹介

するなど、インストラクターの資格を取得し

た従業員がISOの理念に基づき、子供た

ちに対する環境活動の指導にも積極的に

取り組んでいます。

「Ｋids ISO14000プログラム」はNPO/NGO

国際芸術技術協力機構（ArTech）が開発

し、国内ばかりでなく、国連機関やISOを

通して国際的に展開している環境教育プロ

グラムです。子供一人ひとりの「気づき」を

出発点として、環境マネジメント法を体得し、

ネットワークで皆の手をつなぎ、一人ひとり

が「生きてゆく力」を身につけることにより、

未来に希望と確信を持って育っていくことを

目指しています。

「Ｋids ISO14000プログラム」は地球環

境保護のために持続可能で有効な手段で

あり、カシオとしても、世の中に広めていく

価値有る活動と理解し、積極的な対応を

図っています。さらに、環境保護に留まらず、

人間形成にも有効な活動であり、カシオの

推進する生涯教育の一環として活用を図

っていきます。また、今後、カシオグループ

として、インストラクター有資格者を複数設

置し、幅広い地域で「Ｋids ISO14000プロ

グラム」の展開を図っていきます。

Kids ISO活動について

甲府カシオ
総務部

古
ふる

屋
や

智章
とも あ き

気づきと感動を通じて、
生きる力を得る体験学習の場を
提供します。

昨今、CSR経営の重要性が増す中、数年前に職場内にて企業の

社会貢献について考える機会がありました。

「工場の機能を生かし、未来を担う子供たちに貢献ができないだろう

か」「地域との調和を大切にしたい」。そんな気持ちから私たちのこの

“一万人の工場見学プロジェクト”は発足しました。

工場を訪れる子供たちに学校とは違う職場体験を通じて、「家族の

絆」「科学の素晴らしさ」「夢を実現する力」「思いやりの気持ち」「地球

環境保全の大切さ」に気づき、感動し、将来まで記憶に残る見学とな

るような、こだわりをもった仕組みがこの工場見学に詰まっています。

また、この工場見学は多くの協力者のおかげで行われています。忙

しい業務の中でも、スタッフ全員が駆けつけ、支えてくれる。私たちス

タッフの絆もこの工場見学を通じて子供たちと接し、その学びの姿勢

から得た感動と充実感があるからこそ生まれるのです。

今、活動も3年目に入り、さまざまなお客様からお問い合わせをいた

だくようになり、小さなプロジェクトから発足した活動もカシオを代表す

る内容へと拡大をしています。

今後も、私たちは活動を積み重ね、社会への貢献を果たしていきた

いと考えています。

甲府カシオの事業所内には、現在約30本の乙黒桜が植えられています。毎年、

この桜が美しく開花し、人々の目を楽しませています。

「乙黒桜」は、当拠点のある中央市を流れる笛吹川のほとりの「乙黒の土手」と呼

ばれる河川敷に咲いていた、花と葉が一緒に出る山桜の一種で、白く大きな花を

咲かせるのが特徴です。地域住民に親しまれていましたが、昭和7年に土手の改修

工事のため「乙黒桜」は伐採されて無くなってしまいました。地域では、皆に親しまれ

てきたこの桜を復活させようと、現在、繁殖・保存に力を入れており、数本残ってい

る「乙黒桜」の子孫の桜をもとに、繁殖・保存活動を推進しています。

甲府カシオも「乙黒桜」の保存へ協力を申し出て、2004年春にこの幻の桜の保存

協力と工場の緑化推進を目的に、この

桜の木１５本を敷地内に植栽しました。

さらに2005年春には、１５本を追加植栽

し、この桜は、カシオと地域をつなぐ象

徴的な存在となっています。今後も地域

社会に調和した緑化活動を通じて、さら

なる地域貢献を実現していきたいと思っ

ています。
乙黒桜

乙
お と

黒
ぐ ろ

桜
ざくら
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環境「地球温暖化防止のための2010年度に向けた取り組み」

カシオは地球温暖化防止のための

2010年度に向けた取り組みとして、①環

境適合型製品の開発、②事業所・生産拠

点の省エネルギーおよび、その他の温室

効果ガスの削減、③物流の温暖化対策

に関する行動目標を掲げています。（40、

41頁参照）

カシオは創業以来、小型・軽量・薄型・

省電力をコアコンピタンスとして、常に先行

改善を行なってきました。電波ウオッチは、

エネルギーを蛍光灯のわずかな光からでも

取り出すことが可能なソーラー電池付きに

全機種対応をめざしています。デジタルカメ

ラは大画面2.8型の高輝度ワイド液晶をつ

けたにも関わらず、1回の充電で1千万画素

のEX-Z1000の場合、静止画での連続再

生時間が約13時間に延びました。

携帯電話においても、W43CAでは連

続通話時間が約220分になっています。今

後更に省電力化をめざします。

また、環境負荷の小さい小型燃料電池

の研究開発を積極的に推進しています。

（16頁参照）

カシオの2005年度のCO2換算総排出

量は、国内外合計で13万2千トンでした。

2005年度の新たな取り組みとしては、

「チームマイナス6％」へ正式に参画し、クー

ルビズ等の活動を積極的に推進して来まし

た。事例としては、本社のクールビズ推進

で19万Kwhの電力を2004年度比で削減

できました。八王子技術センターではクール

ビズに加え、省エネビル管理システムの運

用に工夫を凝らし、下記コラムにある電力

と都市ガスの両方の削減ができました。

また、八王子技術センターでは、生産拠

点である高知カシオのNF3ガス全廃に続

き、SF6ガス削減のための技術検討に取

り組んでいます。

国内の電機電子4団体の

1990年度対比2010年度省エネ

ルギー削減目標はすでに達成し

ていますが、社内目標を達成す

るためには、更なる施策が必要

な状況です。そのため、2006年

度に以下の施策を検討し、

2010年度に向けた推進を再構

築していきます。

① 拠点別目標の設定及び施策

管理

② 環境パフォーマンスが月次で分かる

仕組み（ITツール導入）

③ 京都メカニズム等補完手段の導入

（CDM、排出権取引、グリーン電力

証書、JI）

④ 省エネルギー設備投資戦略立案

国内物流センターの移転・統廃合の継

続。海外物流においては欧州向け航空輸

送の一部をドバイ経由の船＋航空輸送に

変更、北米向け輸送を船＋鉄道輸送から

船輸送のみにし、CO2削減を図りました。

この様にカシオは、製品、事業所・生産

拠点、物流の３つの側面から、地球温暖化

防止に積極的に取り組んでいます。製品に関する取り組み

物流の取り組み

カシオビジネスサービス
八王子支店

多
た

田
だ

勝
かつ

幸
ゆき

（写真一番右、委員と共に）

八王子技術センターの
CO2削減に
取り組んでいます

私は八王子技術センター「省エネ運用検討会」の一員として活動し

ています。また、東京事業所と八王子研究所を統合した新しい省エネ

対応のビルを建てるという計画時点でのプロジェクトメンバーの一員

でした。建設設計者と打ち合わせを行い、既存（東京＋八王子）と比

べ２０％の省エネを目標に、最新の省エネ技術を採用し達成しました。

その省エネ技術とは、蓄熱槽と翌日の気象予測を組み合わせた最適

蓄熱システム【予測君】、縦型蓄熱槽採用による冷水搬送動力の削減、

自然換気システム、空調・照明・換気・ブラインドの完全自動化運転、

フリークーリングシステムおよび窓ガラスや建物の断熱対策等です。

2005年は、クールビズに加え、完全自動による９モード運転の中間的

な運転【まぜまぜモード】を手動で行うことにより、さらに省エネを図

り、2004年度比で電力22万kWh、都市ガス3.1万kを削減しました。

今後も省エネ運用検討会を通じて省エネ施策を推進していきます。
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2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2010年度目標 

100 100

107 105

10095

206

100
94

220 241
271

0.7

7.8
8.1

1.6 1.5
1.9

2.42.4

8.2 8.6
8.9

0.70.7
1.4 1.5 1.7 1.9

SF6排出量（CO2換算）（2000年度比）（％） 
海外CO2排出量生産高原単位（2004年度比）（％） 
国内CO2排出量実質生産高原単位（2003年度比）（％） 

国内SF6排出量（CO2換算） 
海外CO2排出量 
国内CO2排出量 

国内・海外CO2排出量・SF6排出量および各原単位の推移 

事業所・生産拠点における
取り組み

温室効果ガスの削減にカシオグループを挙げて推進CSRハイライト

事業所 
生産拠点 

製品 

物流 

3側面からのCO2削減行動目標 
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「欧州の法規制に対する取り組み」

カシオは、欧州WEEE（廃電気電子機器）

指令に対応するために、2004年から現地

のカシオヨーロッパ（ドイツ）を中心に

WEEE推進プロジェックトを立ち上げ、加

盟各国の法律に対応すべく回収・リサイク

ル体制の構築を開始しました。

2005年度には、この指令で要求される

●製品本体への指定マーキング記載

●法制化が完了した加盟国における生産　

者登録

●主要国におけるリサイクル業者との契約

を完了しました。

欧州は、欧州共同体（EU）として25ヶ国

個別の対応が必要であり、指令の解釈、

言語、文化の全てが異なる中、カシオヨー

ロッパとしての統一的な対応、方針をその

都度決定していかなければならず、パワー、

時間、コミュニケーション等、大きなリソー

スが必要になりました。

さらに2006年7月には、リサイクル業者

のために必要な製品情報開示を完了しま

した。これは、製品重量の情報と特定物

質の有無や場所に関する情報を提供する

もので、使用済みの製品が適正にリサイク

ルされることを目的としています。

●製品重量（Net Weight）

●除去しなければならない有害化学物質

含有の有無と、使用時の商品内の位置

●電池の有無と、使用時の位置

●100cm2を超えるLCDパネルの有無と、

使用時の位置

●その他リサイクル業者に必要な情報　

2006年1月から、全品目のRoHS指令対

応製品の工場出荷がスタートし、同時にカ

シオ計算機本社と連携したRoHS指令対

応商品の管理システムを構築し、RoHS指

令非対応製品の在庫状況進捗管理を行

い、施行日の2006年7月1日までに切り替

えを完了しています。

今後RoHS指令適合宣言の開示を製品

または製品群毎に行うための準備を進め

ていきます。

今後、REACH指令、EuP指令の具体

化に合わせ、対応が必要になります。カシ

オとしての対応がどこまで必要となるのか、

環境センターと情報交換を行いながら推進

していきます。

カシオヨーロッパ

小
こ

島
じ ま

成
し げ

夫
お

（写真右、環境専任ガルシアと）

WEEE&RoHS指令への
現地対応と運用検証を終えて

私はWEEE＆RoHS指令対応プロジェクトの現地－東京オフィス間

のコーディネーターとして活動してきました。主な業務は欧州に駐在し

て、EU加盟国でのカシオ商品の回収・リサイクルの体制構築と

WEEE＆RoHS指令対応をスムーズにかつ無駄なく行うための情報

収集と計画・調整です。実際に推進して感じたことは、EUの法規制

の考え方（文化）の日本との違いに戸惑いを覚えたことです。どういう

ことかといえば、技術進歩の対応を前提にあえて「曖昧さ」を残した指

令や法規制になっており、法規制の施行時にも最終仕様や判定基準

があいまいのままと感じました。こうした中で一番苦労したことは、現

地での情報収集を可能な限り行い、リスク管理という視点から総合

的な判断のうえ、自ら方針を決定していかなくてはならなかった点で

す。幸い、東京オフィスの関連部門の方々の全面的なご協力により、

スムーズな導入が図れました。また、お客様は環境への関心が高く、

カシオの商品をご愛用いただくために、今後も法順守の積極的な推

進が重要と考えます。

欧州ＷＥＥＥ指令への対応

欧州RoHS指令への対応

今後の有害物質に関する
規制への対応

リサイクル業者のための
製品情報開示内容

【参考】カシオヨ－ロッパのWebサイト
http://www.casio-europe.com/de/
unternehmen/umwelt/weee/

ドイツにおける
リサイクルシステムの例

消費者（最終ユ－ザ－） 

共同管理機構（EAR） 

カシオヨ－ロッパ 

回収・リサイクル業者 

リサイクル 

回収拠点（自治体で整備した指定場所） 

使用済み製品 

回収 

連絡 

回収・リサイクル料 

同上Webサイトイメージ図

欧州の環境関連法規を順守する
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CSRマネジメント

この写真は創業者である故

樫尾忠雄の直筆の色紙です。

ここに記されている「創造 貢

献」は、カシオの経営理念です。

カシオの創業は機械式計算

機が主流の時代に、独自の小

型純電気式計算機を発明した

ことから始まります。以来、カシ

オは「世の中に無いモノを創造

することによって社会に貢献す

る」ことを理念として掲げてきました。

従って、私達は仕事をするうえで、この「創造 貢献」という行為

を何よりも大切にしてきました。

このことから「創造 貢献」はカシオのＤＮＡとして、従業員に深く

浸透してきました。

しかし、製品の開発サイクルが短期化し、仕様が高度化するに

伴い、高度に分業が進み、従業員一人ひとりの職務内容が専門

化するとともに、会社が大きくなるに連れ、世界中に事業所が拡

大し、経営トップと第一線で働く従業員との距離は、ますます遠

くなっています。

一方、企業に対しては、公正で透明性の高いコーポレート・ガバ

ナンスやすべてのステークホルダーを意識したＣＳＲ経営が強く求

められています。

こうした中、カシオはこの「創造 貢献」の意味を従業員全員が改

めて考え、常に意識し続けることが、創造的な企業風土を保ち、社

会貢献を継続していくことにつながると考えます。

このため、創立記念日に当たる2003年6月1日に、経営理念の

今日的意味を全従業員の共通理念として明文化した「カシオ創造

憲章」を制定するとともに、同年12月には、あるべき行動をより具

体的に示した「カシオ行動指針」を制定しました。

そして、これを記載したカードを全従業員が常時携帯するととも

に、経営トップ自らがカシオのあるべき姿について触れたメッセー

ジを、社内のイントラネットで発信し、浸透定着に努めています。

経営理念と創造憲章
「創造 貢献」というカシオのDNAを基盤とした「カシオ創造憲章」を制定し、

CSR経営の推進に取り組んでいきます。

経営理念

カシオ創造憲章・行動指針－ カシオで仕事を進める全ての人の誓い

第１章　私たちは、独創性を大切にし、普遍性のある必要を創造※します。

1.  全てに対し、“普遍性のある必要”を追究する

2.  全てに対し、“あるべき姿”を描く

3.  全てに対し、“挑戦する意志”を貫く

［行動指針］

第2章　私たちは、社会に役立ち、人々に喜びと感動を提供します。

1.  人々に、“無限の感動”を提供する

2.  人々と、“豊かな生活”をわかちあう

3.  人々と、“尊敬と信頼”の絆（きずな）を育む

［行動指針］

第3章　私たちは、プロフェッショナルとして、常に誠実で責任ある言動を貫きます。

1.  全ての言動に対し、“規則・法律に基づき”責任ある態度を貫く

2.  各々の役割に対し、“結果・成果”の責任を執る

3.  全ての仕事に対し、“毎日改善”に努める

［行動指針］

※普遍性のある必要を創造：誰にとっても必要でありながら、まだ世の中になかったものを、新たに生み出すこと。
これは製品開発のみならず、すべての業務においてカシオが追求すべきものです。

カシオ創造憲章（カード）
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カシオ計算機は、経営目標を確実に達成し、企業価値を継続的

に高めていくためには、迅速な意思決定や適切な業務執行ととも

に、経営の透明性を高める経営監視機能の強化が極めて重要と

認識し、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。

1999年6月には、それまでの取締役24名体制を12名体制に改

め、併せて経営の監督と執行機能を明確にする執行役員制度を

導入しました。また、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことを経営

の根幹に位置づけ、2004年12月には、ＣＳＲ委員会を設置しまし

た。

これにより取締役、監査役制度に加えて、独自の執行役員制度、

内部監査制度、ＣＳＲ委員会などによりコーポレート・ガバナンス体

制を構築しています。

各組織の目的・役割・運営は以下のとおりです。

取締役会は、経営の意思決定を合理的かつ迅速に行うことを目

指しており、取締役および監査役の出席のもと、経営の重要案件

を審議・決定しています。

執行役員会は、執行役員と取締役および監査役が出席し、

業務執行上の重要事項について審議し、全社的な調整や対策

がスムーズに実施される仕組みになっています。

監査役会は、２名の社外監査役を含む３名の監査役で構成し、

監査役会で定めた監査方針と業務分担などに従い、取締役会お

よび執行役員会への出席のほか、取締役などからの聴取や報告、

重要事項の決議書類の閲覧などを通して、厳正な監査を実施して

います。

内部監査部門は、組織の運営状況を法令および組織職掌基準

などの社内基準に基づいて監査を行い、評価や改善指導を行っ

ています。

ＣＳＲ委員会は、社長を委員長とし、取締役、監査役の出席のも

と、ＣＳＲに関する各種のテーマ設定や活動方針、推進体制などを

審議しています。ＣＳＲ委員会で決定した事項については、テーマご

とに関連部門が中心となり具体的な活動を展開しています。現在

は、「コンプライアンス」「リスクマネジメント」「個人情報保護」など

のテーマに取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス
「意思決定の迅速化」と「適切な業務執行」および「経営の透明性向上」をテーマに、

コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。

取締役会

コーポレート・ガバナンス体制図

執行役員会

監査役会

内部監査部門

CSR委員会

監査役会 

会計監査 

監督 監督 

内部監査 

監査 

選定・解職・ 
監督 

監査 

会計監査 

各事業部門 
グループ会社 

選任・解任 

選任・解任 

選任・解任 

監査役 監査役スタッフ 

CSR委員会 

各種委員会 

代表取締役社長 

会計監査人 

内部監査部門 

執行役員会 

執行役員 

選定・ 
解職・ 
監督 取締役会 

取締役 

株

主

総

会
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CSRマネジメント

巻頭のトップコミットメントにあるとおり、カシオは、創業以来の

経営理念である「創造 貢献」の実現、内部統制の強化による企業

価値の向上､地球社会のさまざまな問題解決に向けた新しい価値

の提案、省資源・省エネルギーに配慮した環境イノベーション、コ

ミュニケーションの強化による経営の透明性の向上に努めます。

これらのコミットメントを実現するために、カシオ創造憲章・カシ

オ行動指針の順守、実効性のあるコンプライアンスとリスクマネジ

メント、化学物質管理も含めた環境保全活動、ステークホルダー

との相互コミュニケーション等のさまざまな施策を推進しています。

また、事業活動とＣＳＲ活動を同一線上に位置づけて推進する

ために、カシオでは2004年より取締役および監査役をメンバーと

するＣＳＲ委員会を設置し、ＣＳＲに関する各種テーマの具体的な方

針や戦略を審議、推進しています。

一方、国内外の企業不祥事の発生やそれを背景とした各種法

令の整備状況、企業経営の公正性や透明性に対するステークホ

ルダーの意識の高まり等から、内部統制の整備は急務となってい

ます。

カシオでは、従来から各主管部門において想定されるリスクの

未然防止と関連法規や社会規範および企業倫理の順守に努め

ていますが、全社的なコンプライアンスとリスクマネジメントのさら

なる強化が重要であると認識しています。

コンプライアンスについては、2003年に「カシオ創造憲章」およ

び「カシオ行動指針」を制定するとともに、両者を記載したカード

を作成し、全従業員が署名のうえ、常時携帯しています。

さらに、役員および部門長はこの両者の順守並びに組織員へ

の周知徹底に責任をもって臨むことを年1回署名のうえ、誓約し

ています。これとともに、従来からあった「倫理行動規範」も改定

し、全従業員の行動の礎としています。

また、これらの浸透活動の一環として、社内のイントラネット上

にWebサイト｢CASIO Style｣を立ち上げ、経営トップ自らがカシオ

のあるべき姿について触れたメッセージを発信し、全従業員への

浸透に努めています。

この他、個人情報保護や輸出管理等の全社的に影響を及ぼす

重要法令については、ＣＳＲ委員会の下部組織として、個別の委員

会等の組織を設け、グループ会社も含めた順守体制を構築してい

ます。

一方、リスクマネジメントについては経営理念およびカシオ創造

憲章に基づき、全社的なコンプライアンスも含めたリスク管理の基

本方針を設け、2006年5月から施行の会社法や、同年6月に成立し

今後施行される金融商品取引法に対応したリスク管理体制の構

築に努めています。

公正取引委員会からの下請法違反に伴う
是正勧告について

カシオ計算機は、2005年9月22日、公正取引委員会より、

下請事業者に対する支払代金の減額に関し、下請代金支払遅延

等防止法（以下、下請法）違反があったとして是正勧告を受け

ました。

これは、カシオ計算機がお取引先に対し一定期間内に一定額

を超える発注をした場合に、事前に両者間で合意した金額を発

注金額と相殺して支払いましたが、その運用方法に下請法違反

に該当する部分があると判断されたものです。

カシオ計算機は、今回の是正勧告を真摯に受け止め、グルー

プ会社も含めて「下請法遵守委員会」を設置するとともに、下

請取引を全て再点検し、関係者への教育、仕組みの見直し等、

順守体制の整備強化を行い、再発防止および法令順守の徹底を

図っています。

コンプライアンス＆リスクマネジメント
「創造 貢献」の経営理念を実現するために、

事業活動とＣＳＲ活動を同一線上に位置づけ、ＣＳＲ経営を推進しています。

ＣＳＲ経営の推進

コンプライアンス＆リスクマネジメント

CSR委員会 

リスク管理委員会 

最高リスク管理責任者 

各種専門委員会 

監査担当責任者 

リスク主管部門責任者 

リスク主管部門担当者 

リスク主管部門責任者 

リスク主管部門担当者 

リスク主管部門責任者 

リスク主管部門担当者 

リスク管理委員会事務局 

リスク主管部門 

リスク管理体制

CASIO Style
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カシオは「公益通報者保護法」の施行に伴い、2006年4月、

グループ企業内に、公益通報担当者１名をそれぞれ置くとと

もに、「公益通報ホットライン」を設置しました。

本ホットラインは、カシオの従業員・退職者を始めとし、契約社

員、アルバイト、パート、派遣、下請負契約、等のさまざまな形で

カシオの事業活動に携わっている方々からの意見、質問、疑問に

答えるとともに、問題の早期発見、対処を行い、不祥事を発生さ

せない、公正で誠実な経営の実践を目的としています。本ホットラ

インはまた、社内・社外双方に窓口を設置しており、専用電話、電

子メール、ファクシミリ、書面（手紙）および直接面談等を通じて、

通報される方々からの中立・公正な受付窓口として、運営を図って

います。本ホットラインに寄せられた内容は、カシオ計算機の役員

を責任者とする「公益通報ホットライン事務局」にて、違法、不正、

および倫理的な不適性等の事実確認を行い、問題があれば、直

ちに調査チームが結成され、検証・確認とともに適切な対応策が

施されています。

この活動に関する国内のグループ会社からの全情報は「公益通

報ホットライン事務局」が統轄・一元化することにより、通報者およ

び被通報者のプライバシーの保護の徹底を図っています。カシオ

はまた、『公益通報ホットライン 基本規程』を制定し、公益通報を

したことを理由とする解雇は勿論のこと、降格、減給、自宅待機命

令、給与上の差別・退職の強要等の不利益な取り扱いを禁止す

るとともに、公益通報者の保護を明確に規定しています。

カシオは、お客様をはじめ、企業活動に関連するステークホル

ダーの方々よりお預かりする情報の保護を重要な社会的責務と

して認識し、情報セキュリティの確保に努めてきました。 特に

2005年4月より個人情報保護法が全面施行されることを踏まえ、

グループの全従業員が確実に個人情報の保護に努めることがで

きるよう、2004年6月に「個人情報保護プロジェクト」を発足させ、

具体的な方針立案や仕組みづくりに着手しました。 その後、

2005年2月に個人情報を安全・適切に保護する指針となる「個人

情報保護方針」を制定し、個人情報保護に関する各種規程類を

定め、役員・従業員への徹底を図っています。

カシオ計算機では、副社長をCPO（最高プライバシー責任者）と

する個人情報保護体制を構築し、経営トップの指示のもとで、役

員・従業員による個人情報保護対策を推進しています。 具体的に

は、2005年3月に個人情報保護プロジェクトから職制を移管して発

足した「個人情報保護事務局」を主体として、顧客対応、情報シス

テム、従業員教育の3つのテーマごとに担当責任者を設け、それぞ

れに対応強化を図っています。 加えて、各部門ごとに担当者・責

任者を設け、部門単位で個人情報保護に向けた取り組みを推進

しています。

カシオ計算機は、個人情報を安全・適正に取

扱う体制づくりの一環として、プライバシーマーク※

の認証取得活動を推進しておりましたが、2005年

12月27日付けで、プライバシーマークの付与認定を受けました。

当社では、2004年よりJIS Q 15001「個人情報保護に関するコ

ンプライアンス・プログラムの要求事項」を満たすべく、当社が保有

する全個人情報の棚卸し、格付け、リスク分析を実施しました。この

分析結果に基づき、各種規程類を定めたうえで、全従業員・役員

への教育、情報システムへのアクセス管理・ログ管理の強化、個人

情報お取扱い先との契約見直し、内部監査の実施、是正・改善な

ど、ＰＤＣＡサイクルのマネジメントシステムとして推進してきました。そ

して、これらの活動結果を踏まえ、2005年3月に取得申請を行い、書

類審査および実地審査を経て、同年12月に付与認定を受けました。

本プライバシーマークの取得を機に、今後も社内外の個人情報

に対しより一層の配慮と適切な取扱いを行うとともに、情報セキュ

リティおよび個人情報保護の強化に努め、お客様の信頼に応えて

いきます。

公益通報ホットライン

個人情報の保護

個人情報保護の考え方

個人情報保護体制

プライバシーマークの取得

※プライバシーマーク：

個人情報の取扱いに

ついて適切な保護措

置を講じる体制を整

備している事業者に

対して財団法人 日本

情報処理開発協会が

評価・認定し、プライ

バシーマークを付与

し、その使用を許諾す
る制度。

CSR委員会 

監査担当 
責任者 

個人情報保護 
事務局 

CPO※（最高プライバシー責任者） 
個人情報管理責任者 

顧客対応 
担当責任者 

情報システム 
担当責任者 

教育 
担当責任者 

部門 個人情報管理責任者 

部門 個人情報管理担当者 

個人情報 
ご相談窓口 

※CPO＝（Chief Privacy Officer） 

個人情報保護体制
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製造業にとって、お客様に対する製品の安定供給は、お客様の

ご満足、ご支持をいただくためにもっとも重要な責任の１つです。

市場の状況はカシオ商品の競争力だけでなくその地域の経済

状況によっても左右され変化しますが、必要な商品をお客様が必

要な時にタイムリーに、そしてお買い上げいただける適正な価格と

品質をもって継続的にお届けできる体制を維持する事が必要と考

えます。

この観点からカシオは以下の4つの方針を掲げグローバルサプ

ライチェーンの強化と質の向上に努めています。

①ITを駆使したサプライチェーン（部材調達～生産～物流～

販売～サービス）の合理化による生産リードタイムの短縮と

計画実行精度の向上

②安定した材料調達のために必要な部材供給各協力企業と

の良好な協力関係の構築

③生産活動における様々なリスク要因への備えとしての2拠

点分散生産体制とグループ工場の複数品目対応化による

リスク対応への柔軟性の維持

④商品別に地域特性（市場近接性、技術力、部材調達環境、

人件費、物流費、為替リスク）に応じた最適な生産分業の

体制の構築

カシオは、商品をより経済的な価格でお客様へお届けするため、

生産の60％（金額ベース）を海外で生産しています。

このことは同時に日本と異なる文化背景や各種制度の変化、経

済状況、為替の変化、技術漏洩など種々のリスクに晒されている

ことを意味し、それらに対する備えが重要な課題となっています。

カシオとしては、個々のグループ生産拠点を複数品目対応型へ

再編強化し、効率化と原価率の低減を図ろうとしています。そして

特に中国華南地域における管理拠点の人材の最適配置により、

機能面の効率化とともに内部統制の強化で、事故発生時の対応

迅速性を高めることを目指しています。

2005年12月より、電子楽器生産拠点のカシオ電子珠海と電子

辞書、電卓生産拠点のカシオ電子中山の2つの子会社を清算し、

新規設立のカシオ電子科技中山（床面積40,000m2）に両品目の

生産を集約しました。これにより季節負荷変動パターンの異なる2

品目の相互補完による負荷平準化が実現し工場全体の稼動効率

が大幅に向上しています。同時にカシオ電子科技中山と香港カシ

オ番禺工場の間で生産方式の共通化を実施し相互の操業度リス

ク補完性を高めています。

一方、管理面では、今後グループ外の生産委託先協力企業群

を含めた華南地域全体で、このカシオ電子科技中山を軸にした

負荷配分の最適化を効果的に集中管理する予定です。

製品の安定供給の考え方 生産供給体制の強化

エレクトロニクス機器製品の
生産体制強化の実績と計画

製品の安定供給
デジタル化・ネットワーク化を背景に高まる製品需要に応える

グローバルサプライチェーンの強化に努めています。

製品安定供給の方針
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カシオ電子科技中山

カシオ電子科技中山　内部

お客様
への責任

品目別生産供給体制　●エレクトロニクス機器事業　■デバイス事業
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カシオは、「創造 貢献」を経営理念に掲げ、独創的な製品の開発

を通じて社会に貢献することを目指し、積極的な研究開発活動を

行っています。

また、急速な技術革新が進むエレクトロニクス産業の中にあって、

常に最先端の技術と最新のデバイスを製品に搭載することにより、

新しい需要を喚起できるオリジナリティ・コンセプト商品およびオリジ

ナルデザイン商品を世の中に提供し続けています。

カシオでは、コア・コンピタンスである、「高密度実装技術」

「LSI技術」「ソフトウェア・IP技術※」「通信・デジタル放送技術」

「情報システム技術」「デバイス技術」など独自の「小型・薄型・軽

量・省電力」技術や、多様なコンシューマ製品を中心に培ってきた

ヒューマン・インターフェースの技術・ノウハウを軸にした製品・技

術開発を行っています。

また、電卓（デジタル演算処理）に端を発し、「音のデジタル化

（電子楽器など）」「文字のデジタル化（電子辞書など）」などに領域

を拡大したデジタル技術を活かして、現在は「画像のデジタル化

（デジタルカメラなど）」の開発に注力しています。

さらに、中長期的な成長が見込まれる分野や基幹技術革新の

コア技術への可能性が見込まれる技術分野に関して、国や県の

研究機関や大学などの外部機関との連携やアライアンスの積極

化を図るなど、社内外の知恵を結集し、活用していく仕組みづくり

を強化しています。

※IP技術：Internet Protocolの略。ネットワークに参加している機器のアドレス
および通信経路選定に関する技術。

なお、2005年度の

研究開発費は18,205

百万円であり、事業の

種類別セグメントで見

た内訳は右グラフの

とおりです。

カシオの研究開発体系は、基礎研究・要素技術開発・次世代製

品開発を担う「研究開発系」と各事業に直結した製品開発を担当

する「事業部系」の2体系で構成されています。

研究開発系は、カシオ計算機内に設置されている「要素技術統

轄部」および「開発センター」によって構成されています。

ここでは、新規事業分野へ進出するためのマーケティング、技術

開発や各事業に共通する基盤技術の開発、さらには次世代製品・

プロセス技術開発などの研究開発を行っています。また、長期的

な成長が見込まれる技術分野や次代のコア技術となる可能性を

秘めた技術テーマについては、外部研究機関との共同研究や他

企業とのアライアンスを推進しています。

事業部系は、各事業部門・グループ会社に設置されている開発

組織により構成されています。ここでは研究開発系部門や営業部

門との連携を図りながら、個別製品の実現に必用な新技術・生産

技術の研究開発に取り組んでいます。

研究開発方針

研究開発戦略

研究開発体系

次世代製品の研究開発
“次世代”を見据えた独創的な技術・製品の

研究開発を推進しています。

研究開発系

事業部系
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お客様
への責任

要素技術統轄部　 
次世代の小型、省電力技術開発、プロセス開発、高密度実装技術の開発 

開発センター　　 
新事業分野のマーケティング、次世代製品の開発 

開発本部 
各事業部  事業品目に直結した製品の開発　 

デザインセンター  事業品目に直結したデザインの開発・設計　 

デバイス事業部  ディスプレイ品目に直結した製品の開発　 

カシオマイクロニクス  半導体の高密度実装技術の開発　 

カシオ日立モバイルコミュニケーションズ  携帯電話の開発 

連携 

研
究
開
発
系 

事
業
部
系 

14,085 14,114 14,187
16,616

18,205　事業部系開発　　  研究開発系 

0

5,000

10,000

15,000

2005年度 2004年度 2003年度 2002年度 2001年度 

研究開発体系図

事業別研究開発費内訳 単位：百万円

研究テーマ／共同研究先一覧（順不同） 
 
研究テーマ一覧 

燃料電池、 WLP/EWLP� 、有機EL、 

次世代情報デバイス用薄膜ナノ技術、 

ナノメディシン拠点形成の基盤技術、 

機器ノイズ関連、環境ノイズ測定など 

 
共同研究先一覧 

高知県、京都市、高知工科大学、九州大学、 

京都大学、工学院大学、横浜国立大学、埼玉大学、 

東京大学、東京工業大学、電気通信大学、東北大学、 

東京農工大学など 
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携帯電話やインターネットを経由した電子文書交換、電子商取

引等の普及を通して、情報の安全確保が急務の課題となっていま

す。カシオ計算機では、この社会的な動向を背景とし、情報セキュ

リティ関連要素技術の研究開発をしてきました。特に、本人同定

に決定的な役割を演ずる生体認証の技術については，指紋入力

デバイスと、指紋認証アルゴリズムの研究開発を行っています。デ

バイスは、多種多様の指紋に対して高品質画像が得られることを

特徴とし、認証アルゴリズムは、幅広い品質の指紋画像をも扱え

ることを特徴としてい

ます。これらにより、職

業を含むライフスタイ

ルの影響を受ける指

紋画像の多様性に対応することが可能となりました。これは、不特

定多数の人々が関与し、使いやすい指紋認証システムが求められ

る、電子文書交換、および、電子商取引等用途では、特に重要な

意味を持ちます。

2003年12月から放送開始された日本での地上波デジタル放送

は、2006年4月1日から携帯機器で受信できる「ワンセグ」の放送が

開始されてきています。携帯電話機等で良好な受信状態を維持す

るためには、放送信号を広い範囲で移動しながら受信できる技術

が不可欠です。カシオでは、この受信技術の開発に数年前から取

り組み、①デジタル放送波の周波数と信号強度に関する分析・補

正に加えて時間的な変動においても信号処理を行う技術、②ビル

の反射などで受信信号が変動した場合に、最適な受信状態となる

ようなＲＦチューナーを制御する技術、③補助アンテナに電圧を掛

けて主アンテナの指向性を制御し、最適な信号を受信する技術

開発を実施し、従来より大幅な感度の向上を可能にする「ＯＦＤＭ

復調回路」を開発してきました。

本技術の一部を採用した商品を2006年2月に市場に出しま

した。今後はアンテナ、チューナーのＲＦ回路と、ＯＦＤＭ復調回路

を合わせた技術開発に取り組み、さらなる受信性能の改善を実施

し、携帯電話を中心としたワンセグ受信機の性能アップを進めて

いきます。

「音声圧縮技術」の開発

「地上波デジタル放送高感度受信技術」の開発

「生体認証技術」の研究
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True Voiceでは、音声の再生帯域が広がっている

生体認証デバイス

紙の辞書には無い電子辞書特有の機能として、実際に音声を

聞く事のできる「発音機能」があり、カシオ計算機ではさらなるリア

ルな音声や長時間電池寿命を安価に実現する技術を開発してき

ました。

2005年に発売された電子辞書からは、より学習に適した独自の

音声圧縮方式True Voiceの搭載により、それまでの電子辞書と比

較して音声の再生帯域が拡大し、子音や母音を忠実に再現する

ことで、ネイティブスピーカーによる外国語の単語や会話を、より明

瞭な音声で確認することが可能となりました。さらに高速に圧縮音

声をデコードする技術により専用LSIを排除し、電子辞書の内蔵

CPUで演算させることにより、省電力による電池寿命の向上と低

コスト化を実現しました。今後はさらなる圧縮率の向上による発声

単語や会話の増大、また用途別のチューニングによる電子辞書以

外への商品化を進めていきます。

True Voice従来技術

地上波デジタル対応の
携帯電話「W41Ｈ」
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デジタル製品の進化に伴い、半導体のさらなる小型・高性能化

が求められるなか、カシオはその実現に貢献する「高密度実装技術」

の研究に取り組んでいます。

1997年からカシオ計算機において進めてきた「WLP技術※1」は、

2001年からカシオマイクロニクスにおいて量産化を実現。2002年

にはカメラ付きGPS携帯電話の画像信号処理デバイスへ、2003

年以降もデジタルカメラのフラッシュメモリー、携帯電話の音源デ

バイスなどへ採用が拡大されました。

2005年度には、WLP技術の300aウエハーサイズでの加工プ

ロセスの立ち上げをカシオマイクロニクスの第２工場内で実施し、

業界の最先端半導体への量産対応を2006年中に開始することに

なりました。また、次世代SiP技術として注目を集めているEWLP○R

技術※2の開発も進み、提携先のプリント基板メーカーでの量産化

が可能になり、さらに業界での利用拡大を推進するために、

EWLP○R コンソーシアムを発足して活動を開始しました。

高密度実装技術「WLP技術※１」の開発
会
社
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医療費削減のための研究開発が求められるなか、カシオ計算機

では、別途開発中の生体認証デバイスの中核であるTFTフォトセ

ンサーを活用し、遺伝子診断を可能にするための技術を東京農工

大学と共同で研究開発しています。現在は、人間のアルコール（酒）

感受性と関連が深いSNP※の判定を行う診断モデルにおいて、①

センサー上へのDNA固定化技術、②センサー上での化学反応処

理技術、③蛍光色素によるSNP判定技術の3点を中心に、基礎技

術の研究を実施しています。センサー上に直接DNAを固定化する

ことにより、システム全体の小型化を可能にしています。今後は、

病院を始め、将来的には家庭においても遺伝子診断を可能にす

る、小型で、使いやすいバイオセンサーシステムの実現を目指し、

バイオセンサー技術の研究開発を進めていきます。

「バイオセンサー技術」の研究開発

「有機ELディスプレイ※」の研究開発

※SNP：Single Nucleotide Polymorphism（１塩基多型）の略。遺伝子の塩基
配列1ヶ所の違いによる病気への罹りやすさ等を判定できる手がかりとなるも
の。人間の場合約300万個のSNPが存在すると予想されている。

バイオセンサーによる遺伝子診断のイメージ図

吸収 

DNA

励起光 

蛍光 

フォトセンサーによる 
蛍光検出 

カシオ計算機はシンプルな構造と製造プロセスによる「省スペー

スで環境に優しい省エネディスプレイの開発」を方針に、アモルファ

スシリコンTFTと塗布印刷成膜プロセスによる「有機ELディスプレ

イ開発」を進めています。

2005年度は従来の大型フラットパネルディスプレイ（FPD）の開

発に加え、携帯情報機器向け小型FPDの開発に着手しました。

同開発では、当社差別化技術であるアモルファスシリコンTFTデ

バイス設計技術と塗布印刷成膜プロセス技術を活かした高開口

率・高精細化技術、および新駆動法とカスタムドライバLSIの採用

により、動画特性向上・書込み率改善・開口率向上・ピーク輝度

の向上を実現しています。

今後は小型用途に向けたHAST技術応用と塗布印刷成膜技術

に注力し、高画質・高生産性技術開発に加え実装面でも付加価

値向上を目指します。

※有機ELディスプレイ：電流を流すこと
で自ら発光する有機EL素子を利用して、
文字や映像を表示する装置。
実自発光のためバックライトが不要で、
消費電力が抑えられ、液晶型よりも薄
いディスプレイを実現する。視野角が
広く、応答速度の速さから滑らかな動
画表現も可能で、次世代ディスプレイ
として期待されている。

※1 WLP技術：Wafer Level Packageの略。ウエハー状態のままで、銅の再配
線、電極端子形成と樹脂封止を行うことを可能にした、半導体の新しい実
装技術。

※2 EWLP○R技術：Embedded Wafer Level Packageの略。プリント配線基板
内にWLPを埋め込む技術。

端子 
銅ポスト 

再配線 

保護膜 

封止樹脂 

WLP断面図

有機ELディスプレイ
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2003年1月から始まったこの研究事業も、ちょうど中間点にあた

る2005年10月14日の「第2回成果発表会」で、6万画素のZnO－

TFT液晶ディスプレィを動作させ、原理実証できました。低抵抗

ZnOも、180μΩ・bとITOと肩を並べるところまできて、100μΩ・b

以下になる目処がたってきました。これらの成果から高開口率省電

力ディスプレイ、低温省電力製造プロセスが見込めます。

もともと、ディスプレイのバックライトとして研究開発をしてきた、

ナノダイヤ薄膜を電子源としたフィールド・エミッション・ランプ（FEL）

も、自動車のテールランプを想定したサンプルを共同研究機関の

自動車メーカーとともに作成し、成果発表会のみならず、多くの展

示会で展示して注目を集めました。こちらも、省電力、脱水銀の照

明としての幅広い用途が、現実的なものとなりつつあります。

2005年1月から始まった「京都市地域結集型共同研究事業」は、

京都大学を中心に「ナノメディシン拠点形成の基盤技術開発」を目

指す医工連携プロジェクトで、2009年12月までの5年間を活動期

間としています。

このプロジェクトでは、1）複数の腫瘍マーカを中心とした血液成

分分析用のポータブル型デバイス開発、2）マイクロ針による無痛

採血及び成分分析を行う腕時計型デバイス開発、3）癌に特異的

な腫瘍マーカーを標的としてイメージングやターゲッティングを可能

とするナノ素材開発、4）ナノ素材を用いたＭＲＩによるイメージン

グ・ターゲッティング材料の開発、の4つのグループが密に連携

し、成果を融合します。

これにより誰もが健康に暮せる安心の未来社会を築く新技術の

確立を目指しています。

カシオ計算機は、「腕時計型デバイス開発」グループに参画し

「医療用検査システムデバイス」の開発を推進しています。

地域結集型共同研究事業※への参画

高知県
「次世代情報デバイス用薄膜ナノ技術の開発」

京都市
「ナノメディシン拠点形成の基盤技術開発」への参画

※地域結集型共同研究事業
地域（都道府県や政令指定都市）において、国が定めた8つの重点研究領域（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー、材料、エネルギー、製造技術、

社会基盤・フロンティア）のなかから、地域がめざす特定の研究開発に向け地域の研究ポテンシャル（Ｒ＆Ｄ型企業、大学、公設試験研究機関）が結集して共同研

究を行うことにより、新技術・新産業の創出に資することを目的とする事業。
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高知県地域結集型共同研究事業のURL
http://www.kochi-create.com

京都市地域結集型共同研究事業のURL
http://www.astem.or.jp/kyotokesshu/index.html

世界初！ZnO-TFTディスプレィ 第2世代の時計型デバイスの試作

第2回研究成果発表会
（平成17年10月14日開催）
パネルディスカッション
「高知発・新産業の創出に向けて」

「ナノダイヤモンド薄膜」を使った
4色の平面光源試作品

キックオフミーティング
（2006年3月23日開催）

合同シンポジウムでの
ポスターセッション
（2006年5月29日開催）
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カシオは知的財産活動を研究開発と連携させ、事業戦略と一体

として推進しており、知的財産活動によってカシオの事業を守り企

業収益への貢献を目指しています｡

また、カシオは知的財産を企業の価値を評価する重要な尺度と

して位置づけており、知的財産活動を効果的に推進し、その成果を

適正に管理するための方針・目標として、次の４点を掲げています。

知的財産活動推進の方針

１．カシオを技術と共に知的財産（権）の強い企業にする

● 事業／技術／商品戦略に基づいた知財戦略の策定／推進

● 強い技術に基づくグローバルで強い知的財産（権）の取得

● 強い知的財産を獲得する意識改革の推進

２．知的財産（権）の活用

● 全社の総合力を活用して知的財産の最大限の活用

● 自社保有特許ライセンス（クロスライセンス）の推進

● 自社製品の模倣品の排除

３．知的財産（権）のリスク回避の推進

● 技術進化を常に意識した第三者知的財産（権）の使用の回避

●第三者の知的財産権調査の徹底

４．知的財産人材の育成

● 全社各層に対する知的財産教育

● 知的財産専門家の育成

独創的な新技術・新製品の開発は、カシオ創業以来の開発姿勢

であり、その成果である発明を特許で権利化して守ることは企業と

しての競争力を左右する重要なテーマです。

また、同時にカシオのブランドおよびデザインを権利化して模倣

品等から守ることも企業としてのもうひとつの重要なテーマです。

知的財産センターでは、グローバルな権利化を目指し、権利化さ

れた特許権、意匠権、商標権等を活用して企業経営上の競争で

優位に立つことを役割として担っています｡

また、著作権、営業秘密など知的財産（権）あるいは無形財産全

般について、広く掌握し、第三者との間の契約締結や紛争解決も

担当しています。

カシオはこれまでに蓄積した知的財産を適正に管理する一方で、

今後も新たな知的財産となる研究・開発成果を継続的に生み出せ

るよう、さまざまな活動を行うとともに各種制度を整備しています。

①特許出願・権利化活動

重点分野に対する出願・登録（選択と集中）による特許網の構

築、及び「質の向上」による基本特許・デファクト特許の確立を

目指しています。

②知的財産権の活用

取得した知的財産権を用いて、他社にライセンス供与（クロスラ

イセンス含む）を行うとともに、カシオの模倣品に対しては、厳しく

対処し、徹底的に排除しています。

③特許技監制度

優れた知的財産を継続的に生み出すために1994年にスタート

した制度です。技術理解度が高く、かつリーダーシップがとれる

優秀な技術者を「特許技監」として事業部ごとに配置し、重点発

明の創出活動・発明の発掘・発明の評価・他社特許の回避等、

自部門の知的財産強化に努めています。

④テクノパワー

「技術開発者の活性化と技術の共有化と蓄積」を目的として、

1992年にスタートした制度です。エンジニアの経営トップに対す

る成果発表の場や、優秀なエンジニアやデザイナーに対する表

彰の場を設ける（知財成果を適正に評価し、それに対する褒賞

を行う）ことで、誇りとやりがいを持って新技術へ挑戦する意欲

を醸成しています。

⑤発明褒賞制度

カシオは、1968年より、社員の発明・創作への貢献に対する「褒

賞制度」を設けており、発明・創作者のインセンティブを高めるこ

とで、社内技術者の新技術への挑戦意欲を隆盛するための活力

源としています。また、法律を順守する立場から、2005年4月の改

正特許法第35条（職務発明）の施行に合わせて、知的財産規程

を改訂し、発明者が規程改訂に意見参加できる協議プロセス、

発明者が褒賞額について異議を申し立てられる制度などの環境

を整備しました。また、発明者の要望などを踏まえ2006年4月に

おいても、規程改訂を行っています。

⑥知的財産教育制度

カシオは、強い知的財産を獲得する意識改革のために、社員の

知的財産に対する理解・関心を深める知財セミナーの開催や、

Web（知財ホームページ内のコンテンツ）を活用した情報発信、

知的財産協会や発明協会などの外部教育機関の活用等、さま

ざまな知的財産教育を推進しています。

知的財産活動推進

方針と目標

知的財産活動

知的財産センターの役割
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市場とカシオ

カシオは、お客様にご信頼いただき、ライフパートナーとして末

永くお付き合いいただく為に、お客様とのコミュニケーションを大

切にしています。お客様のご意見やご要望、ご質問などを受け付

けるコミュニケーションの窓口となるのが「お客様相談センター」で

す。お客様相談センターは、開発、生産、営業、サービスの各部

門を横断してCS（顧客満足）向上を図るCS統轄部に所属していま

す。ここでは、常に質の高い

サービスがご提供できるよう、

担当者一人ひとりのスキルチ

ェックを定期的に行い改善を

図るとともに、お客様からご

意見をいただく際に、

●迅速、的確、丁寧に応対

●お客様のご発言を真摯に受け止め、事実を的確に把握

●お客様の視点で解決につなげるよう努力

●お客様の声を製品/サービス等、企業活動の改善へ

という4つの姿勢を徹底することで、お客様に満足と感動をご提供

できるよう努めています。また、お客様相談センターの営業体制面

としても、休日対応の拡充を一歩一歩進め、利便性の向上を図る

べく努力をしています。最後に、お客様相談センターの中には、海

外対応を行う「海外お客様相談室」もあります。こちらでは、海外各

地の現地販売会社にあるお客様相談窓口等と連携を取り、海外

のカシオ製品ユーザーとも良好

な信頼関係が築けるよう、様々

な活動を行っています。

今後も質の高い「ご相談対応」

が日々行えるよう常にレベルア

ップを図るとともに、全世界のお

客様の声を事業改善に繋げて

いきます。

カシオは、商品のお客様満足度調査を定期的に実施し、商品

の機能、性能、デザインはもとより、使い勝手やサービス対応など

を商品ごとに調査し、お客様の声を次の商品に反映できるよう努

めています。

修理対応を担うサービス部門では「迅速な対応」「信頼できる技

術」「お客様にご満足いただける適正な料金」の３つをテーマに、そ

れぞれ次のような対応を通じて、顧客満足を追求しています。

一刻も早くお客様のもとへ商品をご返却できるよう、修理時間

の短縮に向けて、部品調達面、修理体制面、修理技術面での業

務改善に取り組んでいます。日本国内では電機メーカーでトップク

ラスの修理時間を目指しており、海外においても日本の水準を目標

に修理時間の短縮に取り組んでいます。また、情報機器において

は、日本国内に全国規模で拠点を置き、迅速な出向修理体制を

実現しています。

お客様の信頼に応え、ご満足いただける修理品質を実現するた

め、修理技術の向上に努めています。さらに修理現場の情報を開

発部門や製造部門にフィードバックすることにより品質改善に努め

ています。

修理方法の改善を通じて修理コストを抑え、ご納得いただける修

理料金の実現により、お客様の負担軽減に努めています。修理方法

の改善は、修理により発生する廃棄部品の軽減という効果も期待で

きる重要な施策であり、2005年度は日本国内で始めたデジタルカメ

ラの修理方法の改善を海外に拡大し大きな成果をあげています。

お客様相談センターの活動

顧客サービスの充実

顧客満足と品質保証
お客様に喜ばれ、安心してご利用いただけるよう、

商品品質・サービス品質の向上に努めています。

迅速な対応

信頼できる技術

お客様にご満足いただける適正な料金

購入前の 
ご相談 
14.7%

その他 8.6%

カタログ／ 
取扱説明書の 
ご請求 
5.5%

購入後のご相談 

71.2%

お客様相談センター

お客様満足度調査活動

● お客様の声を反映した
● 電子辞書の改善事例

★文字を読み易くして欲しい！

★外国語の読み上げ機能が欲しい！

★辞書を追加できるようにして欲しい！

お客様の声

お問い合わせ内容と割合
（2005年度）

お客様
への責任

必要なコンテンツを
追加できる

「コンテンツプラス」

クリアな音声を
実現する

「EX-VOICEシステム」

バックライト付
「スーパー高精細液晶」
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お客様に感動され、喜ばれる商品品質・サービス品質を

創り上げ、社員一人一人が品質を全ての業務の基本とす

る『品質絶対』の意識に基づき強い品質体制を創り上げま

す。この事により企業の発展と社会への貢献に寄与する

と共にお客様の『信頼と安心』を築き上げます。

●お客様に感動され、喜ばれる商品とサービスを提供し、

高い信頼と安心を得る事により、良い企業イメージを

造り出します。

●お客様からのご要望・ご相談に誠実迅速に対応し、お

客様の大切な声を商品サービスに活かします。

●全ての業務プロセスに於いて、5ゲン（現場・現物・現

実・原理・原則）主義に基づいて行動し、業務の基本を

守ります。

●品質保証活動を信頼できるデータで定量的に把握、分

析し、継続的な改善に繋げます。また、問題の共有化

と未然防止、再発防止ができる品質情報体制を造り上

げます。

お客様に感動され、喜ばれる商品・サービスを提供するために

は、機能やデザイン、価格はもとより、信頼性・耐久性、サービス

性、さらには環境への配慮や法規制への適合性など、あらゆる面

で確かな評価をいただけるモノづくりが必要になります。

カシオでは、商品の評価に繋がるこれら全ての要素を“品質”と

捉え、「品質理念」「品質経営方針」に基づき、品質向上に向けた取

り組みをグループ全体で

推進しています。1996年

からは、カシオの商品・

サービスに対する考え方

をグループ全従業員へ

浸透を図るべく「カスタ

マー・ディライト」活動を

展開し、従業員の意識

啓発を推進しています。

カシオでは、品質保証体制を構築し、グループ全体での品質向

上活動の徹底を図っています。

品質保証に関する最高機関である「全社品質高揚委員会」は、

年に2回開催され、「エレクトロニクス機器事業（コンシューマ事業・

時計事業・システム事業）」「デバイス事業」「通信事業」の事業責

任者と生産系・サービス関連会社の品質責任者を集め、品質の全

社方針や重点課題に対する施策を決議します。この会議での決

議事項は、各事業部門内に伝達され、各事業部門における具体

的な品質保証活動に反映されます。

また、2004年からは、エレクトロニクス機器事業において顧客

サービスの向上を図るべく営業本部内に「ＣＳ統轄部」を設置し、

商品開発における品質保証の徹底を図るべく開発本部内の「技術

部」と連携し、品質とサービスのさらなる向上を目指して活動してい

ます。

さらに、開発部門では、品目・事業ごとに製品仕様／ソフトウェ

ア／実装・外装／回路／デバイス／製造等の各品質責任者と、

全体を統括する品質責任者を設け、商品の品質を保証しています。

カシオの考える品質

品質保証体制

品質理念

品質経営方針

2005年12月19・20日、羽村技術センターにて、オーストラリア・米

国・南アフリカ・イラン・トルコ・韓国・マレーシア・シンガポール・フィリ

ピンより数学の先生方11名をお招きし、Teachers  Meeting を開催し

ました。Teachers Meetingは、海外の先生方の要望等を製品へフィー

ドバックするために実施しています。

今回は、カシオの関数電卓の現行モデル機能への意見収集をメイン

テーマとし、先生方から事前にカシオ製品に関する100項目を越える要

望のレポートをいただきました。会議ではこうした要望へのカシオの回

答や先生方の活発な意見交換が行われました。

こうした意見や要望は今後の商品開発に向けられる貴重な情報に

なりました。また普段現

場の先生方に接する機

会の少ない開発メンバー

にとって、生の声を聞ける

好機ともなりました。

Teachers Meeting開催（お客様の意見や要望を製品へフィードバック）

カシオの 
品質 

機能・性能・ 
デザイン・ 
価格 

環境保全・ 
リサイクル 

サービス性 

信頼性・ 
耐久性 

安全性・ 
順法性 

カシオが考える品質

Teachers Meeting
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地
球
環
境
と
カ
シ
オ

CSRマネジメント

カシオでは、品質マネジメントシステムISO9001の考え方に基づ

く品質管理体制を構築しています。

また、商品の企画段階から、設計、評価、購買、生産、販売、

サービスのプロセスチェーンで常にＰＤＣＡを実施し、品質の向上を

図っています。

新製品の出荷開始にあたり、企画、設計、評価、生産の各工程

の品質責任者と品質統括責任者が、各工程を確認し、客観的な

チェック（開発本部長・技術部長の確認）を踏まえ、新製品の出荷

を決裁する仕組みです。

市場で事故、クレーム、その他品質不具合が発生した際、その

事案の内容、レベルに応じた情報ルートが決められており、迅速な

対応に向けた判断のできる部署・責任者に速やかに伝達される仕

組みを構築しています。また、発生した事案のその後の推進状況

を、責任者を含めた関係者がWebサイト上で確認できる仕組みや、

告知を含めた市場対応を審議決裁する仕組み、再発防止策を明

確にする報告・周知の仕組みを整備し、発生した事案の迅速・的

確な対応処理を実現しています。

市場や生産の状況を信頼できるデータで定量的に分析して品

質関係者に提供するとともに、法規制や社内規格・規則を周知す

るため、社内ネットワークを活用して品質Webサイトを運用し、品

質活動を支援しています。

お客様に安心してご利用いただける製品を供給するためには、

その安全性に万全を期すことが重要です。

カシオでは、製品規格のなかの１項目として「安全性規格」を設

けるとともに、新製品の開発工程ごと、製品ごとに製品の安全性

を評価する「製品安全責任システム」を構築し、全製品の安全性

確保に努めています。

安全性確保のための専門組織としては、全社品質高揚委員会

のもとに、電気安全規格およびEMC規格に対応する常設の委員

会を設置し、専門スタッフが技術指導や業務支援を行っています。

さらに、必要に応じて臨時委員会を開催し、ルール設定や情報交

換を行っています。このような活動により、安全法規制などを順守

しています。

200５年度の品質保証活動について、重点課題に対する実績概

要をご報告します。

①顧客満足度向上に向けた取り組みの推進

お客様からの声を収集、分析して、改善すべき課題を明確に開

発・設計部門にフィードバックして新製品の改善を図るとともに、

改善した成功事例を社内に公開して、各品目が競って顧客満足

度向上に努めるように活動しました。

②市場事故発生防止に向けた取り組みの実践

新聞紙上やTVで報道される事故を教訓とし、社内の設計方

針・規格を再検証、見直しを実施するとともに、製品事故撲滅を

合言葉に意識高揚と統一を図りました。

また、事故に繋がりかねない設計や製造上の不具合に対しては、

積極的に情報開示してお客様の安全を第一に対応することを再

確認しました。

③品質損失低減活動の実践

品質向上の指標ともなる品質損失低減に向け、各品目ごとに課

題を持って取り組み、再発防止や未然防止の活動が有効に働

いたこともあり、前年を下回ることができました。

品質マネジメントシステム

製品の安全性確保に
向けた取り組み

品質保証活動の状況
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市場とカシオ

新製品出荷開始決裁システム

市場トラブル対応処理システム

品質情報支援システム

ISO9001認証取得一覧（抜粋）
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市場とカシオ

カシオは、公正で公平な取引のもと、法令・社会規範の順守、環

境保全への配慮等の社会的責任をサプライチェーンを通じて遂行す

る為に、お取引先とのパートナーシップを強化しながら次のとおり取

り組みます。

1. 公正で公平な取引

カシオは、国内外を問わずお取引先（候補）に対し広く門戸を開

き、定められた手順による調達業務と、機会均等に接する公正・

公平な取引を行います。

2. 法令・社会規範の順守

カシオは、調達活動に際し、法令・社会規範（児童労働・強制

労働・差別の禁止、人権の擁護をはじめとする世界各国の法律・

基準・条約など）を順守します。そのため、カシオは必要な資材を

提供していただくお取引先にも法令・社会規範の順守をお願いし

ます。

3. 環境保全への配慮

カシオは、「カシオ環境憲章」「環境基本方針」に基づき、お取引

先との連携による地球環境に充分配慮した調達を行い、地球環境

の保全に貢献していきます。

4. お取引先とのパートナーシップの強化

カシオは、お取引先との、技術開発力の融合と補完、サプライ

チェーンでの連携、法令・社会規範の順守と地球環境保全等、多

岐に渡る相互理解に基づく信頼関係を強化し、互いの発展を追求

します。

5. お取引先の選定と取引継続の方針

カシオは、取引の開始・継続にあたり、法令・社会規範の順守、

環境保全への配慮、適正な情報保護、他者の知的財産の尊重、

健全で安定した会社経営、優れた技術開発力、あるべき価格と品

質の確保、安定供給の確保、電子商取引への対応等を総合的に

判断し、取引の開始・継続を行います。

6. あるべき価格と品質の確保

カシオは、世界中のお客様から厚い信頼が得られる最良の商品

を安定供給する為、あるべき価格と品質の確保に努めます。

7. 私的な関係の禁止

カシオは、すべての従業員にお取引先と個人的な利害関係を持

つことを禁じています。

カシオは、法令・社会規範の順守、環境保全への配慮等の社

会的責任をお取引先とともに遂行するためにその指針を設定し、

資材調達活動に取り組んでいます。

資材調達活動における社会的責任を遂行するための指針を次

のように設定しています｡

1.  法令・社会規範の順守　　

2.  環境保全への配慮

3.  適正な情報保護　　　　　　　

4.  他者の知的財産の尊重

5.  健全で安定した会社経営　　　

6.  優れた技術開発力

7.  あるべき価格と品質の確保　　　　　　

8.  安定供給の確保

9.  電子商取引への対応　　　

10.  私的な関係の禁止

調達方針説明会の開催および個別協議を通し、国内外のお取

引先への協力要請を行っています。遂行指針は文書による関係先

への配布および当社ホームページで広く公開していきます｡

遂行評価項目を設定し、

定期調査での対応課題の

抽出を行い、お取引先とカ

シオの協業による課題点

の解決に取り組みます｡

遂行状況を定期的に対外報告していきます｡

資材調達の基本的な考え方 お取引先とともに社会的責任の遂行

良きパートナーシップの構築
カシオの資材調達方針にご賛同いただけるお取引先とのパートナーシップを

国内外で構築していきます。

遂行指針

資材調達方針

遂行指針の共有

遂行管理

遂行報告
調達方針説明会

お取引先
への責任
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カシオは、株主の皆様の利益を維持・拡大することを重要な経

営課題と位置づけ、業績の向上と財務体質の強化に努めていま

す。配当については、安定配当の維持を基本に、利益水準、財務

状況、配当性向などを総合的に勘案して成果配分を進め、株主の

皆様への貢献を強化しています。また、内部留保については、企

業の安定成長に必要な研究開発や投資に充当することにより、さ

らなる業績の向上と経営体質の強化を図ります。

2005年度は、時計、デジタルカメラ、電子辞書、携帯電話、

TFT液晶といった戦略事業を強力に推進・展開すると同時に、利

益率の改善、資本効率の向上など経営の効率化に注力した結果、

売上高5,803億円・当期純利益237億円と、共に3期連続で過去

最高を更新しました。配当金については、業績などを勘案し、前期

実績の1株につき17円から3円増配の1株につき20円とさせていた

だきました。これは3期連続の増配となります。

SRI（Socially Responsible Investment=社会的責任投資）とは、

従来の財務分析による投資基準に加え、法令遵守や雇用・人権問

題、社会貢献、環境保全などのＣＳＲの側面から企業を評価・選別

しようとする投資手法です。近年、ＳＲＩファンドの設定が増えており、

カシオも以下のファンドやインデックスに組み入れられています。

「カシオ倫理行動規範」に掲げる企業情報の適時適切な開示の

方針に基づき、積極的なIR活動を行っています。

四半期ごとの決算発表後、決算説明会も同日中に開催してい

ます。機関投資家や証券アナリストの方々に向け、社長もしくは

IR担当取締役がメインスピーカーとなって、決算実績概要や将来

の見通しについて説明していま

す。その他にも、国内外の機関

投資家や証券アナリストとの個

別ミーティング、工場見学会、

特定事業のスモール・ミーティン

グなどを随時行っています。

決算発表関連資料、

アニュアル・レポート、

事業報告書を作成して

おり、それらは全て当

社ホームページにて公

開しています。

ホームページを通じた情報開

示の充実を図るとともに、株主

総会の充実は勿論、総会後に

経営説明会を開催するなど、個

人投資家の方々に向けた情報

開示も積極的に行っています。

カシオのＩＲ活動の中心となるＩＲ室では、総務部との連携のもと、

国内外を問わず多くの株主・投資家の皆様からいただくさまざま

なお問い合わせにも対応しています。

SRIインデックス構成銘柄組み入れ   
●モーニングスターSRIインデックス 
  （2006年5月1日付け）    

SRIファンド組み入れ   
●住信アセットマネジメント（株） 
　住信SRI・ジャパン・オープン「グッドカンパニー」   
●三井住友アセットマネジメント（株） 
　エコ・バランス「海と空」 

SRIファンド・インデックスの組み入れ状況 
（2006年6月1日現在） 

株主還元に関する
基本方針

2005年度の財務・配当状況

SRIファンド・インデックスへの
組み入れ状況

適正な利益還元と情報開示
株主利益の拡大を図るべく、

業績の向上、財務体質の安定化に努めます。

個人投資家への対応

ＩＲ室でのお問い合わせ対応

ＩＲツールの充実

決算説明会

Webサイト「投資家の皆様へ」
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株主・投資家に対する
コミュニケーション

IRイベントの開催

株主・
投資家
への責任

事業報告書

アニュアル・レポート

ＩＲWebサイト http://www.casio.co.jp/ir/

市場とカシオ
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カシオは「創造 貢献」の経営理念実現のため、環境経営活動

を最優先課題として捉え、推進を行っています。その実践の仕組

みとして「カシオ環境憲章」、「環境基本方針」を1993年1月に制定

し、具体的な環境経営活動の実践のため、環境経営指針を「カ

シオボランタリープラン」に掲げ、2006年2月に第10版の改訂を

行いました。

この中から、具体的な数値目標と実行期限を明確化した「カシ

オグループ環境行動目標“クリーン＆グリーン21”」を制定し、グ

ループ全体の中期行動計画として開示し、目標達成に向けて推

進を行っており、2006年2月に第9版の改訂を行いました。

〔製品に関する活動と成果〕

製品に関する取り組みとして、「カシオグリーン商品」として、新た

に114モデルが加わり、「C.G.P.70活動」もグリーン商品売上比率

68％となりました。そこで目標より1年早い2006年度での目標達成

に向けて、環境適合設計を強化してまいります。

また、包装材総使用量削減は、梱包容積の最適化を図り、売上

高原単位あたり22.6％削減いたしました。

欧州ＲｏＨＳ指令対応のため、2005年末までに特定有害物質の

全廃を目標として推進してまいりましたが、お取引先を含む関係部

門の方々の協力により、対応を完了いたしました。

〔事業所に関する活動と成果〕

事業所における取り組みでは、省エネルギー目標として実質生

産高原単位※当たり2003年度対比で、2005年度10％削減を目標

として推進してまいりましたが、ＴＦＴ液晶事業における単価下落が

影響し、5％増となりました。

廃棄物削減目標は、ゼロエミッション達成と、廃棄物発生量を生

産高原単位で2000年度比30％削減を目標としていましたが、ゼロ

エミッションについてはカシオマイクロニクス（青梅）とカシオソフト

が達成し、13拠点になり、生産高原単位は同等となりました。

有害物質の使用廃止目標として2005年度までに保管中のＰＣＢ

の無害化処理を行う計画でしたが、羽村技術センター、八王子技

術センター保有分については、処理委託申請を完了し、甲府カ

シオ分については、北海道の処理施設での受入開始を待ってい

る状況です。

〔製品に関する今後の取り組み〕

欧州のＷＥＥＥ＆ＲｏＨＳ指令対応に続き、北米、中国、日本、韓国

にて法規制化が予定されている有害物質使用廃止への対応を確

実に実施してまいります。また欧州におけるＥｕＰ指令※、ＲＥＡＣＨ指

令※といった法規制動向を確認し、製品対応におけるコンプライア

ンスを推進してまいります。

〔事業所に関する今後の取り組み〕

今年度より、海外の事業所に対する省エネルギー、省資源（生産

拠点における水使用量の削減）、廃棄物削減を行動目標として新た

に設定し、ワールドワイドな環境保全活動を展開してまいります。

国内では地球温暖化防止対策として、新たにデバイス事業拠点

におけるCO2以外の温室効果ガスの削減のため、2010年の総排

出量を2000年排出量以下とする行動目標を掲げ、京都議定書に

おける削減目標実現のため努力してまいります。さらに、新しい目

標である2010年度20％削減の達成に向けて、京都メカニズムと

してのＣＤＭ、排出権取引等の追加施策の検討を含め、実行して

まいります。

〔CSR経営を目指して〕

カシオはＣＳＲ経営を積極的に推進しておりますが、新たな取り

組みとして、「環境適合設計」についてはユニバーサルデザインを

考慮した「ＣＳＲ適合設計」として、また資材調達における「グリーン

調達」は、お取引先のＣＳＲ対応状況を確認する「ＣＳＲ調達」として

実施するため、それぞれのガイドライン／基準書の作成と運用開

始に向けた推進を行ってまいります。

詳細につきましては、本レポートをご参照ください。

※用語説明はP40参照。

地球環境とカシオ

環境経営ビジョン
2005年度の環境経営活動と今後の取り組み

活動と成果

今後の取り組み

代表取締役副社長
カシオ環境保全委員会委員長
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カシオグループ環境憲章と環境基本方針
「創造 貢献」の経営理念を踏まえたカシオ環境憲章、環境基本方針に

基づき具体的なルール・目標を定めて環境経営を推進します。

「創造 貢献」の経営理念を踏まえたカシオ環境憲章、環境基本方針に

基づき具体的なルール・目標を定めて環境経営を推進します。
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カシオ経営理念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

「創造  貢献」 
 

カシオ環境憲章　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
カシオは地球保全のためにカシオグループ全体の事業領域に亘り、企業の環境責任

の重要性を認識し、広く国際社会という視点で世界の繁栄と人類の幸福のために貢

献すべく基本方針を定め、具体的な施策を掲げ、実行に努める。 
 

環境基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
1． 国内、海外の環境関連法律、協定、基準を順守する。 

2． 製品の開発、設計、製造、流通、修理サービス、回収・廃棄の各段階において環境

への配慮を踏まえた自主的な「カシオ環境保全ルール」※を定める。カシオグル

ープ全事業部門は責任を持って実行するとともに、その遵守度を監査し継続的

な改善をはかる。 

3． 企業の社会的責任という立場で良き企業市民としてカシオグループ全員が地球

環境保全の重要性を認識し、意識高揚をはかる。 

4． 本方針は、国内、海外のカシオグループ全事業部門に適用する。 
 

※「環境経営指針」は「カシオ環境ボランタリープラン」に定める具体的な環境保全実施項目です。 
 

地球保全 

カシオグループ 

環境保全委員会 

PDCA

各拠点 

PDCA 

 

環境業績評価 
（CHECK） 

環境対応活動の改善・強化 
（ACTION） 

実行部門の環境対応活動 
（DO） 

カシオ環境ボランタリープラン 
（環境経営指針） 
（PLAN） 

環境行動目標 
“クリーン＆グリーン21” 

（PLAN） 
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地球環境とカシオ

環境行動目標クリーン＆グリーン21
国内外の環境変化を踏まえた目標を設定し、

達成に向けた活動を継続的に推進します。
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70

80

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 
目標 

グ
リ
ー
ン
商
品
売
上
比
率 

（％） 
1

35.3

44.4

59.0

68.0 70

グリーン商品売上比率

製品に関する目標

取り組み項目 2005年度目標 2005年度実績 達成度 2006年度目標 掲載ページ

環境適合型製品の

開発目標

有害物質の

使用廃止目標

2007年度までにグリーン
商品売上比率70％を達成

68％を達成しました。 ☆☆ 継続 P40

2007年度までに包装材総
使用量を売上高原単位で
30％削減（2000年度比）

22.6％の削減となりました。 ☆ 継続
Web版
56頁

2005年度までに、RoHS
指令の特定有害物質の
鉛（購入品に含有する鉛）、
カドミウム、水銀、6価ク
ロムの使用を廃止

RoHS指令対応として欧州向け製
品について特定有害物質の鉛、
カドミウム、水銀、6価クロムの使
用を廃止しました。
（PBB、PBDEは既に廃止済みで
す）

☆☆☆

2006年6月までに、欧州向け製品
以外の有害化学物質規制に対応
し、鉛、カドミウム、水銀、6価クロ
ムの使用を廃止する。
※欧州以外の有害化学物質規制：欧州
RoHS規制相当の北米、中国、日本等
の有害化学物質規制

Web版
53頁

※達成度：目標年度に対する2005年度の実績の割合を示す　☆☆☆：目標達成　☆☆：80％以上　☆：80％未満

2005年度実績と今後の目標

今後の取り組み

環境適合型製品を積極的に開発・評価するため

に、カシオグリーン商品売上比率を2007年度までに

70％という目標（C.G.P.70）を掲げて活動してきました。

2005年度はグリーン商品売上比率68％を達成しまし

た。2007年度までという目標を１年前倒しすべく、今

後もカシオグリーン認定基準を満足する環境適合型

製品の開発に取り組んでいきます。

用語説明

■C.G.P.70活動 Casio Green Products 70の略でカシオのグリーン商品認定基準を満たしたグリーン商品の売上比率を７０％に上げる活動のこと。

■EuP指令 ＥＵ（欧州連合）におけるエネルギー使用製品（Energy Using Products）に対する環境配慮設計指令案のこと。

■PBB ポリ臭化ビフェニル。RoHS指令の含有禁止物質のひとつ。

■PBDE ポリ臭化ジフェニルエーテル。RoHS指令の含有禁止物質のひとつ。

■PRTR 化学物質排出移動量届出（Pollutant Release and Transfer Register）制度

日本では1999年、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（化管法）により制度化されました。

■REACH指令 化学物質の登録、評価及び認可（Registration,Evalution and Authorization of CHemicals））をひとつの統合したシステムで管理するＥＵの新化学物質規制のこと。

■RoHS指令 ＥＵが2006年7月1日に施行した電気・電子機器への特定有害６物質の含有を禁止する規制のこと。

（Restriction of the use of  certain Hazardous Substances in Electrical and Electronic Equipment）

■WEEE指令 ＥＵが2005年8月13日に施行した廃電気電子機器(Waste Electrical and Electronic Equipment) のリサイクル指令のこと。

■売上高原単位 カシオの連結売上高を分母にした原単位として使用しています。

■生産高原単位 対象生産拠点の生産高合計を分母にした原単位として使用しています。

■実質生産高原単位 分母の生産高（＝名目生産高）を、日銀国内企業物価指数（電気機器）で補正した実質生産高にかえた原単位のこと。

日銀国内企業物価指数（電気機器）は1990年度を１とした時の各年の比率で以下のとおり

年度

物価指数補正値

1990

1

2000

0.69

2001

0.62

2002

0.58

2003

0.54

2004

0.52

2005

0.50

（小数点以下3桁目を四捨五入）

名目生産高
日銀国内企業物価指数（電気機器）

実質生産高＝
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※1：国内の生産拠点：甲府カシオ（本社、一宮）、高知カシオ、カシオマイクロニクス（青梅、山梨）、カシオ電子工業、山形カシオ
※2：海外の生産拠点：韓国カシオ、台湾カシオ、香港カシオ、カシオ電子科技中山、カシオ電子シンセン、朝日インドネシア、カシオタイ
※3：ゼロエミッション：（最終埋め立て処分量／廃棄物発生量）×100≦1％
※4：CATS e-Pシステム導入拠点：カシオ計算機本社・羽村技術センター・八王子技術センター・東日本ハブセンター（千代田、仙台、埼玉、横浜、千葉、特販営業）、

西日本ハブセンター（名古屋、大阪、広島、京都）、カシオ日立モバイルコミュニケーションズ
※5：実質生産高原単位でみると2000年度比で2.7％の削減となっています。
※6：CO2以外の温室効果ガス：JEITAの自主行動指針に基づくPFCs、SF6、NF3。カシオはすでにSF6を除き全廃済み
※7：2005年度末までに達成できなかった３拠点については、継続してISO14001の取り組みの中で推進していきます。

事業所に関する目標

取り組み項目 2005年度目標 2005年度実績 達成度 2006年度目標 掲載ページ

省エネルギー目標

CO2以外の温室効果
ガス削減目標

TFT液晶の生産数量の増加と単
価下落により、5％の増加となりま
した。

☆
国内拠点：実質生産高二酸化炭素
（CO2）排出量原単位を2003年度
に対し2010年度までに20％削減

P21、
Web版
51頁

Web版
54頁

Web版
53頁

Web版
46頁

Web版
55頁

─ ─ ─
海外拠点：生産高二酸化炭素
（CO2）排出量原単位を2004年度
に対し2010年度までに10％削減

Web版
52頁

─ ─ ─
2010年までにCO2以外の温室効
果ガス総排出量（CO2換算）を
2000年排出量以下とする※6

省資源目標

廃棄物削減目標

有害物質の

使用廃止目標

2005年度までに国内生産
拠点※1における水使用量
の生産高原単位5％削減
（2000年度比）

カシオマイクロニクスの生産増に
伴う水使用量が大きく2000年度比
約34％増となりました。※5

☆
国内生産拠点※1：水使用量の実
質生産高原単位を2000年度に対
し、2008年度までに10％削減

─ ─ ─
海外生産拠点※2：水使用量の生
産高原単位を2004年度に対し、
2008年度までに5％削減

─ ─ ─ ─
国内拠点：紙使用量の実質生産
高原単位を2003年度に対し、
2008年度までに30％削減

2005年度までに国内の
対象拠点でゼロエミッショ
ン※3の達成

カシオマイクロニクス（青梅）とカシ
オソフトが新たにゼロエミッション
を達成。達成事業所・拠点数は、
合計13となりました。※7

☆ ☆ 2006年度目標から削除

2005年度までに廃棄物
発生量を生産高原単位
30％削減（2000年度比）

生産数量の増加の中で、2000年
度と同等となりました。 ☆

国内生産拠点※1：廃棄物発生量の
実質生産高原単位を2000年度に
対し、2008年度までに40％削減

─ ─ ─
海外生産拠点※2：廃棄物発生量
の生産高原単位を2004年度に対
し、2008年度までに10％削減

2005年度までに保管中の
PCB含有機器を無害化
処理

羽村技術センター、八王子技術セ
ンターのPCB保有分は処理委託
の予約手続きを終え、処理の順番
を待つ状態が続いています。甲府
カシオ保有分については、北海道
処理施設の開業（2007年１０月）を
待つ状態です。

☆

保管中のPCB含有機器を日本環
境安全事業（株）のエリア別事業
開始に合わせ無害化処理を行う
●羽村技術センター、八王子技
術センター：2007年度まで　　
●甲府カシオ：2008年度まで

グリーン調達の

実施目標

グリーン購入の

実施目標

2005年度にグリーン部品
回答率（調査対象部品に
対する回収率）を国内拠
点100％達成

回答率100％達成 ☆☆☆
2006年度にグリーン部品回答率
（調査対象部品に対する回収率）
国内拠点100％達成

2006年度にグリーン部品回答率
（調査対象部品に対する回収率）
海外拠点100％達成

継続

2005年度にグリーン部品
回答率（調査対象部品に
対する回収率）海外拠点
100％達成

回答率99.2％達成　 ☆☆

2007年度までに国内拠点
の文具、事務用品、OA機
器類のグリーン購入比率
60％（件数ベース）
CATS e-Pシステム導入拠
点※4を対象

58.7％達成 ☆☆

物流の温暖化対策

目標

継続

2007年度までに国内物
流の効率化によるCO2発
生量を売上高原単位
50％削減（2000年度比）

40％削減を達成 ☆☆

継続

2007年度までに海外物
流の効率化によるCO2発
生量を売上高原単位5％
削減（2004年度比）

3％削減を達成 ☆

※達成度：目標年度に対する2005年度の実績の割合を示す　☆☆☆：目標達成　☆☆：80％以上　☆：80％未満

実質生産高二酸化炭素
（CO2）排出量原単位を
2005年度までに10％削
減、20 1 0年度までに
20％削減（2003年度比）

地球環境とカシオ
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地球環境とカシオ

環境マネジメントシステム
環境保全委員会体制とISO14001を中核に、

地球環境の保全に努めます。

カシオでは、カシオ計算機とそのグループ会社を対象に、副社

長を委員長として5つの専門委員会と5つの実行部門で構成され

る「カシオ環境保全委員会」を設置、この体制のもと、「カシオ環境

ボランタリープラン」および「環境行動目標」に基づく環境保全活

動をPlan、Do、Check、Actionサイクルの継続的改善を実施する

ことにより推進しています。

具体的には、以下に図示した推進事務局および5つの専門委員

会がPlanを、5つの実行グループがDoを、環境監査機関および推

進事務局がCheckを、そしてカシオ環境会議がActionを、それぞれ

担っています。

■環境保全の継続的改善を推進するためにPlan、Do、Check、

Actionサイクルを統轄する委員会体制。

■カシオグループ環境政策の方向性や行動目標、行動計画を決

定する。

■実行委員会および専門委員会の環境政策の審議および活動

実績を報告する。

■環境動向や実行部門間の情報を交換する。

■実行部門単独でなく、グループ会社または事業部共通で取り

組むべき戦略テーマを統轄する専門委員で構成する。専門委

員長はカシオ環境保全委員会の委員長が任命する。

■各専門委員会は専門委員長と各実行部門委員長により任命

された実行委員で構成され、運営は推進事務局が行う。

■カシオグループ推進政策の方向性や行動目標、行動計画の企

画を行う。

■カシオ環境ボランタリープランの運用管理と環境経営指針の

改訂を行う。

■国内外の環境動向をつかみ実行部門等へ情報提供する。

■カシオ環境保全委員会の運営とテーマ別専門委員会の運営

を行う。

■カシオ環境会議の決定事項を受けて、環境改善活動を推進

する。

■実行部門全体の環境マネジメントシステムを構築する環境マネ

ジメントシステム実施のために、体制および責任を明確にして目

的・目標を設定し、運用管理や自主監査、是正処置を行う。

■推進事務局と実行部門の内部監査員により構成され、カシオ

グループ全体のレベルアップを図るため、実行部門への環境

パフォーマンス調査や事業所環境自己監査を行う。

環境保全体制と運営

カシオ環境保全委員会

推進事務局（Plan）

実行部門（Do）

環境監査機関（Check）

カシオ環境会議（Action）

専門委員会（Plan）

委員長：樫尾副社長 
カシオ環境会議 

推進事務局 

各専門委員長 

包装専門委員会 

グリーン調達委員会 

グリーン商品開発会議 

環境会計専門委員会 

グリーン購入専門委員会 

開発本部長 
事業部等 

カシオ事業所 
総責任者 

研究開発・ 
スタッフ系責任者 

営業系・ 
業務責任者 

主要連結会社 
社長 

環境監査機関 

実行部門 
●開発本部 
　・コンシューマ 
　・時計 
　・映像 
　・システム 
●カシオ日立モバイル 
　コミュニケーションズ 
●デバイス（事） 

実行部門 
●初台本社 

●八王子 
　技術センター 

●羽村 
　技術センター 

実行部門 
●研究開発・ 
　スタッフ系各部門 

実行部門 
●営業部門 

●支店 
●営業所 

●国内販売系 
　連結対象会社 

●海外販売系 
　連結対象会社 

実行部門 
●国内生産系 
　連結対象会社 

●海外生産系 
　連結対象会社 

カシオ環境保全委員会 運営体制
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地球環境とカシオ

国内でシー・シー・ピーが2006年6月に認証を取得しました。これ

で国内13拠点、海外9拠点でISO14001：2004の認証取得・切り

替えを完了しました。

今後の活動は、システムおよびパフォーマンスの継続的改善へ

と移行していきます。

また、国内の営業系拠点についても認証取得を拡大し、カシオ

での環境保全体制の構築を推進していきます。

なお、2005年度時点で、全事業所の認証取得比率は、従業員

比率で84.8%に達しています。

カシオでは、従業員一人ひとりが日常から環境に配慮した活動

ができるよう環境教育、啓発活動を推進しています。

まず、新入社員に対しては、配属前に環境一般教育を実施して

います。加えて、一般社員、管理職、環境担当者など階層別の研

修として、業務内容に応じて一般教育/専門教育を年1回実施し、

環境意識と知識レベル向上に努めています。

また、表彰制度として、拠点ごとに改善提案制度の運営を行い、

優秀な提案に対しては、個人またはグループ単位で年2回表彰して

います。なかでも6拠点（甲府カシオ、カシオマイクロニクス、山形

カシオ、高知カシオ、カシオ日立モバイルコミュニケーションズ）では

独自の表彰制度を設けています。具体的には、エコボーナス制度

（表彰：随時）、社長賞（表彰：2回／年）、POINT評価制度（表彰：

2回／年）など、社員の環境保全への意欲を促進する表彰活動な

どがあります。

環境法規制の順守状況については過去5年間、法令違反、罰金、

科料、苦情、訴訟など（件数と金額の発生）はありませんでした。

甲府カシオ（本社）では環境リスクマネジメントとして、2005年10

月に地震発生を想定した緊急事態

訓練を全従業員を対象に実施しま

した。また、2005年11月と2006年3

月に、重油・ＩＰＡ（イソプロピルアル

コール）が大量に漏洩したことを想

定した対応訓練も実施しました。

カシオ日立モバイルコミュニケーシ

ョンズ（ＣＨＭＣ）はカシオ計算機と日

立製作所の合弁会社として、2004年

4月に設立されました。事業内容は、

携帯電話の開発、設計等で、日立ブ

ランドとカシオブランドの両方を扱っ

ています。

環境適合製品は、日立ブランドは

日立グループの環境適合製品基準、

カシオブランドはカシオグリーン商品の認定基準それぞれに従っ

て認定されます。

特に、カシオブランドについては、合弁会社設立前の2001年

よりカシオグリーン商品として認定されており、2002年以降はカ

シオグリーン商品としての売上比率100％を継続しています。

今後は合弁会社の強みを活かしてＬＣＡ手法の完成度を上げ

ていく予定です。

CHMCでは、派遣社員と請負社員の比率が高く、開発テー

マの進捗に応じて大きく変動することから、ゴミの分別を解説

した「ゴミ分別ルールガイドブック」や情報セキュリティの基本

を記載した「入構者ガイドブック」を入構時の説明会で配布して

います。

また、環境月間に合わせたキャンぺーンを昨年の6月から1ヶ

月間実施したり、2005年10月から毎月メールマガジンを発行する

ことで、環境問題を身近に感じていただけるように努めています。

ISO14001認証取得状況 環境リスクマネジメント・
環境法規制の順守状況

ＩＳＯ14001推進リーダー
のひと言

環境教育・表彰制度

お詫びと訂正：

昨年度CSR報告書2005において、従業員比率が78.2％とご報告いたしま

したが、83.1％に訂正させていただきます。

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 

件数 

金額 

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

地震発生を想定した
緊急事態訓練の模様

カシオ日立モバイル
コミュ二ケーションズ

脇
わき

田
た

勝
かつ

弘
ひろ

過去5年間の規制違反等の状況
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カシオでは1993年より環境適合設計を、2001年よりグリーン商

品開発ガイドラインによるタイプ2環境ラベル商品開発を行ってま

いりました。

さらに2005年より、新たにＣＳＲ適合設計の取組みとして 環境

適合設計とユニバーサルデザイン設計を体系化し、組合せる事で

「環境に優しく、人にも優しい」新たな商品群の開発をデザインセ

ンターと共に検討してまいりました。すでに、「ユニバーサルデザイ

ン指針」を策定し、「使いやすさ」の向上を目指し、電子辞書、電子

楽器における評価を実施しています。

カシオでは「小型・軽量・薄型・省電力」を独自のコア・コンピタ

ンスとし、環境負荷の少ない商品の開発を行っております。さら

に、これからの社会環境においては、製品の小型化や高性能化

に加え、電子機器に不慣れな方やITが苦手な方にも快適に使用

していただくための「使いやすさ」を両立させ、お客様の暮らしの中

で本当に役立つ商品やサービスを提供していくことが重要なテー

マだと考えています。

カシオではユニバーサルデザイン活動の目的を「使いやすさの品

質向上」と定め、ISO13407※のプロセスに則った人間中心設計

（HCD：ヒューマンセンタードデザイン）による商品開発に取り組ん

でおり、製品本体はもとより、パッケージ、取扱説明書の改善に展

開しています。

人間中心設計の推進にあたっては、実際に商品をご利用いた

だくお客様にご評価いただき、その結果を商品開発に反映してい

くことが必須項目です。

カシオでは、開発に携わる担当者自らがお客様の声を聞き、お

客様の視点に立った商品開発を行うことを最重要課題とし、ユー

ザーテストでの評価や、お客様相談センターに寄せられるご意見を

もとに「使いやすさ」の改善を行っています。

2005年度においては、特定の商品について高校生や主婦、お

年寄りといった幅広いお客様にご協力いただき、製品の操作性や

デザインに関するユーザーテストを行いました。テスト結果を解析

して、企画、開発、デザインの各

専門部署からなる横断的組織に

よってハード・ソフト両面から、

「使いやすさ」を向上させるため

の具体的な改善を行いました。

今年度は、グループ企業全体でのユニバーサルデザイン活動の

方針共有化のために、「カシオユニバーサルデザイン指針」をすで

に策定しました。

さらに今後は「人間中心設計ガイドライン」の整備を進め、一層幅

広い事業分野において、

指針及びガイドラインに

基づいた商品開発に取り

組み、「使いやすさの品質」

を追求していきます。

環境適合設計から
ＣＳＲ適合設計への拡張

ユニバーサルデザインの活動

カシオ ユニバーサルデザイン指針

お客様の視点に立って

環境適合設計からＣＳＲ適合設計へ
環境にやさしい設計から、策定したユニバーサルデザイン指針を踏まえて、

環境にやさしく、より使いやすい設計への拡張を追求していきます。

地球環境とカシオ

1. 理解しやすい表示表現

2. 簡単でわかりやすい操作性

3. 身体的、心理的負荷の軽減

4. 安全と安心の提供

5. 製品価値の追求

使いやすさへの取り組み

これからの取り組み

お客様へ 

使いやすさの 
品質向上 

横断組織による 
解決案の作成 

専門家/利用者 
による評価 

要求事項の 
把握と整理 

利用状況の 
正しい理解 

UD目標の設定 

最終仕様 

独自のUD活動シンボルマーク

ユーザーテストの様子

ユニバーサルデザイン（UD）プロセスの基本サイクル

※ISO13407：コンピューターを応用したインタラクティブシステムの開発において取
り入れるべき、人間を中心とした設計指針を規定した国際規格

ＣＳＲ適合設計ガイドライン 

グリーン商品開発 
ガイドライン 

ユニバーサルデザイン 
設計ガイドライン（策定中） ＋ 
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料XJ-S30／S35の包装箱（左）と

従来製品（XJ-360）の包装箱1．投影方式：DLP方式

2．輝度：2000ANSIルーメン

3．リアル解像度：XGA（1,024×768）
圧縮表示：最大SXGA（1,280×1,024）

4．薄型：厚さ43mm（最薄部32mm）

5．USBメモリ対応のXJ-S35はPCレスプレゼン
が可能

カシオグリーン商品（スーパースリムプロジェクターXJ-S30/S35）を
LCAで評価

ＬＣＡ評価事例

今後の課題

商品の特徴

グリーン商品化技術ポイント

ＬＣＡ評価報告
スーパースリムプロジェクターをライフサイクルアセスメント（LCA）で評価しました。

XJ-S30／S35は、特に手で持ち歩くことを容易にするため、モ

バイルプロジェクターとしてスーパースリム構造を採用しています。

製品の輝度は2000ＡＮＳＩルーメンとし、高圧水銀ランプを使用して

います。ランプ自体の消費電力が200Ｗであることから、ＬＣＡデー

タとしては使用ステージの値が全体の83％を占め、大きな値とな

っています。

そこで、消費電力を少しでも削減させるために、本製品はエコモ

ードを採用しています。通常モードからエコモードに切替えることに

より、ランプの輝度を下げ、放熱ファンの動作音をやや静かにする

ことができる省電力モードとすることができます。エコモードは、静

かな環境で使いたい場合や室内の明るさとのバランスで輝度を下

げて使用したい場合に有効となります。

プロジェクターにおけるLCAデータ改善のためには、使用ステー

ジの値を下げる検討が必要であり、光源の消費電力の低減化と

製品を構成する部品の見直しおよび全体重量の軽量化をさらに進

めることが今後の課題となります。

1．省エネ：通常モードとエコモードを切り替えて使用
することで、消費電力を削減できます。

2．省資源：従来製品（XJ-360）と比べて
①製品本体で見た場合
●容積で14％削減
●厚さで40％削減

②梱包箱：キャリーバッグ以外は
すべて紙系素材を使用
●容積で24％削減
●重量で17％削減

3．リサイクル性：筐体にマグネシウム合金を使用してい
るためリサイクルが容易です。

4．有害化学物質廃除：
RoHS指令の禁止化学物質を使用していません。

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0
（単位：kg） 

素材 製品 輸送 使用 廃棄 合計 

28.87
5.33 0.57

164.60

2.16

201.53

XJ-S30の地球温暖化への影響（CO2換算）

※エコリーフ環境ラベルとは：

資源採取から製造、物流、使用、廃棄・リサイクルま

での製品の全ライフサイクルにわたるLCAによる定量

的な環境情報を開示する、日本生まれの環境ラベル

です。

スーパスリムプロジェクターXJ-S30／S35

全ステージ合計

201.53 kg

0.28 kg

4,313.63 MJ

温暖化負荷（CO2換算）

酸性化負荷（SO2換算）

エネルギー消費量
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地球環境とカシオ

グリーン調達・グリーン購入
グリーン調達基準書に基づく調達の推進をするとともに

全社でグリーン購入比率の向上に取り組んでいます。

カシオでは、2000年11月から「カシオグループグリーン調達基準

書」に基づいて、環境負荷の小さい部品を優先的に調達するため

にグリーン調達を実施してきました。

近年、海外の環境法規制が多数制定され、製品に対する要求

項目が拡大してきました。カシオとしても、これらの要求項目に対応

すべく「カシオグループグリーン調達基準書」を2005年2月に改訂し、

第５版を発行しました。

グリーン調達で調査した内容（部品の化学物質含有情報、法規

制への適合状況）をデータベース【グリーンDB】化し、製品を構成

する部品のデータベース【部品表DB】とこれを照合することで、設

計者は、製品が法規制等を順守して設計されていることを確認で

き、部門長は出荷決裁でOKの判断をすることができます。

●グリーン部品回答率※1（調査対象部品に対する回答率）国内100％

●グリーン部品回答率※1（調査対象部品に対する回答率）海外100％

国内はグリーン部品回答率が100％、海外は99.2％となりまし

た。海外で目標が未達になった理由として、欧州向け製品調査は

回答率が100％であったものの、それ以外の地域向け製品につい

ては、未回答があったことが挙げられます。

今回は、グリーン調達の調査だけでなく、製品としての法規制へ

の適合を短期間で確認するために購入部品の仕様書や図面検収

による確認も含まれています。

また、調査の効率化を行うために、回答をWeb入力するシステ

ムを2006年2月から導入し、一部のお取引先に対して運用を開始

しました。

2006年度も2005年度に引き続き、国内・海外ともにグリーン

部品回答率100％を目標にし、今後いっそうの効率化を図ってい

きます。

また、従来の環境を軸としたグリーン調達から社会的責任へ取

り組んでいる企業からの優先調達（CSR調達）へと拡大していきま

す。2006年度中には、CSR調達基準を策定し、お取引先に調査

の協力をお願いする予定です。

カシオでは環境に配慮した文具・事務用品・OA機器類（ソフト

除く）を購入するグリーン購入を推進しています。

目標として、グリーン購入比率※2を2007年度までに「CATS e-P

システム導入拠点※3」において、60%達成を目指して取り組んでい

ます。このCATS e-Pシステムとは、間接材集中購買システムのこ

とで、このシステムのカタログに掲載されている商品の中で、環境

に配慮した商品に独自の環境マークをつけて、購買担当者に積極

的に購入することを奨励しています。

2005年度は、グリーン購入比率58.7％を達成しました。

今後は、目標を一年前倒しして2006年度にグリーン購入比率

60％を達成すべく推進していきます。
出荷可否の判定 

【グリーンDB】  
・部品の化学物質含有情報、 
　法規制適合状況のデータベース 

【部品表DB】  
・製品の構成部品のデータベース 

化学物質環境監査シート 

※1グリーン部品回答率：グリーン調達の調査において、調査対象とした部品数
に対して、お取引先から回答があった部品数の割合

グリーン調達

グリーン購入

カシオグループグリーン調達基準書の改訂

グリーンDBによる法規制順守の確認

今後の取り組み

2005年度の目標に対する実績
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2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 
目標 

グ
リ
ー
ン
購
入
比
率 

（％） 

25.8

36.7
41.2

58.7 60

※2グリーン購入比率（％）：

＝
環境マークのついた文具、事務用品、OA機器類（ソフト除く）の購入件数　

×100
カタログに掲載されている文具、事務用品、OA機器類（ソフト除く）の購入件数

※3CATS e-Pシステム導入拠点：
カシオ計算機　本社、羽村技術センター、八王子技術センター、カシオ日立モバイルコミ
ュ二ケーションズ、東日本ハブセンター（千代田/仙台/埼玉/横浜/千葉/特販営業）、西日本
ハブセンター（名古屋/大阪/広島/京都）で、今後も拡大していく予定です。

グリーン購入比率の推移（件数ベース）
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エネルギー投入量  59,480（原油換算）kＬ 

　電力量 18,556万ｋWｈ 

　燃料 12,172（原油換算）kＬ 

水資源投入量　3,315千ｍ3　 

　循環水利用量　　208千ｍ3 

ＳＦ6（六フッ化硫黄）投入量　2 トン� 

紙使用量　782 トン�　 

ＰＲＴＲ対象化学物質投入量　209 トン� 

部品・材料　24,759 トン� 

取扱説明書（リサイクル材）　 

　　　　　　　4,557 トン（2,117トン）�　 

包装材（リサイクル材） 

　　　　　　12,984 トン（10,128 トン）�　　　　 

研究開発・設計 

調達 

製造 

物流※1

販売 

使用 

回収・再資源化 

温室効果ガス　 

　　ＣＯ2排出量　　113,482 トン -ＣＯ2� 

　　ＳＦ6排出量　　   18,714トン -ＣＯ2　 

大気汚染物質※2　 

　　ＮＯｘ　138トン 

　　ＳＯｘ　  37 トン 

　　ばいじん　3トン 

ＰＲＴＲ対象化学物質排出量・移動量　127 トン 

排水量　2,504千ｍ3 

廃棄物等発生量　8,527 トン 

最終埋立処分量　　625トン 

再資源化量　5,680 トン 

電力量　　8,768万kWh

事業系情報処理機器 83 トン  

 

家庭系パソコン 0.5 トン  

 

ネームランドテープ 3 トン 　 

 

ドラム・トナーカートリッジ 672 トン 　 

小形二次電池 1トン  

ＣＯ2排出量　99,692 トン -ＣＯ2

総製品販売量　1.5億台 

ＴＦＴ液晶梱包材　14 トン 

ＣＯ2排出量　40,680 トン 

再資源化 回収 

事業系情報処理機器　71トン 

 

家庭系パソコン　0.4 トン 

 

ネームランドテープ　3 トン 

ドラム・トナーカートリッジ　635 トン 

■事業所のマテリアルバランス 
■製品のマテリアルバランス 

インプット アウトプット 

※1：製品物流については輸送業者に委託しています。 

※2：オゾン層破壊物質は全廃済のためありません。 

国内では、デバイス事業とエレクトロニクス機器事業、海外ではエレクトロ二クス機器事業を展開しています。

事業活動のマテリアルバランス
事業活動に伴う、インプットとアウトプットを

ライフサイクルの流れに従って報告します。

地球環境とカシオ

2005年度事業活動のマテリアルバランス
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地球環境とカシオ

事業別のマテリアルバランス
デバイス事業は国内でのみ活動しており、会社・事業所あわせて4社6拠点、

エレクトロニクス機器事業は国内および海外で活動し、国内15社21事業所、海外17社です。

デバイス事業のマテリアルバランス

エレクトロニクス機器事業のマテリアルバランス

ＰＲＴＲ対象化学物質排出量・移動量　1トン 

排水量　335千ｍ3 

廃棄物等発生量　3,422トン 

最終埋立処分量　　619トン 

再資源化量　2,632 トン 

エネルギー投入量　17,454（原油換算）kＬ 

　電力量 5,106万ｋWｈ 

　燃料 4,309（原油換算）kＬ 

水資源投入量　523千ｍ3　 

紙使用量　328トン�　 

ＰＲＴＲ対象化学物質投入量　1  トン� 

部品・材料　23,995 トン�　 

取扱説明書（リサイクル材）　 

　　　4,557  トン（2,177 トン）　　　　 

包装材（リサイクル材） 

　　12,390 トン（9,630 トン） 

研究開発・設計 

調達 

製造 

物流※1

販売 

使用 

回収・再資源化 

温室効果ガス　 

　　ＣＯ2排出量　　41,964 トンーＣＯ2� 

大気汚染物質※2　 

　　ＮＯｘ　118トン 

　　ＳＯｘ　  30 トン 

　　ばいじん　2トン 

 

電力量　　8,768万ｋWｈ 

事業系情報処理機器 83 トン  

 

家庭系パソコン 0.5 トン  

 

ネームランドテープ 3 トン 　 

 

ドラム・トナーカートリッジ 672 トン 

 

小形二次電池 1トン  　  

ＣＯ2排出量　99,692 トンーＣＯ2

総製品販売量　1億台 

ＣＯ2排出量　40,680 トンーＣＯ2

再資源化 

事業系情報処理機器　71トン 

 

家庭系パソコン　0.4 トン 

 

ネームランドテープ　3 トン 

ドラム・トナーカートリッジ　635 トン 

回収 

インプット アウトプット 

※1：製品物流については輸送業者に委託しています。 

※2：オゾン層破壊物質は全廃済のためありません。 

 

エネルギー投入量　42,026（原油換算）kＬ 

　電力量 13,450万ｋWｈ 

　燃料 7,863（原油換算）kＬ 

水資源投入量　2,792千ｍ3 

　循環水利用量　　208千ｍ3 

紙使用量　454 トン�　 

ＰＲＴＲ対象化学物質投入量　208 トン� 

SF6投入量　2 トン� 

部品・材料　764 トン�　�　　　　 

包装材（リサイクル材）　 

　　　　594 トン（498 トン）　 

研究開発・設計 

調達 

製造 

物流 

販売 

温室効果ガス　 

　　ＣＯ2排出量　　71,518 トンーＣＯ2 

�　ＳＦ6排出量　　 18,714 トンーＣＯ2 

大気汚染物質※2　 

　　ＮＯｘ　  20トン 

　　ＳＯｘ　    7 トン 

 

総製品販売量　0.5億台 

ＴＦＴ液晶梱包材　14 トン 

■事業所のマテリアルバランス 
■製品のマテリアルバランス 

ＰＲＴＲ対象化学物質排出量・移動量　126トン 

排水量　2,169千ｍ3 

廃棄物等発生量　5,105トン 

最終埋立処分量　　6トン 

再資源化量　3,048 トン 

インプット アウトプット 
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地球環境とカシオ

環境会計

2005年度実績は、設備投資1.48億円、環境保全費用14.75億

円、経済効果1.33億円となりました。

設備投資としては、前年度の空調省エネ設備、給排水処理設備

並びに温暖化防止設備等の投資に続き、当年度はTFT液晶パネ

ル増産に伴い排出されるCVD排ガス※の無害化処理設備を導入

し、大気環境保全を進めています。

環境費用は、欧州RoHS（電気・電子機器に含まれる特定有害

物質使用禁止）、WEEE（電気・電子機器のリサイクル体制）指令等

の対応強化を主要因として前年比増加しました。

経済効果については、リサイクルによる事業収入が2.63億円とな

り、省エネ関連等の費用増1.30億円を吸収し、全体として1.33億

円の効果をあげました。

売上環境効率面については、CO2の環境効率は5.11（百万円／トン-

CO2）、事業活動の増加に伴い廃棄物の環境効率は68（百万円／

トン）となりましたが、積極的な再資源化の取り組みにより、その廃棄物

最終埋立処分量は前年より改善（前年比削減量436.9トン）しました。

また、PRTR法対象化学物質の環境効率は2,777（百万円／トン）と

なりましたが、使用量の約32%を回収し、再資源化を行っています。

今後は、省エネ・省資源の費用節減、環境パフォーマンス指標の

改善等、経済効果、環境保全効果の拡大を目指し、中期的施策の

着実な推進に取り組みます。（※CVD排ガス：TFT液晶パネル製造の過程

で基板上にシリコンなどの薄膜を作るCVD工程で排出されるガス）

分　類 分　類 

事業エリア内コスト 

公害防止コスト 

地球環境保全コスト 

資源循環コスト 

内
訳 

上・下流コスト 

管理活動コスト 

研究開発コスト 

その他のコスト 

総    計 

社会活動コスト 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

デバイス 

設備投資 環境費用 

エレクトロニクス機器 合計 デバイス エレクトロニクス機器 合計 

2005 2004 2005 2004 2005 2004 2005 2004 2005 2004 2005 2004

デバイス 

設備投資 環境費用 

エレクトロニクス機器 合計 デバイス エレクトロニクス機器 合計 

2005 2004 2005 2004 2005 2004 2005 2004 2005 2004 2005 2004

31 

 

12 

19

132 

8 

122 

2

105 

64 

41 

 

473 

314 

82 

77

136 

64 

53 

19

605 

322 

204 

79

245 

11 

65 

169

246 

13 

26 

207

457 

295 

20 

142

453 

296 

8 

149

702 

306 

85 

311

699 

309 

34 

356

5 

 

25 

 

 

162

 

 

 

 

 

31

11 

 

25 

 

 

641

6 

 

 

 

 

479

348 

201 

64 

6 

 

864

368 

269 

130 

6 

 

1,475

277 

241 

60 

4 

 

1,281

265 

167 

56 

4 

 

738

20 

68 

66 

 

 

611 

 

12 

74 

4 

 

 

543

 

 

12 

 

 

117

 

 

12 

 

 

148

地球温暖化対策 

オゾン層保護対策 

大気環境保全 

騒音・振動対策 

水・土壌・地盤環境保全 

廃棄物・リサイクル対策 

化学物質対策 

自然環境保全 

その他 

総計 

122 

8 

 

 

 

4 

28 

 

 

162

11 

 

3 

 

1 

 

 

 

16 

31

41 

 

51 

 

13 

 

12 

 

 

117

148 

 

28 

 

254 

43 

6 

 

 

479

52 

 

54 

 

14 

 

12 

 

16 

148

270 

8 

28 

 

254 

47 

34 

 

 

641

66 

 

3 

 

7 

379 

132 

6 

271 

864

53 

 

5 

1 

7 

376 

91 

3 

202 

738

29 

 

76 

 

206 

140 

104 

6 

50 

611

20 

 

74 

1 

204 

148 

3 

7 

86 

543

95 

 

79 

 

213 

519 

236 

12 

321 

1,475

73 

 

79 

2 

211 

524 

94 

10 

288

1,281

※対象範囲の詳細はWeb版68頁をご参照ください。 
※2005年度の会計処理は新たに環境費用に減価償却費（対前年比を比較可能とするため、 
　2004年度の減価償却費についても遡って計上）を計上して集計しています。 
※人件費は、平均単価を使用して算出しています。 

2005年度実績
1.事業活動別環境保全コスト 2.対策分野別環境保全コスト

対策分野別  
項    目 

対策分野別  
項    目 

地球温暖化対策 

大気環境保全 

水・土壌・地盤環境保全 

廃棄物・リサイクル 

化学物質・その他 

総    計 

設備投資額 環境費用 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

その他 

総    計 

化学物質 

自然環境保全 

52

54

13

1

28

148

当期の主な内容 当期の主な内容 

生産及び建築設備の動力系統トランス 
の電源容量の確保と省エネを図り、 
効率の高い省エネトランスを導入 

COF2シリンダーキャビネット、 
COF2ミキシング装置の導入 

TFT液晶パネルの更なる性能向上のため、 
CVD排ガス除害設備を増設 

排水処理水槽、中和槽の導入 

リサイクル品保管倉庫設備 

評価装置類・カシオ電子科技中山社員寮の 
屋上に太陽熱温水器を設置 

ボイラー変更、空調機リニューアル 

排ガス処理設備の維持・管理 

排水処理設備修繕 

トナー、ドラムセット回収及びリサイクル 

RoHS指令調査対応、Pbフリー製品の 
試作費用 

敷地内緑化 

環境報告書作成、ＩＳＯ維持管理、 
WEEE対応 

地球温暖化対策  

大気環境保全  

水・土壌・地盤環境保全  

廃棄物・リサイクル 

 95 

79 

213 

519

 1,475

 321

 12

 236

《設備投資》 《環境費用》
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3.環境保全対策に伴う経済効果 4.環境保全効果

売上環境効率として、CO2、廃棄物、PRTR法対象化学物質の環境効率は下記の通りとなっています。

生産増に伴う指標値の増減はありますが、引続き改善を目指します。

環境会計の集計範囲：カシオ計算機株式会社と国内・海外の連結子会社

参考ガイドライン：環境省「環境会計ガイドライン2005年版」

売上環境効率

部材等の再利用 

ダンボール・金属屑等の売却 

回収された使用済み製品、  
容器、包装の循環使用量 

総エネルギー投入量 

水資源投入量 

温室効果ガス排出量 

PRTR法対象化学物質排出量 

PRTR法対象化学物質使用量 

廃棄物総発生量 

総 排水量 

その他 排出量 

使用時のエネルギー使用量 

容器包装使用量 

単位 
効果の内容 

省エネルギー活動による  
エネルギー費用節減 

省資源活動による上下水道、  
コピー用紙購入費の節減 

省資源又はリサイクルに伴う  
廃棄物処理費の節減 

リサイクルによる事業収入 

顧客効果※3

その他（製品の小型化による物流費削減等） 

総    計 

2005年度 

▲ 184

19

1

263

133

242

21

7

27

環境パフォーマンス指標 

2005年度 2004年度 その差 

ＣＯ2

SF6

（内最終埋立処分量） 

BOD

COD

NOx

SOx

ばいじん 

原油換算（kＬ） 

千ｍ３ 

 

トン-ＣＯ2 

トン-ＣＯ2 

トン 

トン 

トン 

トン 

千ｍ3 

トン 

トン 

 

トン 

トン 

トン 

千GJ 

トン 

トン 

17,454 

523 

 

41,964 

0 

1 

0 

3,422 

619 

335 

11 

12 

 

118 

30 

2 

316 

13,065 

12,390

42,026 

2,792 

 

71,518 

18,714 

208 

37 

5,105 

6 

2,169 

23 

0 

 

20 

7 

0 

0 

511 

594

15,458 

466 

 

40,350 

0 

16 

0 

3,085 

1,051 

256 

7 

0 

 

83 

23 

2 

317 

12,350 

11,676

40,357 

2,551 

 

69,083 

16,551 

167 

29 

4,359 

11 

1,301 

19 

0 

 

16 

8 

1 

0 

483 

607

1,996 

58 

 

1,614 

0 

▲ 15 

0 

337 

▲ 432 

79 

4 

12 

 

35 

7 

1 

▲ 2 

715 

714

1,669 

241 

 

2,435 

2,163 

41 

8 

746 

▲ 5 

868 

4 

0 

 

4 

▲ 1 

0 

0 

28 

▲ 13

※表組みのなかで「その差」の計算結果が合わない場合がありますが、端数処理の関係です。 
※CO2の換算を環境省「事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガイドライン（平成15年）」の係数に変更し、遡って修正しています。 

（単位：百万円） 

エレクトロ 
ニクス機器 デバイス 

エレクトロ 
ニクス機器 デバイス 

エレクトロ 
ニクス機器 デバイス 

費
用
節
減 

収
益 

内
訳 

※1

※2

※1費用節減：売上増加率で調整換算しています。 
※2▲：▲は効果がマイナスを示しています。 
　主に生産量増加に伴う使用エネルギーの増加と原油価格高騰の大きな影響を 
　受けています。 
※3顧客効果：省電力の技術によりお客様で発生する環境効果を金額換算しました。 
（2004年度と2005年度の販売機種合計の年間使用消費電力量差）×電力単価 

売上環境効率  
（ＣＯ2） ＝ 

売上高（百万円） 

ＣＯ2排出量：トン-ＣＯ2
売上環境効率  
（廃棄物） ＝ 

売上高（百万円） 

廃棄物排出量：トン 
売上環境効率  

（ＰＲＴＲ法対象化学物質） ＝ 
売上高（百万円） 

ＰＲＴＲ法対象化学物質使用量：トン 

0

1

2

3

4

5

6

2005年度 2004年度 2003年度 

5.16 5.11 5.11

0

30

60

90

2005年度 2004年度 2003年度 

66
75

68

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2005年度 2004年度 2003年度 

2,927 3,055
2,777

※PRTR法対象化学物質：PRTR法（特定化学物質の環境への排出量の把 
　握等及び管理の改善の促進に関する法律）において定められた対象物質 

※トン-CO2：様々な温室効果ガスを二酸化炭素の量に換算してトン単位 
　で表示したもの 
※CO2換算係数を見直し、遡って修正しています 

2003年度 2004年度 2005年度 

連結売上高 
［百万円］ 

CO2排出量 
［トン-CO2］ 

523,528 559,006 580,309

101,374 109,432 113,482

2003年度 2004年度 2005年度 

連結売上高 
［百万円］ 

廃棄物 
総発生量［トン］ 

523,528 559,006 580,309

7,884 7,444 8,527

2003年度 2004年度 2005年度 

連結売上高 
［百万円］ 

PRTR法対象化学物質 
使用量［トン］ 

523,528 559,006 580,309

179 183 209

地球環境とカシオ
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地球環境とカシオ

地球温暖化防止への取り組み
事業活動に伴う温室効果ガスの削減に努めています。

京都議定書の削減目標を達成するため、国内・海外のグループ

会社ごとに削減目標を策定し、さまざまな取り組みを行っています。

2005年度の二酸化炭素排出量は、2004年度に比べて国内3.7

千トン（＋5.6％）増加しました。増加した要因として、デバイス事業で

あるカシオマイクロ二クス（山梨）のＣＯＦ生産や甲府カシオ（一宮）の

成形事業の拡大、エレクトロニクス機器事業ではカシオ電子工業の

トナー生産24時間体制への移行、および、電力からＣＯ2へ換算す

る係数を従来とは異なる方法で算出したことが挙げられます※1。

また、削減目標である実質生産高二酸化炭素（ＣＯ2）原単位は、

2003年度に比べて23％増加しました。

取り組み事例として、カシオマイクロ二クス（山梨）のフリークー

リングシステムと省エネ電源トランスの省エネ機器導入等があり

ます。

今後は、カシオマイクロ二クス（青梅）のコンプレッサを省エネタ

イプへ更新、高知カシオのデマンド制御（ピーク電力を抑える制御

をしながら省エネを図る）の実施などを計画しています。

2005年度の二酸化炭素排出量は、前年度に比べて4.6千トン増

加しました。これは、カシオ電子科技中山が2006年2月から新規稼

動を開始したこと、および国内と同様に電力からＣＯ2へ換算する係

数を見直したことが挙げられます。従来までは、「各国における発電

部門ＣＯ2排出原単位の推計調査報告書（2002年3月ＪＥＭＡ発行）」

を使用していましたが、今年度から同報告書（2004年3月）ＪＥＭＡ発

行」を使用しています。

施策としては、カシオインクでは、熱を再循環するファンを設置し

て天然ガス20％相当の削減や省エネ機器を使用することで年間

163.8ｋWｈの電力を削減しています。さらに、カシオタイでは、屋根

を断熱処理するなどの省エネ対策を実施しています。

ＳＦ6は地球温暖化係数が23,900倍と高いため、排出量を削減

することが重要な課題です。

高知カシオでは、ＴＦＴ製造工程のドライエッチング工程で使用

されるＳＦ6（六フッ化硫黄）を削減するためにさまざまな施策を実施

しています。

2005年度は使用量が前年度に比べて0.2トン増加しました。こ

れはＴＦＴ液晶の生産増によるものです。

削減目標である2000年比では、270％増加であり、2010年まで

に2000年と同等という目標は高いハードルとなっています。

2005年度は、その目標を達成するために、

1.ＳＦ6を温暖化係数の小さな代替ガスに変更

2. 除外装置の導入

について検討を行いました。2007年度末までにはどちらの方法を

採用するか結論を出す予定です。

国内

その他の温室効果ガス削減

海外

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 
0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0

 
0.20

 0.22

 0.24

 
0.26

0.30

0.28

（トン-CO2／百万円） （千トン-CO2） 

57.8
62.8 67.8

68.2 69.0 71.5

CO2排出量と実質生産高原単位の推移（国内） 
デバイス事業 エレクトロニクス機器事業 

15.3 15.2 12.9 13.7 16.6 17.8

0.23

0.30
0.29

0.27
0.25 0.24

実質生産高原単位 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 

トン-CO2（CO2換算） トン 

CO2以外の温室効果ガス（SF6）使用量・排出量と 
CO2換算排出量の推移 

SF6使用　　　SF6排出　　　　SF6排出（ＣO2換算） 

0.58
6,931

6,585

14,200
15,200

16,551

18,700

0.59 0.64 0.69
0.79

0.29 0.23

0.55

1.19
1.28

1.39
1.57

0

5,000 0.32

0.33

0.34

0.35

0.37

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

CO2排出量と生産高原単位の推移（海外） 

0.36
0.37

0.34

0.32

非生産系 生産系 生産高原単位 

2002年度 

3,280

11,800

2003年度 

4,740

14,747

2004年度 

5,774

18,024

2005年度 

5,697

18,562

トン-CO2
（トン-CO2／百万円） 

※1：従来までは、環境行動目標の基準年度が1990年度であったことから、国内
は電機・電子業界「地球保全のための自主行動計画」の換算係数を使用
していましたが、基準年度が見直されたことにより、国内は「事業者からの温
室効果ガス排出量算定方法ガイドライン（試案Ver.1.6）」を使用しています。
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国内拠点では、大気汚染物質の法定基準値を順守するため、自

主基準値を設定し、定期的（年2回）に測定を行っています。海外

拠点では、法定基準値が設定されている場合は、定期的（年1回）

に測定を行っています。いずれも法規制値を順守しています。

2003年度以降、国内エレクトロニクス機器事業の大気汚染物

質排出量が大きく増加した理由は、山形カシオにおけるコジェネレ

ーションシステムの導入および本格稼動したためです。

カシオマイクロニクス（青梅）では、冷温水発生器の燃料をＡ重

油から都市ガスに変更することで、ＳＯｘの排出量を2004年度に比

べて1.4トンから0.8トンに削減しました。

Ａ重油から都市ガス、灯油、ＬＰＧなど大気汚染物質のより少な

い燃料への代替を検討します。

2005年度は、目標である2005年度までに国内生産拠点におけ

る水使用量の生産高原単位を5％削減する（2000年度比）に対し

て、34％の増加となりました。

これは、分子となる水使用量が3,311千ｍ3と2004年度に比べ

て301千ｍ3増加し、分母となる生産金額がＴＦＴ液晶の単価下落

より、小さくなったためです。

また、2005年度の循環水利用量は249千ｍ3で、水使用量の

7.5％にあたります。

■国内生産拠点：2008年度までに実質生産高原単位で10％削減

（2000年度比）

■海外生産拠点：2008年度までに生産高原単位で5％削減（2004

年度比）

を達成するために取り組んでいきます。

国内拠点では、水域汚染物質の法定基準値を順守するため、自

主基準値を設定し、定期的（年2回）に測定を行っています。海外

拠点では、法定基準値が設定されている場合は、定期的（年1回）

に測定を行っています。いずれも法規制値を順守しています。

2005年度のＢＯＤ値が2004年度に対して増加したのは、排水量

の増加とカシオタイの測定値を

加えたことによります。また、デ

バイス事業のＢＯＤ値が全体の

ＢＯＤ値の68％を占めています。

これからも法規制値を順守

すべく取り組んでいきます。
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地球環境とカシオ

大気・水質汚染防止と用水使用量低減
SOx、NOx、ばいじん、BOD等の排出量の削減や、

用水使用量の削減に取り組んでいます。

大気汚染物質（ＳＯｘ，ＮＯｘ、ばいじん）の
削減について

用水使用量の
削減について

SOx 排出量

ばいじん排出量

0
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15

20
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30

35

40

2005年度 2004年度 2003年度 2002年度 

Ｓ
Ｏ
ｘ
排
出
量（
ト
ン
） 

BOD 排出量
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60

90

120

150

Ｎ
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ｘ
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ン
） 

2005年度 2004年度 2003年度 2002年度 

0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

ば
い
じ
ん
排
出
量（
ト
ン
） 

2005年度 2004年度 2003年度 2002年度 

NOx 排出量

定期的な排出量測定と法規制順守

排出量の推移

今後の取り組み

定期的な排出量測定と法規制順守

排出量の推移

今後の取り組み

2005年度の実績

今後の取り組み

0
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15
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Ｂ
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Ｄ
排
出
量（
ト
ン
） 

2005年度 2004年度 2003年度 2002年度 

国内エレクトロニクス機器事業 

国内デバイス事業 

海外エレクトロニクス機器事業 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500 0.009

0.008

0.007

0.006

0.005

0.004

0.003

0.002

0.001

0

千 m 3 千 ／百万円 m 3

2005年度 2004年度 2003年度 2002年度 
250

13

2,121
2,468 2,545

180

2,792

194

0.0085

0.0072
0.0076 0.0079

254

13

274

11

318

11

0.0062

0.0050

0.0041 0.0043

170

水使用量ー国内  エレクトロニクス機器事業 

水使用量ー国内  デバイス事業 

水使用量ー海外  非生産系 

水使用量ー海外  生産系 

実質生産高原単位（国内） 

生産高原単位（海外） 

168

水使用量と実質生産高・生産高原単位の推移（国内・海外）

水域汚染物質（ＢＯＤ）の
削減について

国内エレクトロニクス機器事業 

国内デバイス事業 

海外エレクトロニクス機器事業 

2005年度は土壌汚染に関す

る事象の発生はありませんでした。
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地球環境とカシオ

化学物質の管理と使用量の削減
化学物質に関する法規制を順守し、適正な管理のもとに

使用量削減に取り組んでいます。

化学物質のリスク管理と削減方針

化学物質のリスク管理は、製造工程で使用される化学物質と製

品に含有される化学物質のリスク管理に分けられます。

１. 製造工程で使用される化学物質のリスクとは、

・製造に従事する方の健康への影響

・近隣住民、地域への健康や環境への影響

２. 製品に含有される化学物質のリスクとは、

・お客様が製品を使用される際の健康への影響

・廃棄処理された後の環境への影響

であり、これらのリスクを適切に管理し、リスクの少ない化学物質

への代替を進めていきます。

カシオで使用するPRTR法対象化学物質は16種類あります。こ

の中でデバイス事業が14種類の化学物質を使用しており、使用量

も約99.7％を占めています。

デバイス事業の特徴として、納品先から要求される化学物質の管

理項目が多いことが挙げられます。

カシオマイクロニクスでは、このような要求に応えるために、2005

年11月に独自の化学物質管理情報を開示するシステムを構築しま

した。これは、納品先に納める製品および製造工程で必要な資材

に含まれる化学物質の管理レベルをA、B、C、Eの4種類に区分し、

調査を行うもので、その調査結果をもとに、社内ホームページの化

学物質管理情報へ登録しました。

さらに、2006年2月には、この化学物質管理情報へ登録された

内容をカシオマイクロニクスの基幹管理システム（ＡＳ100）へ新規

登録できる化学物質管理システムを構築しました。これにより、登

録された資材に含有されている物質別使用量、該当する法規制の

把握や監視を効率化することが可能になりました。

カシオは、高圧コンデンサー19個、小型安定器258台のPCB含

有機器を羽村技術センター、八王子技術センターおよび甲府カシ

オ（本社）において、法律で決められた方法で保管しています。

羽村技術センター、八王子技術センターで保管している高圧コ

ンデンサー13個、小型安定器258台については、すでに日本環境

安全事業（株）のエリア別事業開始にあわせて無害化処理を2007

年度までに、甲府カシオ（本社）で保管している高圧コンデンサー6

個についてもエリア別事業開始にあわせて、2008年度までに無害

化処理を完了する予定です。

EUのRoHS指令に対する対応は2005年末

で完了しました。

今後は、資源有効利用促進法の改正によっ

て義務づけられたJ-Moss（特定有害物質の含

有状況の表示）および北米や中国でのRoHS

指令相当の法規制（鉛、カドミウム、水銀、六

価クロム）やREACH指令についても、廃除お

よび登録に向けて取り組んでいきます。

2005年度、飛散性アスベストの調査を、国

内で所有する建物を対象に行いました。その

結果、4箇所（羽村技術センター、甲府カシオ

（本社）、カシオ日立モバイルコミュ二ケーショ

ンズ、湯河原保養所）で飛散性アスベストが

確認されました。ただし、規定値を超えるよう

な飛散はいずれも認められませんでした。

これら4箇所についてのアスベト除去作業を

2006年末までに終える予定です。

2005年度PRTR対象化学物質の取扱量と排出量・移動量

PCB含有機器の管理と処理

石綿（アスベスト）への対応

有害化学物質の廃除および登録

2-アミノエタノール 

アンチモン及びその化合物 

ビスフェノールA型エポキシ樹脂 

エチルベンゼン 

エチレングリコール 

N,N-ジメチルホルムアミド 

キシレン 

酢酸2エトキシエチル 

有機スズ化合物 

チオ尿素 

銅水溶性塩 

トルエン 

鉛及びその他の化合物 

ニッケル化合物 

フッ化水素及びその水溶性塩 

オクチルフェニルエーテル 

　　　　　　　　　　合計 

16 

25 

30 

40 

43 

58 

63 

101 

176 

181 

207 

227 

230 

232 

283 

308

2 

 

 

1 

1 

 

1 

3 

1 

1 

1 

 

 

1 

1 

1

36.75 

0.3 

0.05 

9.38 

4.36 

0.18 

42.23 

17.42 

5.51 

30.54 

47.99 

0.37 

0.46 

1.2 

8.18 

3.65 

208.57

0.07 

 

 

4.12 

 

0.07 

20.36 

10.16 
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0.04 

 

35.02
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1.71

13.61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.61

2.56 

0.3 

 

3.88 

4.36 

0.11 

21.87 

7.26 

5.51 

30.53 

 

0.17 

 

1.2 

6.54 

3.65 

87.94

 

 

0.05 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.44 

 

 

 

0.49

20.51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.86 

 

0.02 

 

 

 

68.39

第1種指定化学物質名 物質番号 取扱量 消費量 リサイクル量 除去処理量 
排出量 

大気 公共用水域 
1トン以上の 
取扱事業所 

移動量 
廃棄量 

PRTR法対象化学物質の管理

（単位：トン）

〈カシオマイクロニクスの例〉

 No. 製品名 環境区分 CAS＃ 対処すべき法律 

 1 ○○○ A 7439-92-1 RoHS指令 

 2 ○○○ A 7439-92-1 RoHS指令 

 3 ○○○ B 7664-93-9 労安法 

環境管理 
No. 事業区分 製品名 資材コード MSDS 化学物質 

含有調査票 
法令別対処 
マニュアル ICPデータ カタログ 

非含有 
保証書類 

0001 

0002 

0003

123 

456 

789

B 

B 

B

○○○ 

△△△ 

◎◎◎ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

A：禁止物質

B：削減物質

C：管理物質

E：一般物質

化学物質管理システム

購入資材の実質B区分以上の対処すべき法規（調査結果）
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廃棄物発生量・最終埋立処分量の削減
廃棄物の発生量と最終埋立処分量を削減するために

ゼロエミッションを進めています。

・2005年度までに国内拠点でゼロエミッションを達成

・2005年度までに廃棄物発生量を生産高原単位で30％削減

（2000年度比）

■ゼロエミッションの達成

新たにカシオマイクロ二クス（青梅）とカシオソフトの2拠点／事

業所がゼロエミッションを達成しました。これで、デバイス事業に関

係する全事業所で達成したことになり、全体では目標対象である

16拠点のうち、13拠点でゼロエミッションを達成しました。

■廃棄物発生量の削減

生産高原単位は2000年度と同等になりました。

生産高原単位の分子である廃棄物発生量は2004年度に比べ

て908トン増加しています。特に、デバイス事業での廃棄物発生量

が746トンと大幅に増加しています。これは事業活動の増大に伴

い、廃棄物の発生量が増加したためです。

これに対して、分母となる生産金額はTFT液晶の単価下落など

で小さくなっています。

また、最終埋立処分量は、27トン削減されました。

削減された理由として、デバイス事業における積極的な再資源

化への取り組みがあります。高知カシオではエコセメント化、甲府

カシオでは再資源化処理委託先の選定などです。

さらに、廃棄物発生量を国内と海外に分けてみると、2005年度

8,527トンのうち国内6,695トン（78.5%）、海外1,832トン（21.5％）

です。

最終埋立処分量は2005年度625トンのうち国内74トン（11.8％）

海外551トン（88.2％）です。

■国内拠点

廃棄物発生量の実質生産高原単位を2008年度までに40％削

減（2000年度比）

■海外拠点

廃棄物発生量の生産高原単位を2008年までに10％削減

（2004年度比）に対しては、グラフに示す目標で削減に取り組み

ます。

2005年度の目標（国内）

2005年度の実績（国内）

今後の目標
2000年度を1とした場合に対して各年の生産高原単位の推移 

廃棄物発生量・埋立量と生産高原単位の推移（国内） 

0.60
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デバイス事業－埋立量 
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1,4281,6291,3922,389
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3,885 4,944 5,131
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0.034 0.031 0.035

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 
1.10

0.90

0.70

0.50
2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 

基準年（2000年度）を1とした場合に対して 
目標年度（2008年度）までの 
実質生産高原単位の目標値 

1.00
0.86

0.76

0.96

0.69

0.72
0.60※ 

※2008年度の日銀国内企業物価指数（電気機器）はカシオ予測 

［国内拠点］ 

0.80

1.00

1,20

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 

1.00 0.98
0.90

基準年（2004年度）を1とした場合に対して 
目標年度（2008年度）までの 
生産高原単位の目標値 

［海外拠点］ 

廃棄物発生量と最終埋立処分量の推移（国内と海外の合計） 

0
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1,832

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 

海外－最終処分埋立量 

国内－最終処分埋立 

海外－廃棄物発生量 

国内－廃棄物発生量 
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地球環境とカシオ

物流における環境配慮
モーダルシフトなどによる物流効率化を通じて、

環境負荷の低減に積極的に取り組んでいます。

カシオでは、お客様への物流サービスの向上と同時に、環境にやさ

しい物流を目指すという方針のもと、環境負荷の低減に努めています。

■目標：2007年度までにＣＯ2排出量を売上高原単位あたり50％

削減（対2000年度比）

■2005年度実績

2005年度のＣＯ2実績は排出量で前年比97.2％、売上高原

単位で前年比94.8％となりました。

2000年度比では売上高原単位で40％削減しました。

■目標：2007年度までにＣＯ2排出量を売上高原単位あたり5％削

減（対2004年度比）

■2005年度実績

2005年度のＣＯ2実績は排出量で2004年度比100.6％とほぼ

横ばいですが、売上高原単位で見ると2004年度比96.9％と約

3％の削減となりました。

本年4月より施行された改正省エネ法への対応に伴い､カシオ

全体の輸送量を把握する必要が出てきました。

今後は､まず現在把握しきれていないシステム製品の出荷およ

び部品等､完成品以外の出荷についても本年度の把握ができるよ

うにするとともに2007年度（国内、海外）の目標達成に向けた拠点

統廃合､モーダルシフト等の推進を進めていきます。

海外物流における取り組み

国内物流における取り組み

国内物流に伴うCO2排出量/売上高原単位の推移

2005年度地域・ルート別CO2排出量

●売上高原単位推移

0.5
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1.5

2.0

2005年度 2004年度 2003年度 2000年度 

（単位：トン -CO2／億円） 

1.6
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●CO2排出量推移
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401

鈴鹿→得意先 

配送Ｃ→得意先 

鈴鹿→配送Ｃ 

工場・港→鈴鹿 

（単位：トン -CO2） 

4,323

3,279 3,417 3,321 従来 今回（2005年～） 

北米向け西海岸経由 
SEA&RAILを 

ALL WATERに変更 

欧州向けAIRを一部 
ドバイ経由SEA&AIRに変更 

取り組み事例
■欧州向け輸送

欧州向けＡＩＲ便の一部をドバイ経由のＳＥＡ＆ＡＩＲに変更

することによりＣＯ2を削減しました。

■北米向け輸送

米国東海岸への輸送（現行ＳＥＡ＆ＲＡＩＬ）にALL WATER

を採用し、ＣＯ2を削減しました。

北米 

欧州 

日本 

中国 

ASEAN 

計 

11,751 

10,198 

3,126 

134 

118 

25,327

28,812 

31,695 

8,718 

211 

0 

69,436

1,611 

0 

0 

0 

0 

1,611

42,174 

41,892 

11,844 

345 

118 

96,373

SEA AIR RAIL 計 

※完成品のみ 

単位：トン -CO2

※国内完成品のみで、システム製品の出荷分も除く

※グラフの中で合計が合わない場合がありますが、端数処理の関係です。

取り組み事例

製品設計、梱包設

計の改善によりコン

テナ積載効率を2倍

に改善しました。

今後の取り組み

製品設計、梱包設計の改善により積載効率が2倍になる。
よって中国工場からの輸送コンテナ数は半分になる。 

現行プリンタの 
コンテナ積載数 

78台（2005年） 

新型プリンタの 
コンテナ積載数 

162台（2006年） 
■プリンタ梱包箱改善
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地球環境とカシオ

包装材における環境配慮
環境適合包装を実現するため

包装材の改善を進めています。

カシオが目指す「環境適合包装」を実現するため、製品や物流

方式に応じた「最適な輸送包装の荷姿」や廃棄される包装材の減

量化に取り組みます。

具体的には、包装の構造・形式の開発や製品強度を適正に把

握することで包装材の小型・軽量化を図るとともに、再生材の使

用とリサイクルの容易化を積極的に進めていきます。

カシオ環境保全委員会の中にある包装専門委員会と実行部門

で構成されます。

2000年度から、包装材総使用量のデータベース化を図るととも

に、2007年度までに2000年度比で売上高原単位30％削減を目標

に活動を展開しています。

2005年度は、売上金額が2004年度比3.8％増に対し包装材総

使用量は1.1％増、その結果売上高原単位2.14となり、2004年度

比2.1％減となり、2000年度比で22.6％減になりました。

■デジタルカメラの包装改善

従来までは、包装箱を国内仕様と海外仕様別々に設計していま

したが、今回包装箱を共通化することで、以前に比べて包装材使

用量を36％削減、箱容積も

15％削減することができまし

た。さらに、共通化に伴う包装

材料の発注や包装組立の効率

化も図ることができました。

■ページプリンタの包装箱改善

製品の小型化に伴い、包装においても従来に比べ箱容積で

40％削減、付属品包装箱も

37％削減しました。また、輸送

コンテナへの積載数も78台か

ら162台になり輸送効率を向上

させることができました。

●箱の開けやすさ、製品の取り出しやすさ、廃棄処理のしやすさ

といった「ユニバーサル包装」を実現します。

●包装形態の多様化から樹脂素材の使用量が増加している販売

促進用ディスプレイ包装において、多様な包装形態を共通化さ

せ、樹脂使用量の削減を図っていきます。

●製造からお客様へお届けするまでの物流工程の効率化・合理化

と合わせた最適な包装形態のあるべき姿を追求します。

環境適合包装を実現するための方針

環境適合包装を実現するための組織

2005年度の活動結果

2005年度包装改善活動事例　

包装材総使用量と売上高原単位の推移

●包装専門委員会
環境行動目標の包装材に関する目標を策定（Plan）、結果を評

価（Check）し、見直し（Action）を行います。

●実行部門
開発本部、デバイス事業部、カシオ日立モバイルコミュ二ケーシ

ョンズで目標を実施（Do）します。

包装専門委員会　活動方針
【主旨】
持続可能な社会に向けた環境保全活動で重要な位置を占める

のが、包装廃棄物の減量化です。カシオは地球にやさしい包装を
作ることが重要であり、企業が取り組むべき社会的責任である
と考えます。

【方針】
１. 環境適合包装に向けた環境行動目標の策定と運用・評価
２. 環境適合包装の開発支援と技術の共有化・活用
３. 各国環境包装法規制への対応
４. カシオ包装材総使用量の把握
５. 包装品質ガイドラインの策定

【運用】
包装専門委員会の開催は、四半期毎

【活動内容】
１. 省資源、再生資源の利用：再生紙、非木材紙、再生樹脂の
採用

２. 包装材の削減：減量化、小型化
３. 材料の安全性：有害物質含有規制順守
４.リサイクル性：単一素材の利用、廃棄の容易性、包装表示規
定の順守
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3.0包装材総使用量（トン） 売上高原単位 （単位:トン） 
2.76

10,627 10,708 12,155 12,284 12,422 13,60012,270

2.78

2.43 2.32 2.20 2.14
1.94

他の海外向け 

米国・日本向け 

共通箱 

今後の取り組み

※包装材総使用量の対象となる材料は、紙系、段ボール、発泡スチロール、プラ
スチック系素材です。

改善前（左）と改善後（右）
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環境コミュ二ケーション／ディスクロージャー

カシオはさまざまなステークホルダーとの対話を通して、持続可

能な社会を築くべく努力をしていきます。さらに、われわれ人類を

含む生物多様性の保護に向けての環境保全活動、資源、大気な

ど地球を取り巻く環境の保全を積極的に進めていきます。

カシオはさまざまな立場の人々が環境問題について考え、それ

ぞれのスタイルでエコライフを実現するための学習ができる国内最

大の環境総合展示会エコプロダクツ展に初年度（1999年）より毎

年出展しています。カシオブースでは環境に配慮し、ブース自体も

エコ素材（エコパレットハルカラー・モイス）にこだわり、コア・コンピ

タンスである「小型・軽量・薄型・省電力」技術を生かした環境に

配慮した製品「カシオグリーン商品」の展示を中心に、カシオグル

ープ全体の環境に対する取り組みを紹介しました。今回は子供た

ちに電卓の組立実習を通じてモノづくりを体験する企画を設けまし

た。また、メインステージでは、カシオグループの環境に対する取

り組みを分かりやすいビデオで紹介しました。

2006年度のエコプロダクツ展にも参加する予定です。

今年で2回目を迎える「教員の民間企業派遣研修」において、

CSR報告書2005を読む会を2005年8月に本社で開催しました。

企業と学校という関係では、日頃お会いして話をするという機会

が少ないことから、カシオの環境活動に対する理解を少しでも深め

ていただくために、実際に製品を手に取っていただきながら、カシ

オグリーン商品が作られていくモノづくりの過程を説明しました。

先生方の感想としては、Ｋids ISO14000プロブラムの活動や環境

教育への関心、教員として社会的責任が今日問われているなどの

感想をいただきました。

今後もこのような研修を積極的

に受け入れていく予定です。

国内サイトを2006年3月に、海外サイトを2006年6月にリニューア

ルしました。特に、国内サイトは日経パソコン主催「ユーザビリテ

ィランキング」で7位にランクされました。これはユーザビリティ（使

いやすさ）とデザインが評

価されたものです。環境

ウェブも同様にリニューア

ルし、「地球環境とカシオ」

から環境活動の最新情報

をお知らせしています。

環境コミュ二ケーション・
ディスクロージャーの考え方・方針

展示会への参加　
（エコプロダクツ2005）

ＣＳＲ報告書を読む会を開催

Webによる情報発信

「地球環境とカシオ」のWebサイト

Ｉhttp://www.casio.co.jp/csr/env/

エコプロダクツ2005

環境配慮型製品パネル

電卓の組立実習

持続可能な社会を目指して、

カシオはステークホルダーとのコミュニケーションを積極的に進めています。

Webサイト

2005

2006

6 

6 

2

　山形カシオ 

　カシオマイクロニクス 

　カシオマイクロニクス 

　羽村技術センター 

環境保全推進賞山形県知事賞 

電気安全使用合理化最優秀賞 

電気使用合理化優秀賞 

　山形県 

　多摩電力協会 

　関東地区電気利用合理化委員会 

年 月 事業所・拠点 受賞・表彰名 表彰の主体 

2005年度の主な受賞・表彰

CSR報告書を読む会

地球環境とカシオ
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従業員とカシオ

カシオは倫理行動規範において「私たちは、お互いを尊重し、

差別のない協力しあう行動を大切にします。一人ひとりの人権を

尊重し、性別・信条・宗教・人種・社会的身分や身体障害等を理

由にした差別的言動や嫌がらせを排除し、個人のプライバシーを

守ります。」と掲げています。これはカシオの人材採用におけるもっ

とも重要な価値判断基準の一つであり、今後もこの考え方のもと、

雇用機会を可能な限り継続的に創出し続けるよう努めていきます｡

その一方で、従来グループ外に発注していた業務をグループ内

に取り込むことにより、“グループ内雇用確保”にも努めています。

カシオは上記の考え方・方針に基づき、労働市場を取り巻く環

境や社会の変化にも対応しながら、一人ひとりの人権・人格を尊

重し、性別・信条・宗教・人種・社会的身分や障害などに関わらず、

働く意欲のある方を受け入れています。

また、経団連の「新規学卒者の採用・選考に関する企業の倫理

憲章」に賛同し、就職活動時期の著しい早期化による学業への影

響を最小限にとどめ、土曜日や参加しやすい時間帯を設定するな

ど、より多くの機会提供に努めています。2005年度は、学生がより

仕事に対する理解を深めるためのセミナー開催や、採用情報ホー

ムページの内容充実、職種別採用の拡充、地域別選考会の拡充

など、学生の視点に立った活動を積極的に展開。この結果、女性

の採用も大幅に増加し、女性13名を含む66名の新卒採用（2006

年春入社）、女性2名を含む8名の中途採用を行いました。

強い意志をもって、果敢に挑戦し続ける方と一緒に、夢を実現

したい――カシオは障害の有無にかかわらず、チャレンジ精神にあ

ふれ、創造性を発揮して働きたいという意欲ある方を募集していま

す。現在当社で勤務中の障害者の方は50名（全従業員の1.27%）

ですが、法定雇用率早期達成に向けて障害者雇用5ヵ年計画を策

定し、2005年度は、職場実習を実施するなど、相互理解を図りな

がら積極的な活動を展開。この結果、6名の採用を実現しました

（2006年春入社）。

また、一人ひとりの能力・適性を最大限に発揮できるよう、社内

環境の整備を進めており、羽村と八王子の各技術センターにおけ

る身障者用トイレの設置や、車両通勤の実施など、今後も“誰も

が働きやすい職場環境づくりと障害者雇用”を推進していきます。

カシオでは、定年退職される社員に対する就業機会の提供と、

社員の蓄積したスキル・ノウハウのグループ内有効活用を目的とし

て、2001年より「カシオ・シニアスタッフ・プログラム（CSP）」を運営

しています。CSPでは、定年退職後も就業意欲を持ち、健康状態

が良好で、知識・技能がカシオグループで活用できると見込まれる

方について、グループ内の派遣会社に登録していただき、定年後

もグループ内で活躍して

います。また、2006年度

からは「シニア社員制度」

を国内の全グループ会社

で導入し、定年後の雇用

機会も拡大していく予定

です。

人材採用の考え方・方針

雇用機会の創出
一人ひとりの人権を尊重し、性別や障害の有無などを問わず、

雇用機会の継続的な創出拡大に努めています。

人材採用の取り組み

障害者雇用の推進

高齢者雇用の推進
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3,008人 

399人 373人 354人 333人 304人 362人 
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4人 

6人 

8人 
9人 

11人 

日本 56％ 

北米 2％ 欧州 4％ 

アジア 38％ 

カシオグループ従業員数12,673人 

男女別従業員数推移（単体） ●男性　■女性

男女別定期採用数推移（単体） ●男性　■女性

高齢者雇用人員数推移（単体）

男女別平均勤続年数推移（単体） ●男性　■女性

国内外地域別従業員（2006年3月31日現在） 身障者採用情報Webサイト
http://www.casio.co.jp/saiyou/career2/policy.html
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カシオの人事制度は、「公平／公正」でかつ、経営理念の「創造

貢献」を実現するため、周辺環境の変化に合わせ、常により良い

あり方を求め見直しを行っています。

学歴や年齢、勤続年数等にとらわれず、仕事を通じて発揮した

能力に応じて処遇する「能力主義」、与えられた役割における成果

によって格付け、処遇する「役割／成果主義」を基本方針に、社員

の成長・活性化と会社の成長を、最高の状態で両立することを目

的としています。

カシオの人事制度体系は「格付制度」「評価制度」「処遇制度」

という3つの制度から成り立っています。

「格付制度」は人事制度のベースとなるもので、一般社員には

職務遂行能力の伸長に応じて昇格を行う「資格制度」が、幹部社

員には役割・成果に応じた等級格付けを行う「専門職制度」が、そ

れぞれ適用されます。

「評価制度」は、目標管理による目標達成度評価、職種別の仕

事ぶり評価、部門への貢献度評価の3つの観点から5段階の相対

評価を行い、処遇に反映させます。また、上司との面談による納

得性の高い評価に努めています。

「処遇制度」は、「能力主義に基づく競争力のある給与」を方針に、

資格別範囲給を適用しています。昇給は評価・給与水準別にバラ

ンスの取れた配分を行い、賞与については評価に基づくメリハリ

のある配分を行っています。

カシオの人材開発は「挑戦意志に溢れる創造的人材の育成」と

「早期の専門分野確立によるプロ化」を目的として、さまざまな制度

を整備しています。

カシオの考える「プロ人材」とは、「当社の企業文化を継承する

戦略的ゼネラリスト」「当社の固有技術を継承するスペシャリスト」

という2つの側面があります。

そして、この様な人材を育てるため、「人は仕事を通じて成長す

る」「成長の源泉は自らの意欲」という理念のもと、常に新しい能力

が要求される環境を用意し、自己の意志と努力で乗り越えさせる

ことで、成長・スキルアップを支援しています。

このため、カシオの人材開発体系は、OJT、即ち実務を通じた

スキルアップを重視し、Off-JTとして提供するさまざまな研修制度

は、理論の体系的な習得など、補完的な位置づけとしています。

考え方・方針

人材の登用と活用
「能力主義」と「役割／成果主義」を基本に、

公平・公正な人材登用による健全な企業風土を実現します。

人事制度体系

人材開発体系
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部門長キャリア 
アップ研修 

新任マネジャー 
研修 

マネジャー 
多面評価制度 

キャリア開発 
研修 

フォロー研修 

新入社員研修 

所属長キャリア 
アップ研修 
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統轄部長 
主席 

部門長 
副主席 

所属長 
主管 

上級職 
初級職 

副主管 

主事補 

統括職 

企画職 

４等級 

３等級 

２等級 

１等級 

現職プロ化施策 適性配置施策 選抜型研修 階層別研修 
スキル 
選択型 その他 

表彰制度 
Ｏｆｆ－ＪＴ ＯＪＴ 

人材開発体系図

従業員とカシオ
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従業員とカシオ

カシオは全ての従業員がその能力を十分発揮できるよう、従業

員全員にとって働きやすい職場環境づくりに努めています。

その一環として、従業員の年間労働時間短縮に努めるとともに、

育児や介護などの家庭の事情や女性の就業にも配慮した支援制

度の充実に取り組んでいます。

カシオは従業員の年間労働時間短縮に向けて、有給休暇を積

極的に取得できる環境・風土づくりを推進しています。

2005年度は年間で21.9日の有給休暇を支給し、取得率は

58.4%（有休取得日数：10.4日、半休取得回数：4.8回）でした。

（カシオ計算機単体での実績）

また、失効する年次有給休暇の一部を積み立てることで、私傷

病や家族の看護など万一就業できない事態への備えとする「積立

休暇制度」を実施。さらには従業員に対して、勤続10年毎に5日間

のリフレッシュ休暇を支給しています。

カシオでは、就業規則に則り、１歳未満の子供を養育する社員

を対象とした「育児休業規程」を1996年に制定。以降、法制や環

境の変化に応じて改定を行っています。また、要介護状態にある

家族を介護する社員に対しても、同様に「介護休業規程」を定めて

います。こちらも1999年の制定以降、逐次改定を行っています。

カシオでは、経営層と労働組合との定期的なコミュニケーション

を通じて、従業員の経営参画の意識向上と、労使の緊密な意思

疎通を図っています。

労使間コミュニケーションの中心となるのが、年2回（9月、2月）

開催される「労連労使会議」です。ここでは、カシオグループ全体を

対象とした労使の意見交換が行われます。この他にも、「中央労使

懇談会」や「事業労使懇談会」「営業支部労使懇談会」など、さま

ざまな規模・範囲で緊密なコミュニケーションが取られています。

なお、2005年度末時点で、カシオ計算機および国内グループ会

社全従業員7,135名のうち4,641名が労働組合に所属しています。

カシオ計算機は従来から、社員全員が働きやすい環境をつくる

ことによって全ての社員がその能力を十分に発揮できるよう、育児

休業、介護休業など各種の休暇制度を整備してきました。

2005年4月からの「次世代育成支援対策推進法」施行を踏まえ、

仕事と家庭の両立をより一層支援できるよう、「次世代育成支援専

門委員会」を発足させ、以下の行動計画を推進しています。

＜行動計画（2005.4.1～2007.3.31）＞

目標１：社員が休暇を取得しやすい環境作り

目標2：育児休業・介護休業等（休業および短時間勤務制）の

取得しやすい環境作り

目標3：育児休業後の職場復帰の円滑化

目標4：従業員の意見を行動計画へ反映できるシステムの構築

2005年度は、有給休暇の取得率向上を図るための計画的な有

給休暇取得促進を進める一方、育児時間短縮勤務制度の小学校

就学始期までの拡大、配偶者の出産時や母性保護に関する休暇

制度を充実させるなど、社員のニーズを反映させた改善に取り組

みました。

2006年度は、全社員に対する意見聴取を行い一層の制度充実

を目指すとともに、社員のニーズを鑑みた制度企画／Webによる

社員への情報提供／全管理職層に対する次世代育成支援に関

する教育等を計画しています。

職場環境整備の方針

働きやすい職場環境の提供

労使間のコミュニケーション

働きやすい職場環境の提供
全ての従業員が十分に能力を発揮できるよう、

環境・体制整備を推進しています。

休暇制度

育児休業・介護休業

2001年度 2000年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 

16人 
19人 

15人 

19人 
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31人 
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仕事と家庭の両立支援をさらに推進

次世代育成支援専門委員会活動報告

育児休業取得者数推移（単体）
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カシオは、労働安全衛生法をはじめとする各種法律や当社就業

規則に基づき､「従業員の健康保持・増進」と「労働災害の原因究

明及び再発防止」のため、従業員が安心して働ける環境整備をグ

ループ全体で推進しています。なお、海外グループ会社においても、

当該国の法規制を順守して、同様に対策を行っています。

カシオでは、労働安全衛生法に基づき､毎月「安全衛生委員会」

を設置し、産業医・衛生管理者・労使双方の委員により、従業員

の心身の健康保持・労働安全確保に向けた施策を推進していま

す。2005年度は、特に厚生労働省の「快適職場指針」に基づき、

快適職場推進計画の作成を推進し、本社では2006年1月25日付

で「快適職場推進計画認定事業場」の認定を受けましたので、今

後、実現を図っていきます。

また、労働衛生教育、労働衛生関係業務をさらに推進するため、

「衛生管理者」の養成を行っています。

羽村技術センター・八王子技術センター等各事業所では、定例

の安全衛生委員会を通じて、安全対策の諸施策に取り組んでおり、

グループ会社においても同様に、定期健康診断を実施し、メンタ

ルヘルス講習会等を開催するなど健康管理に努めています。

カシオでは、全従業員を対象に年1回の健康診断を実施してお

り、検診項目の拡充に努めるとともに、二次検診・フォローアップ

にも注力しています。

なお、本社・各事業所内には診療所（内科・歯科）を開設し、医

師が社員の健康管理に当たっており、本社では、2005年度は健

康診断を7月に実施（924名が受診）し、受診率100％を継続しま

した。

また、健康の保持・増進と生活習慣病予防を目的に、「ウォーキン

グキャンペーン」を9月

から11月にかけて各地

で実施し、スポーツク

ラブとも継続契約する

など、従業員の家族も

含めて社員に健康増

進の機会を提供してい

ます。

また、本社診療所の

担当歯科医によるコラム「病は口から」を社内Webに定期掲載し、

口腔衛生への啓発活動に努め、社員食堂では、肥満や生活習慣

病を改善・予防するため、カロリーの栄養バランスを考えた「ヘル

シーメニュー」を随時提供すると同時に、各事業所も健康応援フェ

ア（ウェルネスフェア等）を開催しています。

2000年に厚生労働省が「事業場における労働者の心の健康づ

くりのための指針」を定めるなか、カシオでは、管理職を対象とした

「マネジャー向け講習会」の開催などを通じて、「心の健康」への意

識向上を図るとともに、診療所や外部相談窓口「心と身体のホット

ライン」で相談を受付け、対応しています。

●マネジャー向け講習会「健康増進と管理監督者の役割」を開催

本社（2004年5月）・羽村技術センター（2004年11月）に引き続き、

2005年6月に八王子技術センターで講習会を開催しました。

多数の参加のもと、本社診療所産業医より、健康診断・健康づ

くり・過重労働と健康障害・安全配慮義務・メンタルへルスなど、

従業員の健康管理のために管理監督者が果たすべき役割につい

て解説しました。

カシオでは、「労働災害ゼロ」の実現に向けて、各職場で無事

故・無災害を目指した安全活動を展開し、各事業所・グループ会社

においても、防災訓練・消防訓練（AEDの実技講習）を通じて、避

難・消火作業等を実施し緊急の事態に備えています。

なお、本社では、2005年9月12日、消防（防災）訓練を実施し、

自衛消防隊員以外の方も含めて200名強が参加し、地震からの身

体防護に始まり、通報、消火、各フロアから建物外への徒歩での

避難に際しての避難誘導、安全防護、はしご車による避難、自衛

消防隊とポンプ車による放水、応急手当体験による救護訓練の

内容で実施しました。

また、AED（自動体外式除細動器）については、2006年3月1日

に実技講習を盛り込んだ「普通救命講習」を実施し、本社・八王

子技術センターへ導入済ですが、今後は、各事業所・グループ会

社へ導入する予定です。

基本的な考え方

労働安全衛生の取り組み
従業員の健康保持・増進と労働災害の防止を通じて、

さまざまな施策を推進しています。

労働安全衛生の活動

メンタルヘルスケア

労働災害の防止

従業員の健康増進

ウェルネスフェア

　 人数 日数 

2001年度 0 0 

2002年度 1 73 

2003年度 0 0 

2004年度 0 0 

2005年度 3 13

労災における休業者数（過去5年間）

従業員とカシオ
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社会とカシオ

マークは、社会貢献分野のディスクロージャー＆コミュニケーション活動です。

カシオは「創造 貢献」の経営理念に基づき、人々から喜びと感

動をもって受け入れられる製品を提供することで、社会に貢献する

という原点に立っています。

また、事業による社会貢献以外にコア・コンピタンスである「小

型・軽量・薄型・省電力」に代表される独自のノウハウや経営資源

を生かした社会貢献もしていきます。

社会貢献の方法として、単に寄付をするような間接的な活動だ

けでなく、社員の持つ知識や経験などを提供することもその重要

な活動です。

特に、あらゆるステークホルダーとのコミュニケーションを通じて、

よき企業市民としてカシオに何ができるかを見極めながら、自主的な

社会貢献活動を設定し、責任を果たしていくことが重要であると認

識しており、従来の活動をさらにレベルアップしながら進めています。

社会貢献の重点分野として、かけがえのない地球資源と環境を

守るための「環境保全」、今後の世界を担う次世代に対する「教

育」、人々の喜びと感動の場としての「文化・芸術」、社会の発展

に不可欠な最先端科学技術開発に寄与する「学術・研究」、さら

に地域社会を構成する一員としての「地域社会活動」の５分野を

設定し、注力していきます。

今後はさらに社会貢献活動を充実させるとともに、グループ全体

の活動実績を網羅集約する仕組みを構築し、適切に開示していき

ます。

東京都は2004年度から環境教育および地球温暖化対策の有効

な施策として、NPO/NGO（ArTech）が開発した「Kids ISO14000プ

ログラム」の普及事業を進めており、既に8,700名の都内の児童が、

本プログラムに取り組んでいます。カシオ計算機はこの活動への協

力企業として、インストラクターの資格を取得した従業員が積極的に

参画し、多方面での活動を展開しています。2005年度はこの一環

として、東京都の環境局の要請を受け、都内の教育関係者および

企業のCSR責任者の方々へ事例発表を行い、「Kids ISO14000プ

ログラム」の理解を深める活動を行うとともに、環境学習リーダー・

フォローアップ講座の一端を引き受け、カシオの地域教育への取

り組みや、児童の育成活動の大切さについて、講義をしました。

カシオは、このように地域への社会貢献活動を積極的に推進し、

特に児童を中心に、“自律と自立”の実践と、“生きる力”を醸成

していく場を提供し、社会一般から評価を受けています。現在、

地域を限定せず、多くの教育機関から、工場見学を含めた出張授

業の依頼を受け、その実現を図るとともに、さらなる対応への準

備を進めているところです。カシオは地域社会と密接な交流を維

持しつつ、児童への“生きる力”の提供を柱に、将来にわたり、

地球環境の保護と経済の発展とが両立する社会環境の醸成に積

極的に取り組んでいきます。

2006年2月10日、カシオ計算機の環境センター長がゲストティー

チャーとして「地球温暖化」への企業の取り組みについて、渋谷区

立幡代小学校の５年生を対象に出張授業を行いました。

当日は、3クラスを対象に総勢約90名の生徒さんを対象に実施

しました。

環境活動ビデオ資料での概要説明に続き、環境センター長が

温暖化現象の仕組み、製品・物流・各事業拠点での環境活動の

具体例による「カシオの地球温暖化への取り組み」を説明し、その

後に質疑応答という形式で進行しました。生徒さんたちは興味

津 と々いった面持ちで説明を聴いていましたが、特に環境に配慮

した製品の実例として、「小型・軽量・薄型・省電力」を実現したデ

ジタルカメラやソーラー電波ウオッチの実際の製品を手にした時

は、全員目を輝かせ、感歎の声をあげ、休み時間に入っても質問

が絶えない盛況ぶりでした。

「地球温暖化」という難しい内容でしたが、担任の先生方からは、

生徒が授業後も出張授業に関連する話をされているとの言葉をい

ただき、家庭や個人での温暖化への取り組みを積極的に行っても

らえると考えています。

社会貢献活動の考え方

地域社会への貢献

社会貢献活動
独自のノウハウや経営資源を活かして、広く社会に対する責任を果たしていきます。

東京都環境局との教育活動

総合的な学習の時間を支援
（出張授業／幡代小学校）

出張授業風景
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4月28日は「しぶやの日」です。

渋谷区では、この日を中心に区

内各地区で区民、事業者、区

が一体となって清掃・環境美化

活動「渋谷区一斉清掃の日」を

実施しますが、カシオ計算機本

社では2005年度もこれに合わ

せて、周辺の清掃・美化活動を実施しました。

この活動は自由参加で行われましたが、各部署より25名の方が

集まりました。本社ビル周辺を全員で隈なく清掃した結果、わずか

30分ほどの間にもかかわらず、多くのゴミが集まりました。

また、カシオ計算機羽村技術センターでは2005年度より最寄り

のJR小作駅前等の清掃ボランティア活動を定期的に行っており、

カシオマイクロニクス（青梅）でも定期的に事業所周辺の清掃を行

っています。このような各拠点での地域に貢献する活動は、今後

も機会があるごとに積極的に行いたいと考えています。

カシオ計算機は1981年以来、スポーツ振興と社会貢献を目指し

て、「カシオワールドオープンゴルフトーナメント」を主催しています。

2005年から創業者の出身地であり、主力の生産子会社を構え

る高知県の「Kochi黒潮カントリークラブ」に開催地を移し、新たな

スタートを切りました。この年、より多くの方々にゴルフの楽しさを

理解していただくために、天才少女として世界的に注目を集めてい

るミシェル・ウィー選手（当時16歳）を日本のトーナメントとして初め

て招待しました。会場には、ミシェル・ウィー選手を目当てに、平日

にもかかわらず大勢のギャラリーが集まり、また国内外のマスコミ

も多数詰め掛けました。惜しくも1打差で土日の決勝ラウンドには

進めませんでしたが、男子のトッププレイヤーと対等に戦った姿は、

多くのファンを感動させてくれました。

また、開催地である高知県の方々に向けてさまざまな貢献活動

を行っています。

カシオ計算機はトーナメント開催にご協力いただいた自治体にカ

シオ製デジタルカメラを寄贈しました。さらにトーナメントに出場し

たツアープレイヤーが子

供たちを対象にゴルフス

イングを教える地元ジュニ

アゴルファーへのレッスン

会を開催するとともに、小

学校と協力し、記者会見

会場やテレビ放送の現場など、普段見ることができないトーナメン

トの舞台裏を説明を聞きながら見学できる課外授業を実施しまし

た。また、地元の方々のスポーツ振興活動に役立てていただくた

めに、トーナメント期間中に行ったチャリティの収益金を元にスポー

ツ用品を購入し、地元の福祉団体に寄贈しました。

2006年度も、従来同様に地元の方々に喜んでいただける大会

を目指して、運営していきます。

科学技術の根底を支える基礎研究分野。ここで発見された新し

い原理が、後に世の中を大きく変えることも少なくありません。しか

し基礎研究はすぐに利潤を生むものではないため、研究者の方々

は国や大学などで限られた予算に頼っているのが現状です。その

ような研究に資金を提供し、科学技術の振興に貢献しているのが

カシオ科学振興財団です。

当財団は1982年に、故・樫尾茂前会長と樫尾４兄弟によって設

立されました。若手研究者による萌芽的な段階にある先駆的かつ

独創的研究を助成することを主眼に、毎年40件程度の研究助成

を行うとともに、海外派遣、研究会助成も年間各10件程度行って

います。

2005年度は44件の研究に対し、合計5,000万円の助成を行い

ました。対象となったのは、東京大学・土肥健純教授、東北大学・

海野道郎教授、大阪大学・藤原康文教授などです。2005年12月2

日に第23回の贈呈式を挙行し、助成金を贈りました。

市民社会への貢献

周辺地域での清掃・環境美化活動

カシオワールドオープン開催

科学技術の芽を育てたい
－カシオ科学振興財団－

会
社
案
内

Ｃ
Ｓ
Ｒ
ハ
イ
ラ
イ
ト

Ｃ
Ｓ
Ｒ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

市
場
と
カ
シ
オ

地
球
環
境
と
カ
シ
オ

従
業
員
と
カ
シ
オ

資
　
料

社
会
と
カ
シ
オ

本社周辺での清掃風景

カシオ科学振興財団研究助成件数・助成金推移

カシオ科学振興財団 Webサイト
http://www.casio.co.jp/company/zaidan
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地元ジュニアゴルファーへのレッスン会
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社会とカシオ

カシオ計算機では1994年の「国際イルカ・クジラ会議」以来、ア

イサーチ・ジャパンとともに日本と世界のイルカ・クジラに関する教

育・研究活動をサポートしています。2005年は「第５回イルカクジ

ラ・エコリサーチ・ネットワーク」に参画し、アイサーチ・ジャパンの

EXPO 2005「愛・地球博」（地球市民村）への出展※と、日本におけ

る、よりよいイルカ・クジラ・ウォッチングの実現に向けた取り組みを

サポートしました。

また、お台場のアンテナショップでの「イルカ・クジラステーショ

ン」の実施や、カシオ流通店頭で

のフリーペーパー配布などを通じ

て、アイサーチ・ジャパンの活動の

認知促進も図っています。

経済界と教育界とのコミュニケーション促進の一環として行われ

る「教員の民間企業派遣研修」（主催：財団法人経済広報センタ

ー）に、今年もカシオ計算機が受入企業として協力しました。

同研修は、小・中・高等学校等の先生方に企業活動を体験して

いただき、その体験を授業を通じて子供たちに伝えてもらうことを目

的として、1983年から毎年夏休み期間中に実施されています。近

年特に、教育界や学校現場でこうした研修への関心が高まる一方、

研修を通じて教育界との連携を図ることが「企業の社会的責任

（ＣＳＲ）」への取り組みの１つとなるとして、経済界や社会からも注

目を集めています。

そうした中、カシオ計算機は昨年より、同研修の受け入れを始め、

2度目となる今回は2005年8月3～5日の3日間のプログラムで、東

京都と兵庫県の小・中学校の先生方７名を迎え実施しました。

本社と八王子技術センターの2ヶ所で、第一線の社員講師によ

る多様な分野のプログラムを受けていただき、活発な意見交換も

行われ、全日程を活況の内に修了しました。

研修に参加された先生方からは、民間企業の「目標」と「夢」を

持った仕事の進め方や環境活動への注力に驚かれていました。

こうした活動を教育現場にもぜひ

活かしたいとの感想を述べられ、

3日間という短期間ながら今回の

研修に大いに満足されていたよ

うです。一方で、女性管理職の

話を聞きたい、講習だけでなく実

際に体験する場を増やして欲しいなどの要望もいただき、ぜひ次

年度に活かしたいと考えています。

カシオ上海貿易では、日本学（日本語・日本文学・日本文化）の

研究と教育レベルの向上を継続的に支援するために、中国内に

おける日本学研究と教育の最高権威である北京大学と共同で「北

京大学日本学研究カシオ基金会」を設立しました。

これは、日本語言語文化系で優秀な成績を修めた同大学外国

語学院の学生および優秀な論文・研究成果を上げた教師に奨学

金（一時金）を授与し、さらなる研究の糧にしてもらおうというもの

です。

基金会設立の調印式と奨学金の授

与式は、2005年11月9日に行われ、記

念すべき第１回の奨学金が、３名の学生

と５名の教師に贈られました。

カシオ計算機は1992年以来、世界の青少年の親善の輪を広げ

る趣旨に賛同して、「世界少年野球大会」に協賛しています。

本大会は、日米のホームラン・キングである王貞治氏とハンク・

アーロン氏が提唱して、正しい野球を全世界に普及・発展させると

同時に、世界の青少年に友情と親善の輪を広げようとの趣旨で、

1990年にアメリカ・ロサンゼルスにて第1回大会が開催されました。

その後、毎年世界の20数ヶ国から250余名の少年少女が参加し

て盛大に行われています。

2005年は、群馬県にて第16回大会が、7月28日から8月5日まで

開催されました。野球教室や地元の子供たちとの交流行事が行わ

れ、国際交流の輪が広がりました。

正しいスポーツの普及活動の充実は、青少年の健全育成や余

暇の有効活用の面からも、ますます重要になってきています。

野球というスポーツ

を通じ、子供たちの心

が通い合い、友情が

芽生える本大会に協

賛することは、青少年

の健全育成に寄与す

るものと考えています。

国際社会への貢献

社会貢献活動

G-SHOCK「イルカ・クジラ・エコリサーチ・
ネットワーク」モデル

先生方への研修

奨学金授与式

世界少年野球大会

「第5回イルカクジラ・エコリサーチ・
ネットワーク」支援

教員の民間企業派遣研修

「北京大学日本学研究カシオ基金会」を設立

世界少年野球大会協賛

マークは、社会貢献分野のディスクロージャー＆コミュニケーション活動です。

※２００５年８月1日～31日JEAN（クリーン
アップ全国事務局）との共同出展。
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カシオは中国において宋慶齢基金会が主催する「全国少年児

童キーボードコンテスト」に第１回大会（1986年）以来、20年余に

わたり協賛しています。長年に渡る協賛活動を記念し2005年10

月、宋慶齢基金会・叱副主席をはじめとする「全国少年児童キー

ボードコンテスト」代表団の日本招待旅行を催し、その一環として

「日中交流『宋慶齢基金会』カシオキーボード演奏会」を本社にお

いて開催しました。会場では9歳から18歳までの子供たち10組に

よる、ソロ、アンサンブルの多彩な演奏が披露されました。また、

代表団には人民日報記者も同行、「日中文化交流」の様子は広く

中国全土に報道されました。

2005年度　その他の主な社会貢献活動

2005年度　その他の主な寄付活動

マークは、社会貢献分野のディスクロージャー＆コミュニケーション活動です。

交通安全 

環境 

社会教育 

社会教育 

社会教育 

福祉 

交通安全運動に協力 春･秋の全国交通安全運動期間における街頭活動の協力 

製品の解体・部品分別等の軽作業による委託業務提供 

地元高校から海外企業への就労体験希望があり折々に受入れ 

カシオ情報機器 

分類 テーマ名 内容 実施主体 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオグループ 

カシオテクノ 

カシオタイ 

朝日インドネシア 

高知カシオ 

甲府カシオ 

山形カシオ 

インターンシップ生の受入れ 

企業訪問の受入れ 

「出張講演」の実施 

クリーンアップ・デイの開催 

美しい山形・最上川フォーラム支援 

「地元学生の民間企業体験研修」受入れ 

献血への協力 

各大学の「民間企業での労働実習 
プログラム」の受入れ 

身体障害者・知的障害者への作業提供 

日経エデュケーションチャレンジ2005協賛　 

職業教育の一環として大学等が積極的に取り組んでいるインターンシッ
プの受入れ先企業として、積極的に参画　2005年度実績は21名 

総合的な学習の一環として修学旅行などを利用した学生の企業訪問
を受入れ　2005年度実績は16校　281名 

府中第四小学校に出張し、「物を創造する面白さと苦労について」と
いうテーマで約100人（児童／保護者／教員）に対して講演 

県民、NPO、大学、行政等と連携して、桜の植栽や管理を支援し、 
「最上川夢の桜街道」づくりに取り組む 

日本経済新聞社が主催する高校生を対象とした経済・産業を学ぶた
めの社会教育プログラムに協賛し、従業員から講師を派遣 

大学での派遣実習カリキュラム（約2、3ヶ月間）の受入れ企業として
協力し、年間10名ほどの大学生の実務研修を実施 

2005年度は本社で189名、羽村技術センターで264名が協力 

年2回会社周辺道路、東花輪駅から会社までの道路等の清掃を実施 
2005度は従業員約140人が参加 

地
域
社
会 

市
民
社
会 
国
際
社
会 

中国・宋慶齢基金会※「全国少年児童キーボード
コンテスト」への協賛

※「宋慶齢基金会」は孫文の妻である宋慶齢さん（宋家の三姉妹として日本でも有名）により主に中国全土の恵まれない子供たちを
支援する目的で設立されたもので、全土に優秀な教師・学生を多数輩出した活動として一般・行政より高い評価を受けています。

環境 

教育 

文化・芸術 

地域社会 

災害救援 

国際交流・協力 

社会福祉 

医療 

2005年度 Think the Earthプロジェクト協賛 

産業廃棄物処理事業振興財団への寄付 

日本経団連自然保護基金への寄付 

WWFジャパン（世界自然保護基金日本委員会）への支援 

国際大学への協賛 

奨学資金の提供 

NHK交響楽団協賛 

新星東京フィルハーモニー交響楽団協賛 

果樹大国ひがしね　さくらんぼマラソン大会協賛 

根がらみ前水田保全の為のチューリップ球根・大賀ハス里親協賛 

ハリケーン・カトリーナ義援金寄付 

パキスタン地震義援金寄付 

パリ日本文化会館・日本友の会協賛 

身体障害者に対する就職サポート活動支援金の寄付 

癌研究会への寄付 

ピープルズ・ホープ・ジャパンへの支援 

Think the Earthプロジェクト（NPO） 

産業廃棄物処理事業振興財団 

日本経団連自然保護基金 

WWFジャパン（ＮＧＯ） 

国際大学 

Costco Scholarship Fund 

NHK交響楽団 

新星東京フィルハーモニー交響楽団 

東根市 

羽村市 

日本赤十字社ほか 

日本赤十字社 

パリ日本文化会館・日本友の会 

A FUND FOR REHABILITATION OF DISABLE  PERSONS 

癌研究会 

ピープルズ・ホープ・ジャパン（NPO） 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオインク 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

山形カシオ 

カシオ計算機 

カシオグループ 

カシオグループ 

カシオ計算機 

カシオタイ 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

分類 件名 寄付先 実施主体 
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社会とカシオ



地域別売上高構成比
（2005年度）

世界中のお客様に製品をお届けするために、カシオでは日

本・北米・欧州・アジアの4極を軸に、世界各地に開発・製

造・販売の拠点を置いています。研究開発やデバイスの生産

拠点を国内に置き、その他の生産拠点についてはアジアを中

心に展開。海外の販売については、北米地域はカシオインク、

欧州地域はカシオUK、カシオヨーロッパ、カシオフランス、そ

の他の地域においては代理店を設け、直接輸出または間接輸

出を行っています。

アジア・その他 
16.8%

国内 
 59.4%

海外 
40.6%
海外 
40.6%

欧州   
13.6%

北米  
10.2%

Casio Europe GmbH 
 
Casio Scandinavia AS 
 
 
Casio Electronics Co., Ltd.　 
 
 
 
Casio Benelux B.V. 
 
 
 
Casio France S.A.

Casio Espana S.L.

 

 

カシオグループのネットワーク

国内拠点（2006年9月30日現在）

海外拠点（2006年9月30日現在）
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　山形カシオ株式会社 
 
　カシオ電子工業株式会社 
  
 
　新日本カシオ情報技研株式会社 

　高知カシオ株式会社 

 

カシオ計算機株式会社本社 
カシオ計算機株式会社羽村技術センター 
カシオ計算機株式会社八王子技術センター 
カシオテクノ株式会社 
カシオマイクロニクス株式会社 
カシオ情報機器株式会社 
カシオ電子デバイス株式会社 
カシオソフト株式会社 
カシオサポートシステム株式会社 
株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 
株式会社カシオコミュニケーションブレインズ 
カシオエンターテイメント株式会社 
カシオマーケティング株式会社 
カシオアイネットソリューション株式会社 
カシオビジネスサービス株式会社 
マス株式会社 
株式会社フォトハイウェイ・ジャパン 
 
 
 
 

 
 

 

 

　甲府カシオ株式会社 
　セイヨー電子株式会社 



Company data

連結業績の推移

総資本（単位：百万円）

商　　　　　号　カシオ計算機株式会社
設　　　　　立　1957年6月1日
本　　　　　社　東京都渋谷区本町一丁目6番2号
代表取締役社長　樫尾　和雄

資　本　金 415億4,900万円
従 業 員 数 3,320名（単体）

12,673名（連結）
連結対象会社　子会社（国内・海外） 56社

持分法適用会社（国内・海外） 4社

0
2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

440,567

523,528
559,006 580,309

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

5,647

14,176

21,534
23,745

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 

5,647

14,176

21,534

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

459,113
496,063 495,743 501,960 

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 
0

50,000

100,000

150,000

200,000

131,957
144,403

162,271

191,011

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

11,168

16,213

21,000
19,711

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 
0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

11,481 11,637 12,140 12,673

Casio Singapore Pte., Ltd. 
 
Casio (Thailand) Co., Ltd. 
 
Casio India Co., Pvt., Ltd. 
 

Casio, Inc. 
 
Casio Canada Ltd. 
 
 
 

 
 

 

Casio Korea Co., Ltd. 
 
 
 
Casio (Shanghai) Co., Ltd.　 
 
Casio Taiwan Co., Ltd. 
 
Casio Electronics (Shenzhen) Co., Ltd. 
Casio Computer (Hong Kong) Ltd. 
 
Casio Electronic Technology (Zhongshan) Co., Ltd. 
Casio Electronics (Guangzhou) Co., Ltd. 
 
 
 
 
 
 

設備投資（単位：百万円）

当期純利益（単位：百万円）

株主資本（単位：百万円）

従業員数（単位：人）

カシオ計算機 会社概要（2006年3月31日現在）

売上高（単位：百万円）
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海外拠点（2006年9月30日現在）



● 報告対象期間
本「カシオコーポレートレポート2006」は、原則的に全世界で事業を行うカシオグループ（連結ベース）を対象として、2005年度（2005年４
月1日から2006年3月31日まで）を中心とした、事業活動、CSR活動を報告するものです。ただし、組織体制や商品等に関する重要な報告
については、一部2006年度の情報を含んでいます。
● 報告対象組織
環境会計、環境負荷データの集計・記載範囲は以下のとおりです。
本レポートの文中では、カシオグループを「カシオ」、カシオ計算機株式会社を「カシオ計算機」として区分して表記しています。

● 報告分野
本レポートは、環境省発行「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」に準拠し、GRI（Global Reporting Initiative）「サステナビリティ・レポー
ティング・ガイドライン2002」を参考に制作しています。

報告範囲

社会からの評価

■エレクトロニクス機器事業 

報告書で使用する会社名 
カシオ計算機　本社 1 
カシオ計算機　羽村技術センター 1 
カシオ電子工業 1 
山形カシオ 2 
カシオテクノ 1 
カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 1 
カシオソフト 1 
カシオ情報機器 1 
カシオアイネットソリューション※ 1 
カシオサポートシステム 5 
カシオビジネスサービス 1 
カシオ情報サービス 1 
カシオマーケティング 1 
カシオコミュニケーションブレインズ※ 1 
カシオエンターテイメント 1 
シー･シー･ピー 1

事業所数 

■デバイス事業 

カシオ計算機　八王子技術センター 1 
甲府カシオ 2 
高知カシオ 1 
カシオマイクロニクス 2 
カシオ電子デバイス※ 1

報告書で使用する会社名 事業所数 

国内グループ会社 

■エレクトロニクス機器事業  

韓国カシオ Casio Korea Co., Ltd. 1 
台湾カシオ Casio Taiwan Co., Ltd.  1 
香港カシオ Casio Computer （Hong Kong） Ltd.  2 
カシオ電子科技中山 Casio Electronic Technology （Zhongshan） Co., Ltd.  1 
カシオ電子シンセン Casio Electronics （Shenzhen） Co., Ltd.  1 
カシオ電子広州 Casio Electronics （Guangzhou） Co., Ltd.  1 
カシオ上海貿易 Casio （Shanghai） Co., Ltd.  1 
カシオタイ Casio （Thailand） Co., Ltd.  1 
カシオシンガポール※ Casio Singapore Pte., Ltd.  1 
朝日インドネシア Pt. Asahi Electronics Indonesia  1 
カシオインディア Casio India Co., Pvt. Ltd.  1 
カシオインク Casio, Inc.  1 
カシオカナダ Casio Canada Ltd.  1 
カシオヨーロッパ Casio Europe GmbH  1 
カシオＵＫ Casio Electronics Co., Ltd.  1 
カシオフランス Casio France S.A.  1 
カシオ電子珠海 Casio Electronics（Zhuhai） Co., Ltd.  1 
カシオ電子中山 Casio Electronics（Zhongshan） Co., Ltd.  1

報告書で使用する会社名 正式会社名 事業所数 

海外グループ会社 

※部は「環境保全コスト」「経済効果」のみ対象範囲に含まれます。 

■2005年度の受賞・表彰  

16 山形カシオ 環境保全推進賞山形県知事賞 山形県 
16 カシオマイクロニクス 電気安全使用合理化最優秀賞 多摩電力協会 
10 山形カシオ 日経ものづくり大賞（第2回） 日本経済新聞社 
11 羽村技術センター 青梅労働基準監督署長賞 青梅労働基準監督署 
12 甲府カシオ 品質管理活動年度表彰　優秀事業所表彰 山梨県品質管理研究会 
1
2
 カシオマイクロニクス 

電気使用合理化優秀賞 関東地区電気利用合理化委員会 
 羽村技術センター 

月 年 

2005

2006

受賞・表彰名 事業所・拠点 表彰の主体 
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社会からの評価・報告範囲
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第三者意見

カシオ コーポレートレポート2006に対する第三者意見

当意見は、本報告書の記載内容に基づいて執筆しています。

同社のCSRへの取り組みは、環境負荷の削減や取引先への取り組みの呼びかけなど、広範な項目について

PDCA（マネジメント・サイクル）を進め始めていると言えます。

●色覚上の障碍を持つ人に配慮して、グラフや図などにバリア

フリー・デザインを取り入れていること。

●辞書の電子化、タフソーラーや省電力LSIを搭載した腕時計、

次世代燃料電池など、環境負荷削減型の製品開発に積極

的に取り組んでいること（P7-P9、P16）。

●「1万人の工場見学」を通じて、従業員の家族や地域の小

中学生に対して、仕事を体験的に理解する機会を積極的に

提供していること（P19）。

●事業別のマテリアル・バランスなど、より詳細な情報を、Web

版で紹介していること。

●二酸化炭素排出量、水使用量、廃棄物発生量が、いずれも

2年連続で目標達成できておらず、目標に無理があるか、マネ

ジメント・システムが機能していないか、いずれかが危惧され

ます（P21・P41）。特に二酸化炭素排出量の実質生産高

原単位および総量の双方については、2010年に向けた取

り組みを、業績や市場価格の変動を積極的に織り込んだ上

で、年度ごとの目標と具体的な実施内容を明示することを強

く求めます。また、生産現場での日常業務上の省エネにつ

いても、先進事例を積極的に学び、徹底して推進することを

強く求めます。さらに、環境保全委員会のもとに運営される

各委員会や部門が、結果の報告にとどまらず、予測に基づく

踏み込んだ取り組みを促す場となることを、強く希望します。

●グループ企業や主な取引先など、サプライチェーンにおける

EHS（環境・健康・人権・安全）の基盤整備も、積極的に支

援すること。

IIHOE［人と組織と地球のための国際研究所］

代表者

IIHOE：「地球上のすべての生命にとって、民主的で調
和的な発展のために」を目的に1994年に設立された
NPO。主な活動は市民団体・社会事業家のマネジメ
ント支援だが、大手企業のCSR支援も多く手がける。
http://www.iihoe.com

評価すべき点

一層の努力を求めたい点

第三者意見での「一層の努力を求めたい点」への考え方と今後の対応

今回は、企業のマネジメント、CSRや環境・社会コミュニ

ケーションの推進に対するご指導に多くの実績をあげられて

いる、IIHOE［人と組織と地球のための国際研究所］代表の

川北秀人さんに第三者意見をお願いしました。

ご指導いただいた点の内、取引先に対する責任、障害者

雇用、地球温暖化防止についての記載の仕方等、速やかに

対応できるものについては、できるだけ今回のレポートに盛

り込むようにしました。

一方、「一層の努力を求めたい点」としてご指摘いただい

た事項については、今後の課題として受け止め、以下の通

りこれからの活動に反映し改善に努めていきます。

＜環境について＞

目標に対する実績については、デバイス事業の生産増と単

価下落が予測を超えたことが大きく影響していますので、今後

は重点的にデバイスの生産拠点別目標設定、及び達成計画

や個別の手段等を明確にして、進捗管理をしていきます。

同様にエレクトロニクス事業においても、今までのグループ

目標に加え拠点別目標を設定し、拠点ごとの推進施策や活

動計画と進捗状況・結果が見える情報の共有化を図っていき

ます。特に、生産拠点の特徴や役割機能に即して、先進事例

の検証、新しい環境技術の検討や設備導入等々、拠点の施

策がわかるような仕組みを構築していきます。

このように、拠点別の計画精度を上げて、グループ目標の

実現に取り組んでいきます。

＜EHS（環境・健康・人権・安全）基盤整備について＞

グループ企業については、従来は経営理念と創造憲章を

共有し、大枠での足並みは揃えてきたものの、個々の対策に

ついては、各企業の個別の事情に則した取組みを行ってきま

した。今後は、カシオ計算機を中心にグループ全体として

EHS基盤整備の計画を策定し、グループ全体のレベルアップ

に繋がるよう推進していきます。

サプライチェーンに対しては、環境・健康・人権・安全等へ

の配慮を織り込んだ「資材調達方針」に照らして、お取引先毎

の遂行状況を把握・評価し、支援が必要なお取引先につい

ては教育・指導等を行い、サプライチェーン全体の底上げを

図っていきます。
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GRIガイドライン対照表
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1. 1 持続可能な発展への寄与に関する組織のビジョンと戦略に関する声明

1. 2 報告書の主要要素を表す最高経営責任者の声明

組織概要
2. 1 報告組織の名称

2. 2 主な製品やサービス

2. 3 報告組織の事業構造

2. 4 主要部門、製造部門子会社、系列企業および合弁企業の記述

2. 5 事業所の所在国名

2. 6 企業形態（法的形態）

2. 7 対象市場の特質

2. 8 組織規模

2. 9 ステークホルダーのリスト。その特質、および報告組織との関係

報告書の範囲
2.10 報告書に関する問い合わせ先

2.11 記載情報の報告期間

2.12 前回の報告書の発行日

2.13 報告組織の範囲

2.14 前回の報告書以降に発生した重大な変更

2.15 時系列・報告組織間での比較のための基礎的事柄

2.16 以前発行の報告書記載情報についての修正

報告書の概要
2.17 報告書作成に際しGRIの原則または規定を適用しない旨の決定の記述

2.18 コストと効果の算出に使用された規準／定義

2.19 測定手法の、前回報告書発行以降の大きな変更

2.20 正確性、網羅性、信頼性を増進し保証するための方針と組織の取り組み

2.21 第三者保証書を付帯することに関する方針と現行の取り組み

2.22 報告書利用者が追加情報報告書を入手できる方法

構造と統治
3. 1 組織の統治構造

3. 2 独立している取締役、執行権を持たない取締役の割合

3. 3 取締役選任プロセス

3. 4 取締役会レベルにおける監督プロセス

3. 5 役員報酬と目標達成度との相関

3. 6 組織構造と主務者

3. 7 組織の使命と価値の声明（行動規範、原則、パフォーマンス方針他）

ステークホルダーの参画

3. 8 株主による勧告・指導のメカニズム

3. 9 主要ステークホルダーの定義

3.10-12 ステークホルダーとの協議の手法、協議から生じた情報の種類、活用状況

統括的な方針およびマネジメントシステム
3.13 予防的アプローチまたは予防原則

3.14-15 参加、支援している憲章、原則、各種団体他

3.16 上・下流部門での影響管理（方針とシステム）

3.17 間接的な影響管理のための取り組み

3.18 報告期間内の所在地・事業内容の変更

3.19 パフォーマンスのプログラムと手順

3.20 マネジメントシステム認証状況

4. 1 GRI報告書内容の各要素の所在をセクションおよび指標ごとに示した表

1 ビジョンと戦略

2 報告組織の概要

3 統治構造とマネジメントシステム

統合指標

経済的パフォーマンス指標
顧客 EC1

EC2

投資家 EC6

公共部門 EC9

EC10

環境パフォーマンス指標
原材料 EN1

EN2

エネルギー EN3

EN4

EN18

EN19

水 EN5

EN22

放出物、排出物および廃棄物

EN8

EN9

EN10

EN11

EN12

EN13

EN30

製品とサービス EN14

EN15

法の遵守 EN16

輸送 EN34

その他全般 EN35

社会的パフォーマンス指標

労働慣行と公正な労働条件
雇用 LA1

LA2

LA12

労働／労使関係 LA3

LA4

LA13

安全衛生 LA5

LA6

LA7

LA14

LA15

教育研修 LA9

LA16

LA17

多様性と機会 LA10

LA11

人権
方針とマネジメント HR1

HR2

HR3

HR8

差別対策 HR4

組合結成と団体交渉の自由

HR5

児童労働 HR6

強制・義務労働 HR7

懲罰慣行 HR9

HR10

社会
地域社会 SO1

SO4

贈収賄と汚職 SO2

製品責任
顧客の安全衛生 PR1

PR6

製品とサービス PR2

PR8

プライバシーの尊重 PR3

P14・P66～67

P14・P67
P66
P37
P64～65
P62～65

P47～48
P47～48
P21・P47～48
P45
P45
P45
P47～48・P52
P46～47

P21～22・P47～48
P47～48
P47～48・P52
P47～48・P54
P47～48・P52
P43
P22・P47～48
P45～48
P47～48
P22・P43
P47～48・P55
P49～51

P58・P67
P58
P60
P58
P60
P60
P61
P61
P61
P61
P60・P61
P59
P59
P59
P58
P58

P23・P25・P58
P37
P37
P23・P25・P58・P59
P23・P25・P58

P60
P23・P25・P29・P58
P23・P25・P29・P58
P26
P26

Ｐ25・Ｐ62～63・Ｐ65
Ｐ57・Ｐ68
Ｐ25

Ｐ27～28・Ｐ35
Ｐ45・Ｐ57
Ｐ34～35
Ｐ27
Ｐ26

項　目 対応ページ数

5 パフォーマンス指標
項　目 対応ページ数

項　目 対応ページ数

項　目 対応ページ数

4 GRIガイドライン対照表
項　目 対応ページ数

P3～4・P23・P38
P3～4・P38

P66～68
P7～14
P7・P24・P66～68
P66～68
P66～67
P66～67
P66～67
P66～67
P1

裏表紙
P68
P1
P68
P1・P66～68
P1・P66～68
P21～22・P43

P68
P49～50
P49
P57・P69
P69
各ページURL記載

P24～25
P24
P24
P24～25
省略
P24・Ｐ42
P23～24・P27～32・P34・
P36～37・P39・P53・
P56～60・P62

                                                                                                                              P24・P30・P37
                                                         
                                                                                                                              P1・P57
                                                                                                                              P19・P27～28・P34～37・
                                                                                                                              P60・P62～65

                                                                                                                              P24～28・P35・P43
                                                                                                                              P17～18・P62～65
                                                                                                                              P27～29・P34・P36
                                                                                                                              P30・P45・P47～48・
                                                                                                                              P57・P62～67
                                                                                                                              P66～67
                                                                                                                              P25・P42・P62
                                                                                                                              P26・P35・P43

P70
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